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巻頭言 ストレスマネジメント教育の展開

山 中 寛

TheEvolutionofStressManagementEducation

HiroshiYamanaka

本年6月に発行された 『学校保健研究』第48

巻第2号の特集で｢ストレスマネジメント教育｣

を取り上げていただきました.執筆者は,日本

ストレスマネジメント学会の常任理事や理事で

あり,理事長としてそのような機会を与えてい

ただいたことに感謝申し上げます.

この学会は,ストレスマネジメント教育を中

核とし,予防からケアまでを含むストレスマネ

ジメントの発展と深化を目的に2002年8月に発

足しました.その中心的役割を担ったのは,敬

師やスクールカウンセラーであり,その大半が

小学校や中学校に通っている子どもの親と同世

代でした.学会起ち上げの原動力は,私たち大

人が,今何かを始めなければ,21世紀を生きる

子どもたちは傷つき,孤立し,自立できなく

なってしまうという危機感でした.

元々,物体の歪みに対して使用されていたス

トレスという用語が,人間に使われるように

なって100年足らずですが,今や小学生でさえ

ストレスを口にする時代となりました.人が嫌

悪的あるいは脅威的であると感じられる刺激や

出来挙 (ストレッサ-)と,それによって引き

起こされる心身の変化の両方を含む言葉として

"ストレス"が日常的に用いられています.そ

のストレスを阻止 ･軽減するための対応策と具

体的介入を意味する用語がストレスマネジメン

トであり,個人のストレス反応の改善や解消を

目的として医学や心理学など専門的な立場から

なされる事後介入的な働きかけに対して使用さ

れてきました.

しかし,他者からの働きかけや援助に頼るだ

けではなく,自ら主体的かつ能動的にストレス

軽減を図り,ストレスと上手につきあいながら

アクティブに生活できるようになることが重要

です.ライフイベントス トレスにしろ,デイ

リイハッスルズにしろ,ストレスは生活の中で

生じるものなので,ストレスマネジメントとは

自己決定と自己コントロールを基礎とする "坐

活の営み"であるということもできます.そう

捉えると,健康教育や学校保健とも研究対象や

方法などに共通点が見出せるのではないかと考

えられます.

教育の領域で集団を対象に予防措置として実

施されてきた ｢ストレスマネジメント教育｣が,

現在ではスポーツ,産業,福祉,医療の領域へ

と拡がっています.学校保健研究の知見が,さ

まざまな領域で活かされる時代になってきたと

言えるかもしれません.

日本ストレスマネジメント学会理事長

(鹿児島大学大学院人文社会科学研究科教授)



学校保健研究 JpnJSchooIHealth48;2006

困特集 養護学校における医療的ケアの実践とその課題

｢養護学校における医療的ケアの実践とその課題｣を
編集するにあたって

学校教育変革の大きなうねりの中で,障害のある子どもの教育をめぐり,特別支援

教育の在り方に関する最終報告が2003年3月に出された｡それにともなって本誌では

一昨年46巻 5号の特集として ｢軽度発達障害の学校保健における支援を考える｣が企

画された.

医療的ケアに関しては,すでに本誌43巻 5号の特集において ｢学校における医療的

ケアを考える｣が企画されている.しかし,最終報告が出される以前であり,その後

も養護学校を中心に新たな実践研究が重ねられている.今後は一般の小 ･中 ･高等学

校でも医療的ケアの必要な児童生徒が増えることが予想される.

そこで,本特集では,教育,医療,看護,行政の第-線でご活躍の先生方に,養護

学校における医療的ケアの動向や実践および今後の方向性と課題等について執筆をお

願いした.医療的ケアの理解を深め子どもたちの個性を尊重した教育をするために学

校が支援すべきことを考える一助になれば幸いである.

(編集委員 天野敦子)
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国特集 養護学校における医療的ケアの実践とその課題

国の動向と百 ･聾 ･養護学校における実施体制の整備について

下 山 直 人

文部科学省初等中等教育局特別支援教育課特殊教育調査官

DevelopmentoftheMedicalCareProvisionFrameworkforCompensating

SchooILifeofChildrenwithDisabilitiesinJapaneseSpecialSchools

NaotoShimoyama

Sen10rSpecialistforSpecialEducationMifu'stryofEducation,Culture,Sports,ScienceandTechnology

はじめに

我が国の障害児教育は,これまで,障害の種

類や程度に応じてきめ細かな教育を行うという

視点で展開され,｢特殊教育｣と称されてきた.
教育の場として,障害が重い児童生徒のために

盲学校,聾学校,養護学校 (以下,｢盲 ･聾 ･
養護学校｣という.)が設置され,比較的軽い

児童生徒のために小 ･中学校の特殊学級等が整

備されてきた.

今日,このような障害の程度等に応じて特別

の場で指導を行う ｢特殊教育｣から,障害のあ

る児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じて適

切な指導と必要な支援を行う ｢特別支援教育｣
に転換が図られつつある.

平成15年3月,文部科学省に設置された調査

研究協力者会議の最終報告 ｢今後の特別支援教

育の在り方｣1)を契機として,特別支援教育を推
進するための様々な取り組みが進められてきた.

本年6月には,学校教育法の一部が改正2)され,

法律上も ｢特別支援教育｣の位置づけが明確に

なったところである*1.

盲 ･饗 ･養護学校における医療的ケアの取り

組みは,ノーマライゼーション理念の普及や在

宅医療等の進歩により生じてきた新たな児童生

徒のニーズに対し,看護師資格のある者を必要

な人材として新たに導入するとともに,従来の

学校システムを再構築して対応してきたもので

ある.児童生徒一人一人の教育的ニーズに対応

する特別支援教育の理念を,一足先に実現して

きたと言える.

本稿では,盲 ･聾 ･養護学校における医療的

ケアの経緯を簡単に振り返るとともに,現状と

課題について述べることとする.

Ⅰ.これまでの経緯

1.医療的ケアを必要とする児童生徒の増加

養護学校等における医療的ケアの課題は,辛

成元年頃から,大都市圏を中心に表面化してき

た.この背景には,ノーマライゼーション理念

に基づく在宅生活の広がりや医学 ･医療技術の

進歩,在宅医療の諸施策の推進等により,医療

的ケアの必要な児童生徒の在宅化が進み,地域

の養護学校への就学ニーズが高まってきたこと

がある.医療的ケアの必要な児童生徒は,年々

増加傾向を示すこととなった.

2.各自治体の取組と問題の所在
医療的ケアを必要とする児童生徒が増加する

中で,学校においてはこれら児童生徒の生命の

安全を確保し,適切な教育の在り方を検討する

*1 学校教育法の主な改正点は,盲 ･聾 ･養護学校を特別支援学校に一本化,小 ･中学校等にお
ける特別支援教育の推進,｢特殊教育｣から ｢特別支援教育｣への用語の変更等である.
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ことが大きな課題となってきた.

横浜市,大阪府,東京都,埼玉県,神奈川県,

宮城県等の各自治体では,学校と医療機関が連

携を図りながら,研修を受けた教員による対応

や看護師の派遣など様々な実施形態が試みられ

た.このように一部の自治体では先行した取組

があったものの,医療的ケアを必要とする児童

生徒の教育には,次のような課題があった.

･現行法においてたんの吸引等を教員ができな

いことから,保護者の付き添いが必要となっ

たり,保護者の都合により児童生徒が欠席に

なったりすること

･学校で医療的ケアを安全に行うためには看護

師の配置等医療的バックアップ体制が必要な

こと

以上二点の課題解決には,医学的法律学的な

検討が不可欠であり,国としての対応を求める

声が大きくなった.

3.文部科学省によるモデル事業等

ア ｢特殊教育における福祉 ･医療との連携に

関する実践研究事業｣(平成10-14年)

医療的ケアへの対応について,文部科学省で

は,厚生労働省の協力を得て,平成10年度から

12年度にかけて,｢特殊教育における福祉 ･医
療との連携に関する実践研究｣事業を10県に委

嘱し,教員による3つの行為 (たんの咽頭前の

吸引,留置されている管からの注入による栄養,

自己導尿の補助)の実施の可能性について検討

した.また,平成13,14年度には,看護師によ

る対応を含めた養護学校における医療的ケア実

施体制の在り方について,引き続き10県におけ

る実践研究を行った.

研究を実施した自治体においては,看護師等

の配置を工夫するとともに,養護学校において

医療的ケアを適切に実施する体制について検討

を行い,教員による3つの行為が安全に実施さ

れること等が確認された.

イ ｢養護学校における医療的ケアに関するモ

デル事業｣(平成15年～16年)

養護学校における医療的ケアの実施体制の充

実に向け,平成15年度から2年間,32道府県

(平成16年度は40道府県)に委嘱して,｢養護
学校における医療的ケアに関するモデル事業｣

を実施した.モデル事業では,学校における関

係者の連携,医療 ･福祉等関係機関及び都道府

県の関係部局間の連携,並びに看護師と教員の

連携の在り方等について実践的な研究を行った.

教師による3つの行為については,経管栄養に

ついて,｢経管の先端位置の聴診器による判断
は除く｣という条件のもとで引き続き検討され

ることとなった.

本事業においては,基本計画の策定や関係機

関との連絡調整を図る運営協議会の設置 (教育

委員会,医療 ･福祉部局,百 ･聾 ･養護学校教

負,医療関係者等による構成),学校の実施体

制を検討する校内委員会の組織,看護師及び教

員に対する研修等を実施するものとした.

また,事業の対象校は,医療的ケアを実施す

ることについて保護者の理解と同意が得られ,

主治医による管理体制が整い,看護師が常駐し

ているなどの条件が整った学校とした.さらに,

主治医との関係や保護者との関係について,看

護師が対応する場合と教員が担当する場合に分

けて手順や留意事項等を示した.

モデル事業の成果として,次項4で取り上げ

る厚生労働省の研究会において,次のような点

が確認されている.

(医療安全面)

医療事故の発生の報告はなく,看護師と教員

の連携の中で円滑にたんの吸引等が実施できた.

また,医療安全面の体制の充実という観点では,

地域の医療機関からの協力が得られ,看護師の

常駐により教員が安心してたんの吸引等に従事

できた等の効果が観察された.

(教育面)

医療が安全に提供されたことにより,授業の

継続性の確保,訪問教育から通学への移行,餐

校日数の増加,親から離れて教育を受けること

による自立性の向上等の効果が観察された.

(保護者にとって)

安心して児童生徒を学校に通わせることがで

きるようになり,また,たんの吸引等が必要に
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なったときに備えて学校待機をする必要がなく

なるなど,保護者の心理的 ･物理的負担の軽減

効果も観察された.

(結論)

医療関係者の間の指示系統が不明確であるな

どいくつかの課題も指摘されているものの,モ

デル事業等の下では,関係者の協力により3つ

の行為は概ね安全に行い得ることが実証され,

教育上の成果が上がったと評価することができ

る.

4.教員が行う医療的ケアについての医学的 ･

法律学的整理 (平成16年9月)

厚生労働省の ｢在宅及び養護学校における日

常的な医療の医学的 ･法律学的整理に関する研

究会 (平成16年度厚生労働科学研究費補助事

莱)｣は,これまでの文部科学省のモデル事業

等の成果を踏まえ,盲 ･聾 ･養護学校において,

医師又は看護師資格を有しない教員がたんの吸

引等を行うことについて,医学的 ･法律学的な

観点から検討を行った,その結果を,平成16年

9月17日に ｢盲 ･聾 ･養護学校におけるたんの

吸引等の医学的 ･法律学的整理に関する取りま

教育委員会

地
域
の
医
療
機
関
･消
防
署
等
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とめ｣3)として報告した.

この報告書では,｢看護師を中心としながら
教員が看護師と連携 ･協力して実施するモデル

事業等の成果を踏まえ,こうした方式を盲 ･

聾 ･養護学校全体に許容することは,医療安全

面の確保が確実になるような一定の要件の下で

は,やむを得ない｣と整理され,教員が行うこ

とが許容される範囲と教員が実施する上で必要

であると考えられる条件が示された.

ア 教員が行うことが許容される範囲

①咽頭より手前の吸引

②経管栄養開始後の対応 (栄養チューブの先端

位置の確認や胃ろう･勝ろうの状態の確認は

除く)

③尿器や姿勢の保持等の自己導尿の補助

イ 教員が実施する上で必要であると考えられ

る条件

非医療関係者の教員が医行為を実施する上で

必要なこととして,20の条件を示している.以

下,主な事項を示す.

(∋教員がたんの吸引等を実施することに対する

保護者の依頼と,学校の組織的対応を含め当

【指示】

※ 学校医 (指導医)は,当該学校の実情に応じ関与する.

※※ 教員は特定の生徒に関し,研修を受け主治医の承認を受けた者に限る.

図1 盲･聾･養護学校におけるたんの吸引等の実施体制 (例)
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該行為を教員が実施することの保護者及び主

治医の同意

②主治医から看護師-の指示,看護師の学校へ

の常駐等医療関係者による的確な医学管理

③看護師及び教員の研修,主治医が個別具体的

に承認した範囲で行う等医行為の水準の確保

④関係者による校内委員会の設置及び同委員会

への看護師の関与,定期的な実施体制の評

価 ･検証等学校における体制整備

(む医療機関,保健所,消防署等地域の関係機関

との連絡支援体制の整備,都道府県教育委員

会等における総括的検討 ･管理体制の整備等

地域における体制整備

なお,法律学的な整理としては,教員が行う

たんの吸引等も形式的には医師法第17条違反の

構成要件に該当する部分があるとしつつ,実質

的違法性阻却の考え方を適用し,当該行為が正

当化されるとの考え方を示している.

具体的には,これまでの判例で違法性が阻却

される場合の条件とされている5条件について

検討し,教員が行うたんの吸引等は,関係者の

善意のみではなく客観的な価値があること (目

的の正当性),前述した範囲と条件を守って行

われる場合には医療の安全が確保されること

(手段の相当性)などから違法性が阻却される

と整理している.

10月には,厚生労働省医政局長から文部科学

省初等中等教育局長あてに上記内容について通

知が発出4)された.それを受け文部科学省から

各都道府県教育委員会教育長あてに通知が出さ

れ,教員によるたんの吸引等が盲 ･聾 ･養護学

校全体に許容されることになった.

5.原則として医行為ではない行為の例示 (平
成17年7月)

平成17年7月26日に厚生労働省は ｢医師法第

17条,歯科医師法第17条及び保健師助産師看護

師法第31条の解釈について｣5)の通知において,

原則として医行為ではない行為を例示した.こ

の通知は,医療機関以外の高齢者介護 ･障害者

介護の現場等において,｢医行為｣の範囲が不
必要に拡大解釈されているとの指摘を踏まえ,
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医師,看護師等の医療に関する免許を有しない

者が行うことが適切か否か判断する際の参考と

して示されたものである.

具体的には,｢水銀体温計 ･電子体温計によ
り膳下で体温を計測すること,及び耳式電子体

温計により外耳道で体温を測定すること｣｢自
動血圧測定器により血圧を測定すること｣等11

項目が示されている.ただし,対象者の病状が

不安定である場合などは,例示された行為で

あっても医行為であるとされる場合もあるので

憤重な判断が求められる.

また,本通知では,｢自己導尿を補助するた
め,カテーテルの準備,体位の保持などを行う

こと｣が原則として医行為ではないと例示され

ている.これにより,教員が自己導尿の補助を

行うにあたっては,前項4のイで示した条件を

満たす必要がなくなったことに留意いただきた

い .

Ⅱ,都道府県の取組と盲 ･塾 ･養護学校の

実施状況

1.都道府県等の取組

ア 運営協議会の設置

盲 ･聾 ･養護学校の設置者は,都道府県と一

部の市である.盲 ･聾 ･養護学校-の児童生徒

の就学の指定,職員の配置等を行うのは教育委

員会の役割であり,医療的ケアを必要とする児

童生徒の就学指定や看護師の配置も行うことに

なる.したがって,都道府県や市の教育委員会

には,管轄する盲 ･聾 ･養護学校における医療

的ケアについて,基本計画の策定を含め総括的

な検討や管理が求められる.

この総括的な検討 ･管理を行うにあたって,

関係者や専門家の意見を聴き,関係機関や関係

部局との連携を図るため,都道府県市のレベル

で ｢運営協議会｣等が設置されてきてた.平成

17年度においては,医療的ケアを実施している

8割以上の自治体で設置されている.この運営

協議会には,盲 ･聾 ･養護学校関係者,教育委

員会事務局,医療関係者 (医師会代表,医療機

関等),看護関係者 (看護協会等),学識経験者,
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消防関係者,関係部局 (医療,福祉,傑健等),

弁護士,保護者代表などが参加している.主と

して,都道府県市としての基本計画の検討,医

療的ケア実施状況の把握と問題解決,研修内容

の検討,関係機関 ･部局の連絡 ･調整,ヒヤリ

ハット事例の収集と分析等にあたっている.

イ 医療的ケアの実施方法

都道府県市教育委員会が,前項Ⅰの4で示し

た教員が行うたんの吸引等に関する整理やこれ

までのモデル事業等における取組を踏まえ,運

営協議会等に諮りながら実施方法を定めている.

多くの都道府県市では,医療的ケアの範囲,実

施者,実施手続き,緊急時の対応等を実施要項

として明確にしている.

盲 ･聾 ･養護学校における医療的ケアの実施

者については,図2のようになっている.たん

の吸引等も医行為であるから,看護師が十分配

置できる場合には看護師の対応が原則となる.

また,モデル事業等の成果を踏まえ,看護師と

教員が連携 ･協力して行うことが許容されてい

る.都道府県 ･政令市61(以下,調査の対象は

都道府県と政令指定都市)のうち看護師と教員

で行う方がやや上回っている.医療的ケアの対

象者が多い都道府県市は,看護師と教員の連携

で,逆に少ないところは看護師が対応している.

医療的ケアを必要とする児童生徒の増加に伴っ

※H17.12文部科学省 ｢盲･聾･養護学校に

おける医療的ケアの実施体制整備状況に関

する調査｣より

図2 医療的ケアの実施者

学校保健研究 JpnJSchooIHealth48;2006

て,看護師と教員の連携によって対応する都道

府県市が増加する傾向にある.

看護師配置の方法であるが,看護師を学校の

職員として標準的に配置する制度になっていな

い現状において様々な工夫が行われている.学

校には,校長,教諭,養護教諭等配置が義務づ

けられている職員のほかに,必要とされる職員

を置くことができる.東京都が肢体不自由養護

学校に各2名の看護職員を配置しているなどは

この例であるが,看護職員を常勤の正規職員と

して置いているところは少ない.

そのほかの配置形態として,社会人を活用す

る仕組みがある.優れた知識や経験を有する社

会人に学校教育に参画してもらうため,都道府

県教育委員会が行う教職員検定を経て ｢特別免

許状｣を取得してもらった上で採用する方法や,

免許のない者でも特定の教科等を担当できる

｢特別非常勤制度｣が活用されている.看蔑師

の健康の維持 ･管理に対する知識や看護の経験

などが障害のある児童生徒の教育においても有

用であることから,そうした教育を担うととも

に看護師の資格をもって医療的ケアの実施にあ

たるという考え方である.どちらの場合にも教

職員定数の一部を活用できるため,地方自治体

としては財政上の利点がある.

また,看護師配置をするための予算を別途計

上して看護師を配置している都道府県市も多い.

この中には,訪問看護ステーションや病院等に

看護師の派遣を委託しているケースや非常勤職

員として採用しているケースなどがある.

り 研修の実施

安全で円滑なケアの実施を図る上でも,医療

的ケアの実施による教育効果を高める上でも教

員及び看護師の研修が重要であり,モデル事業

等を通して整備されてきた.具体的には,医療

的ケアの一般的な理解や手技の習得を目指す一

般研修 (基礎研修,専門研修)と,児童生徒-

の実施にあたって主治医の管理のもとで特定の

ケアについて研修を行う個別研修とに分けられ

る.

一般研修については,都道府県市の教育委員
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表l 盲･聾 ･養護学校における医療的ケアを必要とする幼児児童生徒数

区 分 全在籍 医療的ケアを必要とする幼児児童生徒数(人)
幼稚部 小学部 中学部 高等部 計 割 合

通 学 93,522 32 2,017 1,002 1,095 4,146 4.4%

訪問教育 3,405/ 823 375 480 1,678 49.3%

※H17.12文部科学省 ｢盲･聾 ･養護学校における医療的ケアの実施体制整

備状況に関する調査｣より

会が主催して行う研修が,教員については42の

都道府県市,看護師については36の都道府県市

で実施されている.実施校を中心に隣接する医

療機関等との提携のもとに実施しているケース

もある.

また,個別研修については,主治医の管理の

もとに行われることが原則であるが,都道府県

によっては,｢指導医｣を置いているところも
ある.盲 ･聾 ･養護学校に在籍する児童生徒の

主治医は,遠くに離れている場合が少なくない.

そこで,学校の近くで勤務または開業し,障害

のある子どもの医療を専門とする医師を指導医

として委嘱し,個別研修や日常の指導助言を依

頼している.

2.盲 ･聾 ･養護学校の実施状況

ア 医療的ケアを必要とする児童生徒と実施者

盲 ･聾 ･養護学校に在籍する者のうち6%が

医療的ケアを必要とする児童生徒である.通学

生は4.4%,通学することが困難なため教員が

家庭や施設等を訪問して教育をする訪問教育に

おいては,約半数が医療的ケアを必要としてい

る.小学部において医療的ケアを必要とする児

童は,中 ･高等部の生徒の約2倍であり,対象

の児童生徒は,各学部を通してあまり偏りがな

いことが推定される (表1).

また,校種別に見ると,肢体不自由養護学校

に65%,知的障害養護学校に25%が在籍してい

る.従来,医療機関との関係が密な肢体不自由

養護学校や病弱養護学校に多い傾向にあったが,

全ての校種に広がり,知的障害養護学校に相当

数在籍していることに留意する必要がある (図
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※H17.12文部科学省 ｢盲 ･聾 ･養護学校に

おける医療的ケアの実施体別整備状況に関

する調査｣より

図3 医療的ケアを必要とする幼児児童生徒

の内訳 (枚種削)

3).

ケアの内容別の児童生徒数では,経管栄養等

栄養関係が27.4%,吸引等呼吸器関係が64.5%,

導尿が2.2%,その他が5.8%となっている (衣

2).その他の主なものとしては,医薬品の投

与,ストマ管理等となっている.ケアの内容欄

で⑳を付したものは,看護師の具体的指導のも

と教員が行うことのできるケアであり,全体の

41%を占めている.時間のかかる経管栄養やタ

イミングを逃さずに行わなければならない吸引

等の一部であっても教員が関わることの意味は

小さくないと言えよう.一方で,6割近くのケ

アは看護師でなければできないケアである.こ

のことからも看護師の配置が適切に行われなけ

ればならいないことを端的に示している.

次に,ケアの実施者の状況であるが,330校



382

に597人の看護師が配置されている (表 3).辛

成16年の厚生労働省の整理から約 1年後の状況

である.平成15年の配置数は245名であ り,忠

表2 ケアの内容別幼児児童生徒数

※H17.12文部科学省 ｢盲 ･聾 ･養護学校におけ

る医療的ケアの実施体制整備状況に関する調査｣

より

学校保健研究 JpnJSchooIHealth48;2006

速に増えていることがうかがえる.平成18年度

に入ってさらに看護師の配置は進んでお り,

700名近くに及んでいる.

また,経管栄養の一部と咽頭手前の吸引等に

関わっている教員は,2,700名余であり,看護

師数の約5倍である.

Ⅳ.今後の課題

盲 ･聾 ･養護学校の医療的ケアについては,

法律上の整理が行われ医療的バックアップ体制

の整備も進んでいる.看護師の配置が急速に拡

大され,医師や医療機関との連携 ･協力関係も

これまで以上に強固になり,様々な関係機関と

の連携も図られてきた.

しかしながら,児童生徒の生命に関わり一刻

の猶予もならない問題として急速に整備されて

きたことから多くの課題を学んでいることも事

実である.課題解決にむけて学校関係者はもと

より,医療 ･福祉の関係者や研究者等の参加が

期待される.

平成17年12月に都道府県市を対象に行った調

査も踏まえ,次のような点が医療的ケア実施上

の課題であると考えている.

1.新たに医療的ケアを行う学校での実施体制

整備

平成19年4月から施行される特別支援学校の

制度により,複数の障害種に対応する学校が増

えることが予想される.これにより児童生徒が,

家庭から近い場所にある学校-通うことが期待

されている (どのような障害に対応とした学校

とするかは設置者の判断による).その結果,

医療的ケアを必要とする児童生徒を新たに受け

表3 盲 ･聾 ･養護学校における医療的ケアの必要な児童生徒と実施者

全学校数 必要な幼児児童生徒が在籍する学校数 必要な幼児児童生徒数 看護師配置校数 看護節数 看護資格を有する養護教諭数※ 医療的ケアに関わっている教員数

※看護資格を有する養護教諭数については,医療的ケアを実施している者の数である.

※H17.12文部科学省 ｢盲 ･聾 ･養護学校における医療的ケアの実施体制整備状況に関する調査｣より
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入れる学校が生じてくることが想定される.こ

れまで医療的ケアに対応してきた学校は,モデ

ル事業の進展に伴って体制を整備してきた学校

である.時間をかけ保護者や医療関係者との連

携を築き,研修による人材養成を進めてきた.

新たに医療的ケアを行う学校では,安全確実に

医療的ケアを実施する体制を短期間のうちに確

立することが求められる.従来から行ってきた

学校が,医療的ケアに関するノウハウを新しい

学校に提供していくことが重要である.

2.看護師の配置と勤務条件等の整備
まだ,医療的ケアを必要とする児童生徒の数

に対して看護師数が十分ではない.加えて前項

1から今後配置を必要とする学校が増加するこ

とが予想される.看護師の確保が課題である.

また,医療的ケアを必要とする児童生徒は,

入院していれば重症心身障害児に相当する場合

が多いが,そうした児の経験を持つ看護師は多

くはない.今後は,重症心身障害児看護の経験

のある看護師の確保に努めるとともに,研修等

で資質の向上を図ることが大切である.

看護師の配置について様々な工夫が行われて

きた反面,非常勤職員が多く,教員との情報交

換や会議等への参加のための時間が確保しにく

い,勤務条件等から雇用期間が短くなりやすい

など課題も多い.

3.看護師と教員との協働体制の構築

盲 ･聾 ･養護学校には,障害の状態を改善 ･

克服するための指導として ｢自立活動｣がある.

たんが絡みゼロゼロしている子どもがいれば,

教員は,健康状態の改善を目指し,深い呼吸や

排たんを促す指導をする.水分の補給や湿度を

与えることも考慮するだろう.これらを自立活

動の指導として行う.その結果,自分でたんを

出せればよいが,たんが出せないようであれば

タイミングよく吸引してあげる.咽頭前であれ

ば教員がとってやり,その奥であれば,看護師

がたんを取りきってやる.たんの吸引は医療的

ケアにあたるが,教育と医療とが相互に乗り入

れながら役割を引き継ぐのであり,教員と看護

師の協働作業が求められることになる.
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看護師は医療的ケアと看護に関する知識と経

験で教育を支え,教員は児童生徒との信頼関係

を基盤とした自立活動の指導により医療的ケア

をより円滑に行えるようにする.看護師と教員

との協働した働きかけにより,教育の効果も医

療的ケアの効果も高まる.

このように,学校での医療的ケアは,単に医

療的ケアを必要とする児童生徒に教育を保障す

るだけでなく,生きる力を高めるという教育の

教育効果を一層高めることが期待されている.

モデル事業の評価がこの点に着目している点に

留意いただきたい.しかし,現実の問題として,

看護師の配置が増える中で医療的ケアの部分は

看護師に任せればよいと理解をする教員も増え

ているとも開いている.

医療的ケア実施者が看護師だけの場合でも,

それまでの授業における児童生徒のようすを看

護師に知らせ,児童生徒の心理的なサポートを

する教員のかかわりと,そうした教員と心を合

わせてケアを行う看護師の姿勢が求められる.

教育という目的を共にする看護師が必要なので

あり,そのための教員や看護師に対する研修は

必須である.

教員と看護師の協働体制構築が必要であり,

全国の盲 ･聾 ･養護学校で模索が始まっている.

専門家との連携 ･協力による教育の質の向上は

特別支援教育体制の骸心であり,関係者は,こ

のような取組をしていることを自覚したい.ま

た,この分野に関心を持つ研究者が増え,医療

的ケアの教育的効果や連携 ･協力の在り方など

について研究が進むことにも期待したい.
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国特集 養護学校における医療的ケアの実践とその課題

医療的ケアの新たな展開

飯 野 順 子

前筑波大学附属盲学校長

NewStageonthe"MedicalCare"

IinoJunko

Ex7rlnCipaLofTheSchoolfortheBlindAttachedtoUnive,ICltyOfTsukLLba

Ⅰ.はじめに

全国的に医療的ケアの課題が浮上してきたの

は,概ね平成元年頃である.現在は,非医療者

である教員の医療的ケアへの対応について,国

の法的な見解が出される等,新たなステージを

迎え,新たな展開の時となっている.

Ⅱ.養護学校において,課題解決に向けて

目指してきた方向

本課題に関する懸案事項は,教員による対応

に関して,①教員の職務なのか,②医師法等に

違反しているのではないか,③事故があった場

令,だれが責任をとるのか等を明確にすること

であった.また,保護者の付添に関する福祉

ニーズに応えることでもあった.このような多

岐にわたる課題解決のために,目指してきた方

向性は,次の4点に集約できる.

① 病院における治療の一環としての医療的ケ

アではなく,学校における教育の場における

医療的ケアのシステム等の開発

1)各都道府県等の独自の方式による安全で,

安心なシステムの開発

2)文部科学省における実践研究 ･モデル事

業の実施

② 医療的ケアの教育上の意義に関する実践研

究

1)子どもの主体性を尊重し,子どもの心に

寄り添う医療的ケアの実施

2)保護者の精神的 ･物理的 ･経済的負担の

軽減

③ 安心 ･安全な医療的環境の整備

1)医師 ･医療機関のバックアップ体制の整

備

2)看護師の配置

3)教員のできる範囲の明示と ｢医師法｣等

に関する法的な整備

④ QOLの高い地域生活の実現
1)卒業後の進路先における医療的ケアへの

対応についての諸条件の整備

Ⅲ.課題の歴史的経過

医療的ケアの課題を,どのように克服してき

たかについての歴史的経過を,4期に分けて考

える.

① o期 :草創期から昭和54年養護学校義

務設置を経て,重度 ･重複化に伴って,

公に医療的ケアの課題が浮上してくるま

での時期

② 1期 :平成元年～平成10年度,国への

働きかけの時期 :平成10年度 ･文部科学

省 ｢特殊教育における福祉 ･医療との連

携に関する実践研究｣開始以前,各都道

府県による検討 ･研究 ･実施の時期,国

会における論議の時期

③ 2期 :平成10年度～平成14年度の上記

の実践研究,平成15-平成16年度の ｢養

護学校における医療的ケアに関するモデ

ル事業｣の時期



386

④ 3期 :平成16年10月,｢盲 ･聾 ･養護
学校にたんの吸引等について｣(厚生労

働省通知)以後,平成17年度 ｢盲 ･聾 ･

養護学校における医療的ケア体制整備事

業｣の開始から現在まで,新たな教育と

医療の連携による展開の時期

1.0期における課題とその克服 (平成元年度

以前)

肢体不自由養護学校では,その草創期から現

在に至るまで,教育と医療の連携の在り方を巡

る課題が,常に不即不離,多岐にわたる状況で

あった.現在の ｢自立活動｣が ｢体育 ･機能訓

練｣から ｢養護 ･訓練｣とその名称 ･内容を変

えてきたことは,その状況を象徴している.こ

のことは省略するが,ここでは保護者の付添に

関する課題に関する歴史的経過を概観したい.

昭和7年東京市立光明養護学校が開校した.そ

の後,脳性まひ児の増加など,障害の重度 ･重

複化傾向が進むとともに,学校生活上の移動 ･

食事 ･排涯の介助のために,保護者が付添う状

況が増加している.それは,昭和41年都立肢体

不自由養護学校長会の調査 (4校)によれば,

次のとおりである (表1).

表1 保護者の付添状況

児童生徒数 保護者の付添数 割 合

小 学 部 480名 208名 43%

中 学 部 243名 38名 16%

高 等 部 165名 17名 10%

当時の入学は選抜制であったが,それでも保

護者控室には,学校によっては100名ほどが待

機していた.保護者からは,｢一日の生活,那
から深夜に至るまで,子どもの介助に明け暮れ

ます.｣｢精神的,肉体的苦痛は大きく,それら
の苦痛は,雪だるま式に増えるだけです.せめ

て子どもが学校へ行っている間だけでも完全に

子どもから離れられればという思いは,母親全

員の願いではないでしょうか.｣｢付添が不可能
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なために,学校を休ませるか,特別に自己負担

で付添の人を頼むしかありません.｣等々の声1)

が寄せられている.この課題は様々な経過を経

て,昭和42年に介助員制度が開始し,保護者の

付添は大幅に緩和されている.上記の言葉は,

医療的ケアの必要な子どもの保護者の ｢いつま

で待機すれば｣という心情と全く同じである.

ただし,付添保護者数が当時より極めて少ない

ために,心情的に孤立していると感じている保

護者が多い点が,当時との違いとも考えられる.

なお,東京都の医療的ケアの必要な子どもの人

数は,小学郭では約30%を占めるようになった.

また,人工呼吸器装着の子どもの数が漸増して

いることなど課題が質的に変わってきている状

況があるため,今後の推移を見守る必要がある.

2.第1期における課題とその克服 (平成元年

度～平成9年度まで)

この時期は,文部科学省の実践研究開始に至

るまでに,特に大都市圏を中心とする都府県等

が検討委員会を設置し,報告書による提言を行

い,独自に対応を行った時期である.国会での

論議も行われている.更に,多くの関係者が,

国の施策化に向けた活動を行っている.ここで

は,全国肢体不自由養護学校長会の動向につい

て記述したい.

校長会では,平成元年頃から,医療的ケアの

課題について研究協議を行っている.法制制度

委員会等による調査研究は,平成2年度を皮切

りに,平成5年度からは毎年継続して行った.

また,平成8年度には医療的ケア検討委員会を

設置し,情報交換及び安心 ･安全なシステムの

検討 ･研究を行っている,校長会において,常

に確認してきたことは,実態及び当面する課題

を可能な限り公開すること,個人の善意ではな

く校内委員会等の組織化による実施体制の構築,

事故が起こらないような安全で,安心なシステ

ムを開発することであった.そのために,普

類 ･書式の整備,研修の実施,保護者の信頼の

構築,実施記録の保管,医療のバックアップ体

制の整備等を,先進的に実施している都府県を

参考にして,研究協議をしている.当時当該校
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長会の中心であった大阪の松本嘉一校長は,多

くの人々に知ってもらいたいこと,発信したい

ことについて,｢(∋医療的ケアの必要な子ども
たちが,懸命に生き,通学し学んでいるという

事実,②大人はこの子たちの生命を守り,豊か

に育てる義務がある.そのために肢体不自由児

の教育 ･療育に関わる者は模索しながらも数々

の実践を重ねてきたこと,医療的ケアは,戦後

の肢体不自由教育の発展の当然の帰結であり,

特定の地域の突出した教師の無謀な行為ではな

いという事実,③しかしながら,医療的ケアは

必ずしも適切な環境 (十分な施設設備と十分な

研修を受けた教員)の下で行われているのでは

ないという事実｣と書いている2).この内容は,

当時の賛否両論の状況を端的に物語っている.

当時も現在も,養護学校の実践で,必ず質問

されたことは,｢事故はないのか?｣である.
これは,"生命に関わる危険な行為"とのイメー

ジが強いためであるが,現在に至るまで ｢事故

はない｣と報告されている.一方,給食時に経

口摂取している児童生徒が,誤嘆によって救急

搬送される事故が,当時の東京都では起こって

いる.学校における医療的ケアを身近にいる教

員によって行うことが進められてきた背景には,

医師が,｢経口による給食より,経管による栄
養摂取のほうがずっと安全である.｣と,保障

したことに拠っていることも忘れてはならない

ことである.

3.第2期における課題とその克服 (平成10年

度～平成16年度)

国の対応による拡大が,この時期である.辛

成10年度～平成14年度 ｢特殊教育における福

祉 ･医療との連携に関する実践研究｣は10県,

｢養護学校における医療的ケアに関するモデル

事業｣は,平成15年度は32道府県,平成16年度

は40道府県と対応する県が増加している.しか

し,次のステージとして実践事業 ･モデル事業

の平年度化を図るためには,｢医師法｣等の法
的解釈を明確にすることが懸案事項であった.

そのためには,特に,医師会 ･看護協会等の関

係団体の理解 ･協力が必要であった.このこと
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については,平成16年5月 ｢在宅及び養護学校

における日常的な医療の医学的 ･法律学的整理

に関する研究会｣が設置され,同10月20日付で

｢盲 ･聾 ･養護学校におけるたんの吸引等の取

扱いについて｣(協力依頼)が厚生労働省医政

局長名で出されて,課題解決が図られている.

研究会の委員は,医師 ･法律学者 ･医師会 ･看

護協会 ･看護師養成機関 ･教育等の代表者で構

成され,多方面にわたっている.研究会では,

モデル事業等の実施状況とその成果が評価され

て,教員による医療的ケアの実施が限定的では

あるが,認められている.このことは,多方面

の方々の理解 ･協力の拡大を意味しており,釈

たなステージへのバックアップ体制の展開につ

ながる基盤がつくられたとも考えられる.また,

各学校が慎重 ･安全に医療的ケアを実施した実

践が実を結び,その帰結として歴史を動かした

ことも銘記したい.

なお,下記の通知等は,研究会における論議

の道筋をつけているので,参照されたい.

(∋平成14年3月 文部科学省 ･厚生労働省連携

協議会

教育 ･児童福祉 ･社会保障施策分科会サブグ

ループによる ｢障害のある子どもに対する教

育と障害保健福祉の連携｣報告書

②平成15年7月 ｢ALS(筋萎縮性側策硬化症)

患者の在宅療養支援について｣(厚生労働省

医政局長通知)

4.第3期 (平成17年度～現在まで)

平成17年度は,新たなステージの始まりであ

り,新たな展開の時である.また,多職種に

よって構成される学校として,特別支援教育の

在り方の試金石でもある.今後の課題は,①適

正 ･安全な医療的ケアの実施,(参連携 ･協働の

視点を明確にした看護師との協働の在り方,③

医療的ケアの教育上の意義の構築等である.

Ⅳ.医療的ケアの教育上の意義

～学校における医療的ケアとは～

違法性を阻却するための構成要件として,①

目的の正当性 (参手段の相当性 ③法益衡量
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④法益侵害の相対的軽微性 ⑤必要性 ･緊急性

の5項目が,研究会では提示された.このうち,

学校が目的の正当性を明確に把握し,そのこと

を適正に責任をもって説明できる状況づくりが

重要である.それは,だれのために,なぜ,ど

のような目的で,どのような手段で行っている

かについて,説明責任を果たせるようにしてお

くことと考えている,それは,学校では,医療

的ケアの教育上の意義を明確にすることである

と考えている.また,看護師との協働が質量と

もに充実するためには,以下に記述する学校に

おける医療的ケアの基本的な考え方について,

看護師の方々の十分な理解が欠かせないと考え

ている.

1.医療的ケアについての基本的な考え

医療的ケアの必要な子どもは,ともすれば,

治療を受けている病気の子ども･病院に入院す

べき子どもというイメージで受け止められやす

い.このような考え方の克服は,学校の場合,

常に課題であった.そのため,学校における医

療的ケアの課題を考える場合は,基本的に次の

ように位置づけてきている.

(1) 在宅医療の理念の下に,家庭において

家族とともに生活している子どもである.

(2) ある一定の治療効果が上がって,病状

が固定し,治療の必要がないために退院

してきている子どもである.

(3) 在籍している子どもの医療的ケアの性

質や内容

(事 急性期の治療の一環として行ってい

るケアではない.

② 健康の維持 ･増進,障害の状態の改

善 ･克服につながるケアである.

(彰 よりよい状態で教育が受けられるよ

うにするために必要なケアである.

④ 保護者が医師より指導を受けて家庭

で行っているケアである.

(4) 一人一人の子どもによって,医療的ケ

アの内容,状態,程度,ケアの回数,留

意点などが異なっているため,個別性を
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尊重した十分な配慮が必要である.

東京都 ｢医療行為を必要とする児童 ･生徒

の教育措置等検討委員会｣資料

2.学校における医療的ケアの位置づけ

学校における医療的ケアは,成長期にある子

どもの教育上の課題として把握し,その位置づ

けを次のように考えている.

(王 子どもの教育活動の目的の達成のために行

う.

② 子どもの学び (学習)と育ち (発達)に必

要な支援である.

③ たんの吸引 ･経管栄養は,呼吸障害 ･摂食

障害等への対応の一環である.

④ 教育課程上の位置づけは,自立活動や給食

指導の一環である.

⑤ 授業-の意欲を高め,授業に集中できる心

理的な環境づくりとしてのケアである.

この中で,③については,"吸引をする",

"経管栄養を行う"という手技だけに着目する

のではなく,呼吸障害や摂食 ･栄養障害のごく

一部であり,子ども自身の教育上のニーズであ

ること,一部であっても,必要 ･不可欠なこと

であるという認識が大切である.また,生命と

健康の維持 ･増進等,その基盤に立って学校生

活のQOLを高める視点で取 り組む課題でもあ

る.健康に関する視点で云えば,学校保健活動

の一環として,新たな視点で取り組む必要があ

ると考える.

3.教育上の意義を,学習の視点に立って考える

～ボディイメージの育成から,アイデン

ティティの確立へ～

次に,医療的ケアについて,学習の視点に

たって整理してみたい.佐藤 (藤田･佐伯)3)は,

学習について次のように述べている.

･学習というのは,基本的に ｢自分探し｣

だということになる.もう少し,学問的

な言葉で言えば,学習とは ｢アイデン

ティティ形成｣～自分とは何者であるか

が自覚的に明確になることなのである
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障害の重い子どもにとって,その子らし

い育ちとしてのアイデンティティを確立

することは,教育上の重要な課題である.

ボディイメージの育成から始まり,アイ

デンティティの確立-と発達を促すこと

は,障害の重い子どもの教育の基本であ

ると考える.

このことを医療的ケアの必要な子どもの場合

について,東京都の指導医 ･舟橋Li)紘,次のよ

うに解明している.

ボディイメージは,その基盤に触覚 ･前

庭覚や固有受容感覚などがあります.触覚

は,さわる･さわられる ･食べる ･吸うな

どの活動を通して,前庭覚や固有受容覚は

重力を感じ,筋肉や関節の動きを感じ,姿

勢や筋緊張のバランスを通して成熟してい

きます.その中で重力への安心感を育て,

快感覚を育て,母子の群を育て,自己と外

界に気づいていきます.いつも職場が強く

呼吸が浅かったり,栄養が十分とれず体力

の余裕がないと,精神面でも快感覚がなか

なか育ちません.自分で自発的に体を動か

し,自分の体を認識し,外界へ働きかける

探索行動を起こし,受けた感覚を整理統合

してフィードバックし,自分と外界との関

係を知る,そして意思表示をしていくとい

う発達へ結びつきにくいのです.必要に応

じて,疾の吸引や経管栄養を利用し,それ

も子供自身がこの状態の時こうして欲しい

と要求を出せるようになること,それは自

己像を肯定し自分の健康管理を自分で行え

るようになるための基礎であり,重度の障

害を持つ子供達の自律の一歩だと思います.

このことをたんの吸引について具体的に云え

ば,子どもが吸引してほしいと自己表出した時

に,いつでも,どこでも,そのことに応答する

環境があることは,子どものコミュンケ-ショ

ン能力の育成上重要であると考えられる.自分
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が努力すれば,環境や自分自身に好ましい変化

を生じさせうるという体験は,見通しや期待感,

周囲の人への信頼感,自信や自分を価値あるも

のとする自己肯定感の育成につながると,波多

野5)によって,検証されている.このようなた

んの吸引等の活動は,自立活動の内容である健

康の保持 ･身体の動き･コミュニケーションに

位置づけられる.

更に,障害の重い子どもの指導プログラムと

して生命の維持と安全 ･健康の増進の課題を,

自立活動の内容 ･健康の保持に位置づけた場合,

①教育上の特別なニーズである生理的基盤 (演

の状態,覚醒状態,排浬,呼吸 ･摂食機能等)

を整えること,②生活リズムを整えること (睡

眠と覚醒のコントロール),③健康状態の把捉

(健康観察及び連絡等の確認 :発作や曝吐の有

無,筋緊張の有無,疾の様子,体温調節,表情

など),④健康状態の管理 (呼吸状態の管理,

排疾 :胸郭の動きの補助,タッピング,水分補

袷),①清潔への配慮 (感染予防のための手洗

いの励行),⑥健康の増進に向けた指導 (体温

調節機能や循環機能の向上,身体の変形や拘縮

の予防)などが必要な指導事項としてあげられ

る.

4.授業の展開と同様な教育上の配慮をするこ

と

授業は,学校の生命線 ･ライフラインであり,

子どもの存在をつくる場である.授業を子ども

の主体性を尊重し,子どもの心に寄り添うもの

にすることが,授業づくりには求められている.

毎日の授業の中では,指導上の留意点をきめ細

かに確認しながら,指導している.学校におけ

る医療的ケアの大切な点は,吸引の際の子ども

のサインの読み取りや応答としての声かけをす

る場合には,授業中の取り組みと同様なコミュ

ニケーションに基づいて,アプローチする必要

があることである.例えば,痕の吸引等の場合

にも,先生や看護師が,下記の例のような授業

の時と同様の働きかけ方をしているために,チ

ども達はケアが受け止めやすくなったり,次の

見通しをもてるような力がついてきている.ま
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た,予め吸引すると伝えることによって,吸引

を受け止める心の準備をし,負担のない吸引が

行われている.このような姿勢は,子どもの心

に寄り添うケアとして尊重される協働体制づく

りが,今後は望まれている.

【都立村山養護学校の働きかけの例】

(D 毎回,同じ流れ,同じ言葉かけを大切

にする.

(参 言葉かけは,子どもの正面からしっか

り働きかける.

(彰 子どもが見通しを持ちやすいように,

歌や遊びはまず一節を歌ってから始める.

(む 歌や遊びが続いているのか,終わって

いるのかが,子どもにはっきり分かるよ

うに終わった時には,きちんと止まり,

静かにする場面をつくる.

(む 次に何をするか分かる形のきっかけだ

しを工夫し,提示することで,次に始ま

ることを受け止め易くする.

(む 子どもからの表現を受け止めたことを

すぐに児童に返す.受け止めたことを子

どもとともに共感し合う.

(む 子どもの期待する仕方で反応を返す.

V.看護師とのより良い協働のために

医療的ケアの新たなステージにあって,医療

的ケア ･コデイネ-ダーをおいて連絡調整を図

る等の新たな取り組みも行われている.また,

看護師の在り方が,今後の肢体不自由教育の在

り方を考える局面として,重要な役割を担って

いる.このことを展望するために,看護師との

協働システムについて考えてみたい.

1.医療的ケアの第-の意義

～健康観察 ･健康管理 ･健康指導の視点を

重視すること～

医療的ケアに関する教育上の第-の意義は,

きめ細かな健康観察や日常の健康管理が徹底さ

れるようになったことである.実践研究 ･モデ

ル事業の成果として,健康に関しては,次の事

学校保健研究 JpnJSchooIHealth48;2006

項があげられている.

(∋ 子どもの生活リズムが確立し,欠席日数が

減少した.

② 子どもの身体内面の健康観察により,健康

管理に役立てるようになった.

③ 教員の医療的ケアに対する知識 ･技能が高

まった.

上記以外に,子どもの健康を継続的に観察し,

その記録の集積により,悪くなる前兆を把握し,

早めの対応ができるようになったことなども成

果としてあげられる.健康観察の指標として,

バイタルサイン(体温 ･脈拍 ･呼吸数)のチェッ

ク,顔色,表情,皮膚,尿,便,痩,嘱鳴等の

きめ細かな観察とパルスオキシメーター等の適

切な活用を行うなど,その手法等も確立してき

ている.いつもの常態の把捉によって,いつも

と違う状態に気づき,変化を発見できるように

することを,健康観察の合言葉にしてきている.

また,複数の目による健康チェックも,障害の

重い子どもの場合には,重要である.そのため,

看護師による看護の目でみることと教師の日で

見ることを可能にする状況づくりは,今後ます

ます重要に成ると考えられる.健康観察 ･健康

管理に関することは,看護師とのより良い協働

の確立のポイントである.

2.より良い協働の確立のために

療育の理念のもとに生まれた肢体不自由教育

にあっては,医療と教育が,重なり合う局面が

多い.そのため,肢体不自由教育に携わってい

ると,医療的な判断が優先か,子どもの教育上

の判断が優先かとの判断のせめぎ合いや心理的

な葛藤などに出会う場面が多い.肢体不自由教

育が常に内包している課題として,このような

判断の困難性を克服するために,拠って立つ理

念を尊重して課題解決するという姿勢が求めら

れていると考えている,その際の参考として,

東京都の指導医･舟橋の次の見解3)を参照したい.

医療と教育の大きな違いのひとつは,方

向は同じでも,方法や目標地点が違うとい

うことです.医療では生命を守り,病気を
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治すために,行動を制限することが良くあ

ります.例えば,肺炎治療で点滴や酸素吸

入を行っている時,病院から自由に外出す

ることは出来ません.教育は新しいことに

挑戦し,冒険し,ゼロからプラスの方向へ

向かうものですが,医療では肺炎というマ

イナスを肺炎のないゼロという状態に近づ

けるために,いつまで,どのように安静を

保ち,行動を制限し,どこまでを許可して

いくかを判断し,管理し,危険を回避しま

す.これをリスク管理と言います.

肢体不自由教護学校の教員の多くは,子ども

が学校にいる間は,常に子どもの生命を守り,

息の抜けない思いや緊張感の高い状況で指導し

ている.そこをお互いの専門性を発揮し,子ど

もへの発達や学びへの適切な指導と必要な支援

を分け合い,協働しあいながら,授業を行うこ

とによって,チビもにとっての理想的な教育環

境を築けると考えている.今は,その方向をEI

指す第一歩の時と考えている.

茨城県立土浦養護学校では,看護師との協働

のために,具体的に,次のような工夫をしてい

ることを,茨城県立大学主催のシンポジウムで

発表している.

①実技等に関する研修 (手技の理論と実技),

②役割の明確化 :看護師 ･担当教員 ･サポート

教員,③次週の授業内容の確認,(む看護面 ･教

育面共通の目標の確認,①リスクマネジメント

レポートの作成 (安全確保と危機回避の意識の

高まり),(む実際の授業でのサポー ト･ケアの

実施のためだけに看護師に関わってもらうので

はなく,それぞれの子どもの目標をどう充実さ

せていくのか,教育活動とケアを一つにしてい

くこと,である.授業内容の確認や子どもの目

標の共有を図ることなどを重視している点につ

いて,｢協働｣の在 り方を示 している.次に,
学校における医療的ケアの位置づげを,学校と

病院の違いを明確にしておくことも必要である

と考える.表2は,神戸市立垂水養護学校養護

教諭稲垣悦子が作成し,筆者が一部を付け加え

表2 病院と学校を比較してみると---
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病 院 学 校

非日常 (医療の場) 日常 (教育.社会.生活の場)

延命 .治療優先 生活のQOL優先

短いスパンの計画 長いスパンの計画

病気に対するアブロー 子どもの自己実現-の
チ アプローチ

主に,一人で病気に向 友達がいる.横のつな
き合う. がりがある

元の体調に戻す.マイナスから0へ よりよい体調の保持 .増進0からプラスへ

医師がいる (指示系統が明確)医療器具が整備されて 医師がいない.限られた医療器具であ
いる. る.
トラブルに臨機応変に トラブル対応に限界が

対応できる. ある.毒殺送訓練が必要である.

厳重な清潔操作 体調や実用性を考慮し,臨機応変に対応する

ている.

看護師との協働システムが,教育の理念の基

盤の下に培われ,有効に機能したとの評価は,

次の新たなシステムを生み出すことにつながる

ことを期待している.
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圏特集 養護学校における医療的ケアの実践とその課題

医療的ケアの取り組みに対する課題

石 井 光 子

千葉リハビリテーションセンター小児科部長

ProblemsforPracticeofMedicalCareinaSchoolforPhysicallyor

MentallyHandicappedChildren

Mitsukolshii

DepartmentofPediatrics,ChibaRehabilitat10nCenter

Ⅰ.はじめに

養護学校における医療的ケアは,医療が学校

で行われるということではなく,教育の中で医

療的要素を持ったかかわりが行われるというこ

とであり,教育の在り方の問題である.しかし

一方で,障害児医療に関わる医師が教育現場の

思いを理解し,教育関係者とめざす方向をひと

つにして,協力していかなければ推進できない

問題でもある1).

子どもたちの命を輝かせることができる医療

的ケアであってほしいと願いながら,医療的ケ

アの体制整備に関わってきた一人の医師の立場

から,現状における課題について述べる.

工.医療的ケアの法律学的整理

1.厚生労働省研究会

平成16年度は,40道府県で 『養護学校におけ

る医療的ケアに関する体制整備モデル事業』が

開始され,46都道府県で養護学校に看護師が配

置されるなど,都道府県ごとの医療的ケアの体

制整備が全国的に推進された飛躍の年であった.

その年の5月,それまでの懸案事項であった

｢医療的ケアに関する法的な整備｣について,

厚生労働省は ｢在宅および養護学校における日

常的な医療の医学的 ･法律学的整理に関する研

究会｣を立ち上げ,｢医療職でない教員が,秦
護学校において,モデル事業での3つの医療的

ケアを実施することについての検討｣を行った.

この研究会の委員である心身障害児総合医療

療育センター小児科医師の北住映二氏は,｢研
究会の当初,吸引や経管栄養は医療行為でなく

生活行為といっても良いのではないかという意

見も出された.しかし,医療行為と生活行為の

中間であるともいえるこのような行為の位置づ

けについて,総論的な検討は必要であったが,

年度内に研究会の課題についての結論を出す必

要があるという時間的制約もあったため,"医

行為である"という厚生労働省としての枠付け

は,現時点では外せないという前提の中で検討

が行われた.｣と経緯を説明している2).

医師法第17粂『医師でなければ,医業をなし
てはならない』に規定する "医業"の解釈につ

いて,厚生労働省は ｢当該行為を行うに当たり,

医師の医学的判断および技術をもってするので

なければ人体に危害を及ぼし,又は危害を及ぼ

すおそれのある行為 (医行為)を,反復継続す

る意思をもって行うこと｣であるとしている.

この研究会の座長である法学者の樋口範雄氏

は,第3回の研究会で次のように報告してい

る3).｢医師法第17条の目的は,国民の健康 ･安

全を確保することである."にせ医者"などを

禁止するためにこの法律があるのであり,これ

を在宅での吸引や学校での経管栄養や吸引など

の "日常的な医療"についてもそのまま適用す

るのは誤りであって,謙抑的,すなわち,法に

よる抑制を謙虚にする方向で考えられるべきで

ある.医行為の中にも,医学的技術の程度が低
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く,医師でなくてもよいことを認めてよい類型

のものがある.医行為という概念やその内容は,

常に不変というものではなく相対的なものであ

る｣｢痕の吸引は一定のメディカル･コントロー

ルを条件とする限り安全性を確保できる種類の

医行為であるにもかかわらず,すべての養護学

校に看護師が骨層三することのない現状において

ち,家族以外の者による嬢の吸引行為を禁止す

る結果,憲法26条の "教育をうける権利"を侵

害することは許されない｣と意見している.

このような議論を経て,現在の盲壁養護学校

をとりまく状況を前提とすると,盲 ･聾 ･養護

学校の児童生徒に対し適切な医療を提供しつつ

教育を受けさせるためには,医師または看護師

の資格を有しない教員によるたんの吸引等は,

『違法性の阻却』(形式的には法律に抵触する

が,実質的には違法性を問われない,処罰され

ない)の5つの要件 :①目的の正当性,(む手段

の正当性,(む法益衡量,④法益侵害の相対的軽

微性,⑤必要性 ･緊急性,に該当するという法

律学的な考え方が示された.これに基づき,辛

成16年9月17日厚労省研究会報告書 ｢盲 ･聾 ･

養護学校におけるたんの吸引等の医学的 ･法律

学的整理に関する取りまとめ｣4)が発表され,こ

の報告書を受け,同年10月 ｢盲 ･聾 ･養護学校

におけるたんの吸引等の取り扱いについて｣都

道府県知事宛に厚生労働省医政局長の通知がな

された.

2.厚生労働省研究会報告書の解釈

養護学校の医療的ケアに関する法的な解釈と

教員の実施できる範囲を,国として明示したこ

とは,医療的ケアが各都道府県に広がる大きな

推進力になった.しかし,教員が実施できる範

囲を細かく提示したことで,先駆的に取り組ん

できた都道府県では混乱が生じることになった.

具体的には,咽頭より奥の吸引や気管カニュー

レ内の吸引,胃泡音の確認など,これまでは教

員が安全に実施してきた医療的ケアを,厚生労

働省の通知をうけて,教員が実施することを制

限する動きが生じているのである.

研究会の委員であった北住氏は,この報告書
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の解釈について以下のように述べている2).厚

生労働省の研究会の議論の中では,教員が行う

ことができるケアの内容 ･範囲について,｢咽
頭より奥の吸引や,鼻からの経管栄養の開始時

の確認 (胃に空気が入る音の確認や胃腸の調子

の確認)は,看護師によって行われることが望

ましいが,児童の状態等から安全性が確保され

る条件が整っていれば,看護師によって行われ

ることを絶対条件とすべきではない.｣｢報告書
案での "教員が行える範囲"は,しぼりが強過

ぎる.ALS患者での吸引に関する通知では,

口鼻腔内吸引は範囲を限定していない｣などの

意見が出されている.研究会では ｢報告書で範

囲として示す文章は,厳密な範囲ではなく,樵

準的なものとして考えられれば良く,具体的な

内容については幅を持って考えられて良い.そ

の意味で文章に "標準的な"と付ける.｣とい

うことが了解事項として確認されている.この

ような了解を反映して,報告書には "適当であ

る""望ましい"という文章表現が頻繁に用い

られている.また,この研究会に与えられた

テーマは,研究事業 ･モデル事業において養護

学校で一定条件の下に教員が行うことができる

とされた3つの行為 (吸引,経管栄養,導尿の

補助)が一般化できるかということであり,こ

れ以外の医療的ケアについては検討対象として

いないので,3つの行為以外を教員が行うこと

について,研究会としてはyesでもnoでもなく,

｢この報告書に書いてない行為は全て禁止であ

るというような反対解釈をされるべきではな

い｣ということも,研究会では了解されている.

しかし,｢教員が行うことが許容される行為
の標準的な範囲｣も,都道府県の教育委員会に

おいては ｢教員が行うことが許容される行為の

上限｣になってしまい,国の指針によって,医

療的ケアの体制整備に一時的な停滞現象が生じ

ているのが現状である.

3.現状に応じた体制作り

医療的ケアを必要とする児童生徒の数やケア

の内容に対する看護師の配置の割合によって,

教員の医療的ケアに対する関与度が異なってく
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る.私的な経験論を述べると,看護師一人に対

して医療的ケアを必要とする児童生徒が4名以

内であれば,教員が補助的に関与しながら看護

師と協働するという体制が成り立つ.看護師一

人に対して医療的ケアを必要とする児童生徒が

5-8名程度になると,教員が標準的な範囲内

で医療的ケアに関わりながら,看護師は標準的

な範囲外の医療的ケア (気管内吸引など)に専

念するという役割分担をすることで,かろうじ

て必要なケアが実施できる.しかし,看護師一

人に対して医療的ケアを必要とする児童生徒が

8名以上になると,教員が標準的な範囲以上に

医療的ケアを実施していかないと,こどもたち

の健康が確保され難くなる.

よりよい医療的ケアの実施体制とは,十分な

数の看護師を配置すればよいというものではな

い.吸引という医療的ケアはいつ必要になるか

わからないケアであり,適切なタイミングで確

実に実施することが,子どもの健康と安全を守

るためにも,子どもとの信頼関係を築くために

も重要である.気管カニューレ内の吸引は,カ

テーテルを挿入する長さを守れば鼻口腔吸引よ

りもはるかに安全なケアである.子どもの心に

寄り添う医療的ケアであるためには,医療ケア

の内容ごとに一律に実施者を規定するのではな

く,個々の児童生徒の状態や学校生活の状況を

見極め,その子どもにとって誰が実施すること

が適当であって,どうすることが危険なのかを

個別に判断しながら,よりよい現実的な役割分

担をしていくことが望まれる.

｢盲 ･聾 ･養護学校におけるたんの吸引等の

取り扱いについて｣の通知は,医療的ケアの体

制作りをするための指針であり,標準的なライ

ンを示しているのであって,上限を定めている

のではないと考えるのが妥当である.10年以上

の取り組みの歴史がある都道府県では,より先

駆的で現実的な取り組みを推し進めていき,気

管カニューレ内の吸引などは教員でも安全に実

施できること,かつ教員が実施した方が子ども

にとってメリットが大きいという実績を積み重

ねていってほしい.逆に,教員が "標準的な"
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範囲でしか対応できない体制になっている養護

学校では,そのことによる弊害の実例を蓄積し

ていってほしい.それらを併せて,現実的でよ

りよい養護学校における医療的ケアの在り方を

検討する新しい土台を作っていきたい.

4.医行為の概念の規制緩和
在宅医療を含めた医療的ケアの法律学的整理

は今後も必要である.医行為の概念の規制緩和

に関する通知 ｢医師法第17条,歯科医師法第17

粂及び保健師助産師看護師法第31条の解釈につ

いて｣が平成17年7月26日に厚生労働省から出

された.この通知により,血圧測定や洗腸など

が日常生活行為としてみなされるようになった.

養護学校における医療的ケアの3つの行為の一

つであった ｢導尿の補助｣も日常生活行為と見

なされた.妥当な見解と思われるが,導尿の援

助指導は,これまで通り養護学校における教育

の一環として,医療と連携しながら継続してほ

しいと思う.

平成16年5月に立ち上げられた ｢在宅および

養護学校における日常的な医療の医学的 ･法律

学的整理に関する研究会｣は,同年9月に先に

述べた ｢盲 ･聾 ･養護学校におけるたんの吸引

等の医学的 ･法律学的整理に関する取りまと

め｣という報告書を,翌年3月に ｢在宅におけ

るALS以外の療養患者 ･障害者に対するたん

の吸引の取り扱いに関する取りまとめ｣という

報告書5)を出している.前者は養護学校におけ

る3つの行為 (たんの吸引 ･経管栄養 ･導尿の

補助)について教員が実施することについて,

後者はALS以外の (ALSについては平成15年

7月にヘルパーによるたんの吸引を認めてい

る)在宅患者のたんの吸引 (気管カニューレ内

吸引も含める)を家族以外のものが実施するこ

とについて,それぞれ今ある現状について検討

がなされた.その結果,それぞれの現状はやむ

を得ないという結論が出されたのである.

しかし,2つの報告書を厳格に解釈した場合,

｢経管栄養は養護学校では教員に実施してもら

えるが,自宅では家族か看護師しかやってはい

けない｣｢気管カニューレ内の吸引は養護学校
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では看護師でないといけないが,自宅ではヘル

パーでも可能｣ということになってしまう.同

じような条件を満たしていても,場所によって

実施可能な行為が異なる2つの報告書は矛盾を

含んでいる.いずれ見直しを求められ,医行為

の概念の規制横和が,さらに進められていくの

ではないかと期待するところである.

Ⅲ,医療的ケアの体制作り

1.養護教諭の役割

養護学校で医療的ケアを実施するにあたって

看護師の配置は必須であるが,医療的ケアの体

制作りで要となるのは養護教諭であると私は考

える.なぜなら医療的ケアは,在宅医療の推進

とともに,子どもたちの生きる力を育む教育と

して必然的に生じてきた課題であり,学校保健

の延長線上にあるべき課題と考えるからである.

医療的ケアの対象となっている児童生徒の中

には,入学時から医療的ケアが必要な状態だっ

たのではなく,学校生活の途中から必要になっ

てくるチビもがかなりいる.初めは経口摂取を

していた子どもが,加齢と供に嘆下機能に問題

が生じ,食事形態を変更し,やがて鼻口腔吸引

が必要になり,ついには経管栄養を併用する-･

というように,養護学校の在籍期間中に子ども

の障害程度が変化することは珍しくはない.実

際の学校現場では,医療的ケアの対象ではない

子どもたちに対しても,医療的な配慮が必要不

可欠なのである.そのために主治医との情報交

換や連携を図っていくのが,学校保健のリー

ダーである養護教諭の役割である.

養護教諭と看護師の役割の違いについて,私

見を以下に述べる6).看護師は医療的ケアの実

施の為に配置されたのであり,対象とするのは

医療的ケアの手続きを経た主治医からの指示の

ある児童生徒が原則であり,それら児童生徒の

健康観察や医療的ケアの実施が仕事である.そ

れに対して養護教諭は全校児童生徒が仕事の対

象であり,医療的ケアに関しては,教員が行う

医療的ケアも含めて,それら全体を把握して調

整をする役割を担う.手続きを経ていれば,養

395

護教諭が医療的ケアを行う事もあるが,それは

むしろ補佐的な役割といえる.主治医や指導医

との連携において,個々の児童生徒についての

具体的相談や情報交換は看護師や担任が行うか

もしれないが,医療的ケア全体の環境整備や体

制整備についての相談は養護教諭が行うことに

なる.

特発的な事態が生じた場合,事前に指示があ

ればそれに沿って対応し,予測外の出来事であ

れば,可能な範囲で対応するのは養護教諭の役

割である.もちろんそこに看護師がいれば,そ

れが医療的ケアの対象児童生徒でなくても,で

きうる範囲で判断し対処すべきである.学校と

して緊急時にはどのように対応するのかマニュ

アルを作り,連絡体制や搬送病院を決めておき,

日頃から連携を図っておくのは養護教諭の役割

である.

養護教諭は一人一人の児童生徒を直接指導す

ることは少ないが,子どもたちの健康に関わる

環境を全体的に見渡せる立場にある.医療的ケ

アに限らず学校生活全般において,その子ども

にとって学校側がどのような関わり方をすれば

いいのか,保護者,担任,看護師,主治医の間

に立って,多様な意見を調節し,よりよい答え

を導いていくコーディネーターであってほしい.

2.衛生管理

医療的ケアを実施するにあたって,養護学校

の衛生環境の問題がよく議論される.医療的ケ

アは治療のための医療行為ではなく,生活行為

に近い医療行為であるため,家庭において家族

が行うレベルの衛生環境でも実施可能である.

従って,養護学校においては,病院のような厳

格な衛生管理は不要と考えられる.ケアルーム

のような特別な部屋で,他の子どもたちから隔

離してケアを行う必要はなく,教室や食堂など

で,教育の一環として医療的ケアを行う方が望

ましい.

しかし一方で,学校は家庭と異なり集団生活

の場であるから,家庭よりは衛生管理に配慮す

る必要がある.気管内吸引はある程度の清潔操

作を要するため,実施者の手洗いはもちろんの
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こと,周囲の環境にも配慮しなければならない.

たんなどの分泌物に触れる可能性のあるケアを

する場合には,ケアを受ける子どもに新たな細

菌をつけないように配慮するだけではなく,ケ

アをする職員が子どもたちの分泌物から細菌を

もらい,媒介となって他の子どもに細菌を移す

ことがないよう,ケアをする人は原則手袋を着

用し,ケアが終わった後には必ず手洗いをし,

衣類に付着した分泌物にも注意する必要がある

(エプロン着用交換が実用的).ただし,経管

栄養に対しては通常の (料理を作る時の)手洗

いや身支度で十分である.

病院でも家庭でもない,"学校における医療

的ケアの衛生環境整備"というものを,今後さ

らに検討しマニュアル化していく必要がある.

3.安全対策 ･リスク管理

養護学校の医療的ケアの実施において最も重

要なことは,"安全で確実な医療ケア"である.

そのためには,病院よりも家庭よりも,さらに

安全で確実な方法で行う必要がある.医療的ケ

アは,家庭でのやり方を踏襲するのが原則だが,

家庭でのやり方が学校でも安全とは限らない.

学校 ･学級の実情に配慮したより安全な手順や

判断基準のマニュアルを作成する必要がある.

事故はあってはならないことである.しかし,

ケアを受ける子どももケアをする職員も生身の

人間であるゆえ,不測の事態が発生する事は避

けられないと考えるべきであり,それを最小限

にとどめるためのリスク管理が必要である.そ

のためには,事故にいたる前段階である "ヒヤ

リハット事例''を報告してもらい,分析して対

策をたてていくことが必要である.①発生時の

状況,(参その時の対応 ･処置,③考えられる原

因,(む対策の4つに分けて記録を残していくと

解析しやすい.特に原因の分析には,医療的な

視点だけではなく,医療的ケアのシステムの視

点からも分析をしていくことが,事故を未然に

防ぐ体制作りのために重要である.

養護学校の医療的ケアにおいては,どこまで

がヒヤリハット事例か?ということも議論にな

る.治療のための医療行為ではなく,日常的に
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行われる医療行為であるため,ケアの手技の問

題ではなく児童生徒本人の状態の変動範囲内の

できごとで,いつもとちがう事態が発生してヒ

ヤリとすることがある.医療機関ではそれらは

ヒヤリハット事例としては捉えないが,養護学

校の医療的ケアでは,そうした事態が発生した

時にも記録を残し,なぜそうなったかをきちん

と分析した方がよい.そうすることによって,

児童生徒の病態生理の理解につながり,異常事

態の発生を最小限にとどめることができる.

Ⅳ.医療者としての課題

1.研修の充実

養護学校の医療的ケアの質を左右するのは,

ケアを実施する看護師の数や経験ではなく,チ

どもたちと直接関わっている教員の資質,すな

わち,子どもたちの健康状態や身体機能の変化

を捉えることのできる教員の観察力であると思

う.私はこれまで,そのような力を持っている

教員に大勢出会い,そのような資質のある教員

に対して,障害児の病態生理や対応について講

義し質疑応答をしていくと,教員の知識と技量

がさらに探く広くなっていくことを実感した.

日々の経験に理論の裏付けをすることで,医療

的ケアに関する教員の資質はさらに高まってい

くのである.そのためには,個々の医療的ケア

の実技研修の他に,障害児の病態生理や対応に

ついて幅広く知識を身につけるために,医療の

専門職が講義研修を行うことが重要である.ち

ちろん,配置された看護師に対してもより専門

的な内容の研修を行い,医療的ケアの担い手と

しての資質を高めていく必要がある.

日本小児神経学会では,平成16年から,養護

学校の研修を行う指導的立場にある医師に対し

てのセミナーを毎年実施している.このセミ

ナーの内容がDVD付きテキストとなって発売

された7).研修講演者用のテキストではあるが,

家族や非医療職との理解の共有を目指すため,

医療職だけでなく家族や非医療職も参考にする

ことができるような平易な内容となっている.

障害児医療や在宅医療は日々進歩している.
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養護学校の医療的ケアの質の向上のために,

我々医療者も研鏡を重ね,医療的ケアの初期研

修から応用的な研修まで,時間の許す限り協力

していきたいと思う.

2.学校医や指導医の役割

冒頭でも述べたように,医療的ケアは教育の

在 り方の問題であるが,障害児医療に関わって

いる医師たちが協力していかか ナれば推進でき

ない問題でもある.子どもたちの命を輝かせる

ためには,医師は病院の中で診療するだけでは

なく,子どもたちの生活の場すなわち学校に出

かけていって,子どもたちを取 り巻く人々と一

緒に,よりよい学校生活の在 り方を考えていく

必要がある.

しかし実際には,病院に勤務する医師は気軽

に学校に出向くことはできない.学校医ないし

は医療的ケアの指導医という肩書きをもらい,

公務として出向いていることが多い.中には,

病院側の理解が得られず,私的な時間を利用し

て,医療的ケアのために学校に出向いている医

師もいる.

学校医という役割は,学校保健において重要

な役割であるが,学校保健が医療的ケアまで包

含するようになった養護学校では,求める専門

性が昔とは随分と異なってきた.しかし,その

ギャップが埋められないために,"指導医"と

いう医療的ケアに対応するための医師が新たに

学校に入るようになったのである.将来的には,

医療的ケアの推進を担えるような障害児の病態

を理解できる専門性をもった学校医を配置する

ことが理想である.しかし今は,一人でも多く

の障害児医療に携わる医師に,様々な形で養護

学校の医療的ケアにかかわってもらい,学校保

健の延長線上にある医療的ケアの重要性を,医

療関係者の間に広めていくことが必要と思われ

る.

前述の厚生労働省の研究会報告書においても,

医療的ケアの教育的意義が確認されている.覗

在も,教育の一環として位置づけることで,よ

り深い意義を兄いだそうとさらなる検証が行わ

れている.一方で我々医師は,養護学校におけ
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る医療的ケアが,重度障害児の在宅医療の推進

と子どもたちの健康維持に役立っていることを

感じている.

平成3年から13年までの東京都における在宅

障薯児,特に重症心身障害児の死亡例の検討8)

によると,死亡例が半分に減少し,養護学校に

いる時間に健康状態が悪化した例は少なかった

と報告されている.その背景には,養護学校で

の各種医療的ケアが安全に行われていることに

加え,養護学校の教員が医療知識や医療技術を

習得した結果,児童生徒の健康状態に対する観

察能力が向上し,健康状態の悪化の予防や早期

発見が適切に行われているからであると考察し

ている.

今後は,東京都における報告のように,子ど

もたちの健康を維持増進し命を守るという学校

保健の視点から,この医療的ケアの意義を立証

していく必要があると思われる.そしてそれは,

我々医療的ケアに関わる医師の役割であると思

う.
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際特集 養護学校における医療的ケアの実践とその課題

個別の教育支援計画に基づく自立活動の在り方

一重度重複障害のある児童生徒への支援の継続性一

水 田 弘 見

広島県立広島養護学校教頭

TheWayActivityforAimstoBeIndependentBasedontheIndividualPlans

forSupportoftheEducationalActivities

HiromiMizuta

Hif･OShl-maPrefectliralHirosht'maTogoGakkou

Ⅰ.はじめに

医療的ケアの実施をめぐっては,平成16年10

月の文部科学省初等中等教育局長通知 (以下,

通知という)以降,全国各地でさまざまな取り

組みが広がりをみせている.そこでは,校内体

制の整備をはじめとして,看護師配置の在り方,

医療的ケアの実施範囲,校外学習や泊を伴う学

習への対応等,学校生活全般にわたる議論があ

る.

私は,この医療的ケアを必要とする児童生徒

に出会ってから,ふたつの課題があると考えて

きた.ひとつは,教育保障として (入学を認め

るかどうか)の位置づけであり,もうひとつは

教育内容,教育課程上 (適切な教育内容が準備

できるか)の位置づけである.

おおよそ,この医療的ケアをめぐる議論は,

養護学校の義務利実施を出発点とする.障害が

重度であることや医療の管理下にあることで就

学が猶予,免除されていた児童生徒が,養護学

校の義務制の実施により学籍を得た.当初,柄

弱養護学校を中心として就学した児童生徒は,

やがて在宅医療の普及とノーマライゼーション

の流れの中で,地域の養護学校等を希望する傾

向が高まった.そして,たん等の吸引や経管栄

養を必要とする児童生徒の医療的ケアの実施を

めぐる問題がクローズアップされるようになっ

た.

その一方で,こうした医療的ケアを必要とす

る児童生徒の教育内容の創造については,彼ら

の障害疾病の実態を踏まえた実践研究が後追い

になった感がある.

医療的ケアの実施をめぐる議論の中で,これ

から,この教育内容の創造に注目が集まり多様

な実践が展開されていくことが,本当の意味で

の重度重複障害のある児童生徒の教育保障につ

ながっていくと考えている.

Ⅱ.医療的ケアの理解

文部科学省の通知にある三つの医療的ケアは,

大きく二つに分けることができる.間敬的導尿

のように,その方法が一定であるものに対して,

吸引や経管栄養は,呼吸や嘆下,消化吸収の状

態によって,カテーテルの挿入及び留置の部位

や医療的ケアの実施頻度が変化していく.この

ように安定した医療的ケアと変化する医療的ケ

アに分けて捉えることができる,この安定した

医療的ケアの実施については,看護師が配置さ

れたことにより教育のバックアップとしての医

療的ケアの位置づけが確立されたといえる.

しかし,もう一方の吸引や経管栄養に関する

医療的ケアは,これとは状況が異なる.その原

因の多くが,運動障害による二次的な障害によ

るものであるため,児童生徒の成長発達に相関



400

して変化する可能性を持っているためである.

たとえば,小学部低学年の頃は経口摂取ができ

ていたが,次第にむせることが増え,経管栄養

と経口摂取の併用になる場合がある.あるいは,

上肢,体幹の適切な動きを促す学習や排疾姿勢

への配慮等によって,咳の力で嬢を出すことが

できていた児童生徒が,そういった観点や指導

が不十分になり指導の継続性を保つことが難し

くなってくると,吸引に頼らざるをえないとい

う変化が生じてくる.今日,医療的ケアの実施

に関わって大きな課題となっているのは,こう

した呼吸障害,摂食,嘩下障害に関するもので

ある.

通知に示されている教諭に実施可能な吸引は,

咽頭前の目視できる範囲である.この範囲であ

れば,体位 ドレナージ法等のように腹這い姿勢

等をとることで重力を利用して排出することも

可能である.

また,経管栄養の場合は,教諭には,カテー

テルの留置が確認された後の注入物の滴下が認

められている.この場合に留意しなければなら

ないことは,身体の反り返り等による栄養物等

の逆流である.これにより,気道の分泌物が増

加し吸引が必要になる場合がある.こうした状

態に対する理解と適切な対応がおこなわれなけ

れば,吸引等の医療的ケアの実施頻度が増して

いくとともに,教諭による医療的ケアの実施範

囲を超えるケースが増えていくことになる.

医療的ケアをめぐる大きな問題は,このよう

な状態にある児童生徒の体力の向上をはじめと

した教育の視点よりも,医療的ケアをどう行う

かに意識が向いていることである.実は,その

ことが医療的ケアの実施を難しくしていると思

える.

Ⅲ.障害等の状態の理解

こうしてみると,医療的ケアの理解や実施の

前に,障害や基礎疾患の理解が重要であること

がわかる.本来,このことは医療的ケアの実施

のためにではなく,このような障害等のある児

童生徒の指導にあたるうえで,おさえておかな

学校保健研究 JpnJSchooIHealth48;2006

ければならなかったことでもある.この運動障

害の原因となる基礎疾患も周産期医療及び救命

医療の発達により,養護学校の義務制実施の頃

より大きく変化してきている.たとえば,本校

創設当時 (昭和38年)の児童生徒の障害等の状

態は,脳性麻痔 (対麻痔,片麻痔),外傷,ポ

リオ等が大半であったが,現在では,低酸素性

虚血性脳症や小頭症,染色体異常等,その状態

は多様化,重症化している.また,てんかんを

はじめとして呼吸障害,嘆下障害,逆流性食道

衣,睡眠障害等の合併症のあるケースが多く

なっている.

呼吸障害の原因のひとつには,たん等の分泌

物がうまく嘆下できないことがあげられる.こ

のことは,食べ物の樵下がうまくできないこと

と共通する.したがって,吸引を必要とする児

童生徒の多くが経管栄養を必要とするようにな

るのである.両者は密接な関係にある.

したがって,他の障害児教育と異なり,複数

の障害,疾病の理解がこうした教育の前提と

なってくる.この点が視覚障害教育や聴覚障害

教育の自立活動と異なるところである.

そして,このような呼吸障害や摂食,嘆下障

害等につながる重度の運動障害は,生涯に渡っ

て姿勢や運動に関する支援を必要とするところ

ち,その特徴である.これは,平成18年4月よ

り施行された障害者自立支援法とも深く関わっ

てくる.

Ⅳ,教諭と看護師の連携,協働

このような状態にある児童生徒をめぐって,

教諭と看護師の判断は分かれることがある.い

いかえると,教諭は児童生徒の活動量を増やす

方向に,看護師は安静状態を増やす方向にとベ

クトルが異なることがある.この違いの原因の

ひとつに教諭の児童生徒の基礎疾患に対する理

解が不十分であることがあげられる.そのため

に,児童生徒の障害が重度化していることによ

り,健康状態の把捉をはじめ,医療的ケアの実

施まで看護師の関わる比重が大きくなってきて

いる.こうした状況は,本校に限ったことでな
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く,全国的な傾向になりつつある.

吸引等の医療的ケアは,応急的対応であり,

このことが直接体力の向上につながるわけでは

ない.体力をつけるためには,こうした状態に

ある児童生徒に応じた教育内容が必要である.

そのためには,教諭と看護師が児童生徒の障害

や基礎疾患について一定の共通認識をもつこと

が必要であり,連携,協働の大前提と考えている.

その意味で,個別の指導計画のアセスメント

と看護計画のアセスメントの整合性が重要に

なってくる.このふたつの計画の整合性及び充

実に向けては,自立活動の内容,方法の充実,

あるいは重度重複障害のある児童生徒の支援体

制における自立活動の位置づけが重要になって

くる.

V.自立活動の指導の在り方

運動障害に起因する呼吸障害や摂食,嘆下障

害並びに生活リズムの確立に向けた取り組みに

ついて,学習指導要領の自立活動の内容に次の

ように示されている.

1 健康の保持

(1) 生活のリズムの確立や生活習慣の形

成に関すること.

(4) 健康状態の維持 ･改善に関すること.

これらの項目に係るキーワードは,状態の把

捉に関することとして｢覚醒と睡眠リズム｣｢食

事と水分摂取の状態｣｢口腔機能｣｢呼吸機能｣
｢体温調節機能｣｢発熱,てんかん発作の状態｣
｢排池の状態｣等があげられている.また,そ

の改善に向けた取り組みとして ｢姿勢管理と介

助方法｣｢皮膚や粘膜の鍛錬｣｢血行の促進｣｢呼
吸機能の向上｣｢体温調節｣があげられている.
しかしながら,それぞれの具体的な方法は指

導者が一人一人に応じて実践研究していかなけ

ればならず,そのために,留意事項として ｢医

療機関や家庭との連携を図る｣ことがあげられ

ている.
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i.自立活動の内容,方法

自立活動の内容は,単一障害のある児童生徒

の場合と重度重複障害のある児童生徒の場合と

で大きく異なる.視覚障害のある場合や聴覚障

害のある場合は,それぞれの感覚の状態を把握

し,コミュニケーション手段の習得や歩行訓練

がその主たる内容となる.肢体不自由のある場

合は,姿勢の保持や運動,動作の基本的技能の

習得や補装具の活用,あるいはコミュニケー

ション代替機器の活用等が内容となる.

一方,重度の運動障害と知的障害及びてんか

ん等の合併症のある場合は,基礎疾患の理解と

運動障害や知的障害の状態を理解し,そのうえ

で｢覚醒と睡眠リズム｣｢皮膚や粘膜の鍛錬｣｢血
行の促進｣｢呼吸機能の向上｣｢口腔機能の向上｣
｢体温調節｣などが内容となる.

こうした内容は,医療と深く関わるために,

基礎疾患の理解並びに運動障害や知的障害の状

態の理解が重要になってくる.

そして,方法の確立である.たとえば,｢呼
吸機能の向上｣や ｢口腔機能の向上｣をどのよ

うに図っていくか,その基本的な指導方法が問

われることになる.以下,その指導方法に関す

る考え方や具体的な指導方法の一部を示す.

2.感覚と運動の学習

呼吸障害や摂食,嘆下障害に関わるような重

度の運動障害がある児童生徒の場合,姿勢や身

体の動かし方の学習の前提となる体性感覚 (皮

膚感覚,運動感覚)や前庭覚 (バランス感覚)

等の活用を促す学習が大切になる.

たとえば,手足の関節可動域の運動をする際

に,手足に力が入ったり,震えが出たりするこ

とがある.これは,触覚刺激に敏感であったり,

骨や筋肉等が動きや圧力を感じる力が弱かった

りするためにおきる反応といわれる.したがっ

て,身体の動きの学習と並行して,あるいはそ

れ以上に固有受容覚 (骨や筋肉等)や前庭覚で

いろいろな刺激を経験する学習が必要である.

その基本が姿勢の学習である.ここで,おさえ

ておきたいのは,皮膚にやさしくさわる触覚刺

激ではなく,身体の深部 (筋,骨)に広く圧力
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が伝わるような刺激が受け入れやすいことであ

る.身体が虚弱だからといってそっと触ること

は,かえって刺激が強いのである.

吸引や経管栄養を必要としている児童生徒や

未定頚の児童生徒の場合,家庭生活をはじめ学

校生活においても仰向け姿勢で過す時間が長い.

これは身体の背面側で体重を感じる姿勢であり,

足裏や坐骨等で体重を感じる姿勢ではない.こ

のように抗重力方向に身体を起こす機会が少な

いことが運動感覚の学習を難しくしている.

つまり,仰向け姿勢以外のいろいろな姿勢を

安定した状態で経験 (学習)していくことが,

呼吸や食事といった生きるカの基礎につながり,

開く,見る,触る,動くといった学習につな

がっていく.

3.生活リズムの確立

重度運動障害がある児童生徒は,睡眠時の呼

吸が十分にできないことがあるために,時々目

を覚ましながら呼吸をしていることがある.こ

のような場合,睡眠が十分にとりにくいために,

昼間にしっかりと目覚めて活動することが長く

続かずウトウトしていることがみられる.さら

に,多くの児童生徒はてんかんの合併症がある

ために,抗てんかん薬を服用しており,薬の量

や種類が変わった際に一時的に筋が弛緩するこ

とがあり気道狭窄や胸郭等の動きが低下するこ

ともある.こうしたことによっても覚醒と睡眠

のリズムが乱れやすい.

従って,生活リズムを整えるためには昼間の

覚醒水準を高めるための取り組みが重要になっ

てくる.これには,一人一人に応じた適切な学

習姿勢の在り方が深く関わってくる.抗重力姿

勢による固有受容覚 (筋,管)への刺激は覚醒

水準を高めるとともに,頭部の安定や上肢の動

きにつながる.また,このことにより,横隔膜

が下がりやすくなり,胸郭も広がりやすくなり

努力呼吸の改善につながる.そして,上唇や舌,

舌顎が動かしやすい状態となるために,口腔機

能の向上につながる.また,これらの学習は体

温調節機能にも働きかけていく.
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Ⅵ,重度重複障害教育における自立活動の

確立

このように重度重複障害教育における自立活

動は,呼吸機能の維持,向上や誤樵の予防等と

いった医療的ケアに関わる内容をひとつの核と

し,そのことにつながっていく感覚と運動の学

習をふたつ目の核とする.そして,そのことが

生活リズムの確立という三つ目の核につながっ

ていくというように三つの内容の相関と捉えて

いる (図1参照).

呼吸 ･摂食噴下 ･体温調節等

1.i:∴ =:二r_::_~~ -(=_丁__=T二

図 1 学習の相関

学習指導要領の自立活動の内容をこのような

形で整理することによって,具体的な指導方法

と結びついてくと考える.

医療的ケアは看護師が,呼吸のリハビリは理

学療法士が,手の動きは作業療法士が,摂食は

言語聴覚士が,というような体制とは異なり,

通常の授業のなかで,それらの専門職の知識や

技術を生かしていくことが,これからの特別支

援学校の教諭に求められるようになってくると

考える.表1にその基本的な考えを示す.

児童生徒の一つ一つの学習が,呼吸や食事,

あるいは体温調節や生活リズムと密接な関わり

があることをおさえた指導方法の確立により,

安全な医療的ケアの実施がはかられるとともに,

必要以上の医療的ケアの実施を防ぐことにもつ

ながると考える.

Ⅶ.個別の教育支援計画

本年 (平成18年)4月に施行された障害者自

立支援法により,障害のある人たちを教育,医

痩,福祉,労働のそれぞれの専門分野が連携,

協働する体制が本格化しはじめた.障害者基本

計画 (内閣府)に示されるように,それぞれの

分野の個別の支援計画の在り方が,今後の課題

となってくる.
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表1 重度重複障害のある児童生徒の学習の三つの要素

学習内容 目 標 理 由

ゆさぶり,振動,回転等 背臥位の他,腹臥位,座位, ブランコやトランポリン,スクーターボードなどの活

四つ這い位,立位等いろいろな 用により,体表面から体軸にかけて多様な方向から圧を

姿勢で遠心力や回転等による庄 感じる.いろいろな姿勢で体重を感じることが,身体を

力や動きを感じ,受け止め,楽しめる力をつける. 支える力の基礎となる.

学 習 姿 勢 呼吸をはじめとした健康状態 良い学習姿勢は良好な呼吸状態につながる.下半身を
に留意した学習姿勢を学ぶ. 中心にしっかり体重を感じ取り,支えることが胸腹式呼

吸を促進し,努力呼吸の軽減につながるとともに,手を

使う活動の基盤となる.

手を使う活動 手を使うことの基本をふまえ 体幹,頚部の安定のもとに視線の前方で手を使うこと
た,個に応じた手の活用,視線 を,手を使う活動の基本とする.このことが,手の機能
の安定方法等を学ぶ. の維持,向上やコミュニケーションの力につながるとと

重度重複障害のある児童生徒は,医療と深い

つながりをもちながら,療育 (就学前),学校,

施設等へとすすんでいく.したがって,学校で

作成される個別の教育支援計画は,医療や福祉

と情報が共有できるものが求められるように

なっていく.障害福祉サービスの介護給付に関

わって,障害区分判定やサービスの内容につい

て,アセスメントや支援内容についての共通認

識にたって支援内容を協議していくためには,

障害や基礎疾患に対する認識は欠かすことがで

きない.こうした内容は,自立活動の内容,方

法の充実が基盤となる.

Ⅷ.おわりに

教育実習や介護等の体験で養護学校へやって

くる学生に,｢赤ちゃんを抱いたことのある人｣
と,よくたずねる.抱いた時のポーズを真似て

もらうと,いろいろである.左脇をしめて左右

の手が体の正面で水平に近い形,左腕をやや前

方に伸ばし肩の高さまであげている形,赤ち乎

んの両脇を支えて高い高いの形.それぞれに

｢何ヶ月ぐらいだったか｣をきくと,｢二ケ月
ぐらい｣｢四ケ月ぐらい｣｢八ケ月ぐらい｣とか

えってくる.概ね,このポーズと赤ちゃんの月

齢は一致している.

学生たちは,赤ちゃんの発達を意識して抱い

ているようではない.しかし,その動作はしっ

かりと赤ちゃんの発達をおさえたものなのであ

る.つまり,体幹の保持,首の座 りの状態に応

じて抱いているのである.

食事についても,これと同様である.離乳食

を始めるのは4-5ケ月頃で,首が座 りはじめ,

横抱きから立て抱きにかわってくる頃である.

チュッチュッとお乳を飲む動きで,ペースト状

のものを飲み込んでいく.そして,ペチャペ

チャと舌の動きが上下へと変化していき煮込ん

だじゃがいもやにんじんが食べられるように

なっていく.

重度の運動障害のある児童生徒の学習場面等

の姿勢管理も,これと同様の発想に立つことが

大切である.赤ちゃんの首が後へ倒れるような

抱き方はしないにも関わらず,未定頚の児童生

徒の車椅子等での座位姿勢は下顎を突き出すよ

うにして,頚部を過伸展させている場面をよく

見かける.このような姿勢は,学習姿勢として

不適切であるとともに,呼吸状態にも悪影響を

与える.また,体幹の保持や口腔機能の発達を

ふまえた食事指導が大切である.つまり,誕生

からの運動機能の発達をふまえ,運動障害の特

徴やその二次的障害の状態や合併症への配慮事



404

項を考慮した児童生徒像を措くことである.こ

のイメージが就学前から卒業後へと膨らんでい

くものにしていきたい.

こうした内容は,医学的な知識や技術に関す

る研修を深めていかなければ難しいものである.

しかし,基本的なこととして,彼らは動きたく

ても動き方がわからない,食べたくても食べ方

がわからない,声を出したくてもうまく出せな

い,そういう状態にある児童生徒と捉えるべき
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だと考えている.決して,できないのではなく

て,指導方法が末確立のためにそのような状況

にある場合が多いのかも知れない.その延長線

上に医療的ケアを必要とする児童生徒がいる.

医療的ケアについて考える際には,こうした

合併症のある重度運動障害のある児童生徒の指

導の在り方という,大きな枠組みで考えること

が必要ではないだろうか.



学校保健研究 JpnJSchooIHealth48;2006;405-412

圏特集 養護学校における医療的ケアの実践とその課題

養護学校において医療的ケアを実施する看護師の課題

勝 田 仁 美

兵庫県立大学看護学部

TheIssueofNursesCarryingOutSpecificMedicalTechniquesintheSchool

forPhysicallyHandicappedChildren

HitomiKatsuda

UniversltyOfHyogo,CollegeofNuT･Sing,ArtandScience

Ⅰ.養護学校における看護師の導入

ここ十年から二十年で小児病棟の入院の状況

は大きく変わってきた.医療財政の逼迫した状

況により高齢者の医療は介護保険が導入され,

医療機関から在宅療養-と進められ,それと合

わせるように小児病棟の状況も様変わりした.

二十年前は人工呼吸器を装着した子どもが自宅

で過ごすと言うことは考えられなかった時代か

ら,気管切開をして在宅用の人工呼吸器を付け

て退院し自宅で過ごすことが可能だと考えられ

るようになってきた.その結果,子どもたちは

昭和54年から義務教育となった学校へ登校する

ようになり,養護学校には,医療的ケアを必要

とする子どもたちが増えていった.これからも,

そのような医療の現実に影響を受けながら,医

療的ケアの傾向は,さらに重度化し,数的にも

確実に増えることが予想される.小児の医療に

携わっている者でも,養護学校にこのような子

どもたちが大勢在籍し,医療的ケアを受けてい

る現状を知らない者は多い.今や,少子化の影

響もあり閉鎖していく小児病棟も増える中で,

中小の総合病院の小児病棟よりもずっと重度な

子どもが学校の中にいるといった現状である.

そのような中で,養護学校への看護師の派遣が

求められるのは当然のことであったと思われる.

看護師はこれまで医療機関を中心とした場で,

看護を実践してきた.看護師にとって養護学校

に勤務するということは,看護の場が変わった

という単純な移行ではなく,看護師としてのケ

ア概念の転換を求められる重い意味合いを含ん

でおり戸惑いを感じている.学校という場が医

療機関ではなく教育機関であっても,医療優先

の発想から抜けられなかったり,病院で行われ

てきたケアを理想としてそれに近づけようとし

てしまったり,おそらくどの看護師も学校に勤

務し始めた頃は,大きな葛藤や不安,疑問を抱

くであろう.また,教育職と共に働くのは初め

てである.担任の教諭や養護教諭がとらえてい

るケアというものが,これまでの看護師として

染み着いたケア概念と必ずしも合致しない.

養護学校における医療的ケアについての看護

関係の論文はまだごくわずかであり,この稿で

述べることは,それらの文献と,多くは平成14

年に兵庫県で筆者が発足した ｢医療的ケアを必

要とする児童生徒が通う養護学校派遣看護師研

究会｣のメンバーから聞かれる声に基づいてい

る.また,現在,日本小児看護学会が筆者を含

めたプロジェクトメンバーで,養護学校の看護

師の実態と認識に焦点を当てて全国調査を行っ

ており,19年度にはまとめの報告が出る予定で

ある.

Ⅱ.看護師が養護学校で実施する ｢医療的

ケア｣とは

医療的ケアの実施者に対し,看護師が導入さ

れ始めた頃とは異なり最近では現場の声も,担

任教諭が実施するより看護師が実施する方が良
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いという考えを耳にする.養護学校における医

療的ケアに関する看護領域からの研究は少なく,

事例的な報告であったり限定的な地域の実態調

査であったりするが,養護教諭や大学教員や現

場の看護職によりわずかずつだが増えている.

伊藤 ･中村1)の実態調査では,全国205肢体不自

由養護学校の養護教諭を対象とした調査で,回

答のあった89校のうち医療的ケアの実施者とし

て,教員に許容される3行為以外の気管カ

ニューレ内の吸引なども,かなり担任が行って

いた.しかし,丸山 ･村田 (2006)2)の調査で,

関東と関西の養護学校19校で,学校内の多職種

(一般教職員 ･養護教諭 ･看護師)の役割につ

いての健康支援に関する現実認知と理想認知に

ついて調査し,一般教職員にとって "医療的ケ

アの直接対応"は,｢主にではないがかなり行
う:3点｣から,｢主になって常に行う:4点｣
の間の3.61±0.62で,他の養護教諭や看護師よ

り高いものであったが,教職員は "医療的ケア

の直接対応"に対し,現状 (現実認知)よりも

少ない関与を,｢理想｣としていた.
医療的ケアという用語は,学校現場では,16

年度の ｢盲 ･撃 ･養護学校におけるたんの吸引

等の取扱いについて (通知)｣にある教諭に許

容された3つの行為を指して ｢医療的ケア｣と

呼ばれている.しかし,医療職にとっては,一

般的には,3つの行為を含め,胃ろうやⅠVH,

インシュリン注射など医行為のすべてを表して

医療的ケアと呼んでいることが多いので注意し

たい.

医療的ケアは,看護職にとっては,看護援助

をするための看護技術の一部である.そもそも,

技術とは何であるのか,技術論については,他

の書物を参照して頂きたいが,看護師が実施す

る技術を筆者なりにわかりやすく定義すると

｢看護の専門的な知識 (evidence-basedのも

の)と看護の理念によってアセスメントされた

ものを指先 (言動)にまで表現した状態 (:意

識的適用)｣ではないかと考えている.そのた

め,同じ口鼻腔吸引という行為を,教諭と看護

師が行っていたとしても,見かけ上の操作は同
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じように見えても,その専門性が異なると,ア

セスメントの視点,内容や範囲,深さが異なり,

それを反映させた個別で微妙な行為の遠いと

なって現れる.教員の場合は,フィジカルアセ

スメントより,その子どもにとっての教育的配

慮に繋がるアセスメントが,看護師より,より

高い専門性を持って行われるはずである.

看護師は,基礎教育で,ケアの対象である子

どもの身体面,心理社会面,環境面,経過など

幅広く細かく系統立ってアセスメントし,その

分析の結果,どの部分にどのような援助の必要

性があるのかを導きだし,今後の予測されるこ

とも含め,その子どもにあった具体的方法を挙

げる,という思考過程が訓練され,それに基づ

いて実践する.学校現場で看護師が戸惑うこと

の一つに,アセスメントするのに足りる十分な

情報がないことである.学校では,医師からの

情報は,病院内の時のように子どもの変化に応

じた臨機応変な対応をしようと思っても指示書

のみしかなく,適時の確認が取れないと言った

ことがおきる.また,その子どもをよく観察し,

知る時間が少ないと十分なその子ども固有なア

セスメントが難しくなる,また,子どもの身体

の中でどのような状態になっているかを知る手

がかりにしていた検査データもない.学校にあ

るのはサチュレーションモニターくらいであろ

うか.そのため,その子固有で適切なアセスメ

ントをするためには,できるだけ子どものそば

にいる時間は多い方がよい.-香子どもと長く

関わる担任からの情報や保護者からの情報は,

もっとも貴重であり,情報交換や連携のあり方

が看護師のケアの質にも影響を与えることとな

る.情報の多角性 ･量的 ･質的 ･客観性 ･即時

性の側面における限界の中で,その子どもの状

態のアセスメントをどのように捉え考えるのか,

情報を収集する力,情報から予測し確認する力,

経験の積み重ねが看護師に求められるであろう.

その他,保護者を通じて得られる医療機関から

の情報が重要となるが,子ども達が,より安定

した状態でいられるよう,保護者の了解を得て

医療者同士の詳細な情報交換も必要に応じて蒔
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曙してはならないと考える.

Ⅲ.看護師側から見た,看護師導入におけ

る課題

看護師の課題として,実践報告 ･事例報告な

どでは,看護師が続かずそのたびの研修が大変

である,勤務時間の短さ,行事の引率者に困る,

などが見られるが3),研究的に把握されている

ものはほとんどないため,筆者が養護学校派遣

看護師研究会の中で出てくる課題や対策も含め

ながらあげてみたいと思う.それらの中には,

看護師そのものの課題も,学校組織の問題や制

度上の問題も含まれてくる.

1.担任 ･養護教諭との連携 ･協働

看護師が導入されて,平成16年の文部科学省

と厚生労働省が出した文書を基準にしながら,

それぞれの学校では,医療的ケアのマニュアル

や担任と看護師の役割分担など,体制作りが行

われていると思われる.その中で職員間の連携

や協働は重要なものとなるが,これは,何年

たっても,看護師にとっては (おそらく教諭に

とっても養護教諭にとってもであろうが)課題

を常に抱えた状況のままのようである.文書化

されていても,実際の現場では,その時の子ど

もの教育活動の程度を決める際,子どもの身体

の状態をめぐる判断の相違でぶつかる.教諭 ･

看護師双方とも,どうして分かってもらえない

のだろうと頭を抱えるという状況がある.これ

は,先に述べた ｢ケア概念｣がそれぞれの職種

によって異なり,その専門性の違いゆえ生じる

ことでもあり,看護師側の言葉を借りれば,そ

の活動 (内容や時間や環境など)が,その子ど

もの今の状態では負担が大きすぎ,後日に影響

が出てしまう,症状が悪化してしまう,体力が

消耗しすぎる,といったことである.それらの

課題に対する具体的な解決方法については後述

のⅣの2で述べる.

2.看護師のケアの能力と質

看護師は,病院では複数の看護師がチーム制

をとってケアをすることが当たり前になってお

り,おのずとそれが研鐙の機会ともなり,また
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組織として,新しい知識や看護技術などを勉強

する機会もそれなりに与えられていた.養護学

校に勤務する看護師はほとんどの場合,病院に

おける臨床経験を持っていると思われるが,小

児看護の経験ではなかったり,重症心身障害児

に接する機会がなかったり,人工呼吸器などの

医療的ケアを行ったことがない看護師も多数い

る.看護師は,基礎教育で一通りの教育は受け

ているが,過去の経験であったりするので,日

進月歩の医療の世界では最新の知識と技術を子

ども達に提供できるためには,自己研鏡が必須

である.現在勤務している組織は教育現場であ

るので,そこでの研鐙には限界があり,自己研

鐙と他の看護師達との相互啓発などによって自

ら向上させることが求められる.ひとり(少数)

職種であることを認識して,情報化の時代でも

あり自己努力が必要であるが,市内,県内,全

国と組織的な教育 ･研鐙の機会も今後は必要で

ある.｢教育｣の世界の中で,医療的ケアを通

して自らが ｢看護職｣という職種を背負って,
子どもたちの健康と安全を守っている意識も忘

れてはならない.

3.緊急時の安全対策

養護学校では,人工呼吸器のチビもがいたり,

吸引を必要とする子どもがいるなど,生命に直

結する呼吸問題を抱えた子どもが多くいる.普

た,摂食機能が不十分な子どもが誤癒したり,

緊急事態が発生した話がよく開かれる.看護師

が呼ばれて行ったときには呼吸が停止してチア

ノーゼが出現し全身が紫色に変色していたとい

うことがあったり,蘇生をしようとしてもだれ

もアンビューバッグを知らず持ってきてもらえ

なかったり,教職員はびっくりし舞い上がって

しまいだれも子どもの生命を救う手助けをして

くれる人がいなかったり,子どもたちの状態を

考えれば緊急事態はいつ起こっても不思議では

ない.緊急事態の場合は,ここは教育現場だか

らといってはおられないため,看護師の使命と

して救命に最大限取り組む.病院では生命の緊

急事態が生じたら,医師 (複数)を中心として

複数の看護師が一丸となって協力しあい,知識
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と技術を結集して蘇生の医療器材 ･薬剤 ･技術

を使い救命する.しかし,学校でも同様のこと

が生じているにもかかわらず,人材も器材も体

制もない中で,救急車を待つ.救急車を呼ぶの

は当然であるが,看護師は,救急車が到着する

までの3･4分に勝負をかけるのが仕事であり

使命でもある.そのため,これまで看護師が導

入されていない時期までは,校内緊急体制は,

教員が共同して動き,救急車を呼ぶタイミング

を適切にしさえすれば,あとは,周りの子ども

への配慮を行うことで良かったことが,看護師

が導入されたことによって,単に救急車をじっ

と待つということでは成り立たなくなってきて

いる.それでもその体制ではできることはわず

かであり限られている.現場では,緊急時も看

護師が導入されて安心感が高まったという話を

開くこともあるが,体制が整わない中,普段看

護師が関わったことのない指示書のない子ども

が誤嘆で窒息したりすることもあり,一人 (少

数)勤務の看護師にとっては ｢看護師資格｣を

脅かされかねない事態がある.(∋校内の緊急体

制のあり方を再検討し,救急車が到着するまで

の救命の体制も検討する.(む指示書のない子ど

もについての対応を検討する.(∋看護師の緊急

時の知識技術の再確認や研鍵をする.④所属機

関がバックアップしていたとしても,看護師個

人が自身の身を守る方法として保険に加入する

ことを検討する.(むインシデント (ヒヤリハッ

ト)と事故を徹底して洗い出し,それを市や県

単位で集積して (1校だけでは件数が少なすぎ

るため)専門家を交えて徹底分析して予防に努

めること,などが必要ではないかと思う.

緊急時ではないが,看護師の導入によって,

子どもたちの出席日数が増えたという報告がい

ろいろな場でも聞かれるようになってきて,看

護師の立場としても喜ばしいことではある.し

かし,風邪気味で本来は家で休息を取った方が

いいと思われる状況でも ｢看護師さんがいるか

ら登校しては?｣と教諭が勧めることがあった

り,また,保護者が,看護師がいると言うこと

で,自宅では経管栄養で経口摂取をしていない
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のに,学校では実施するよう求めたり,看護師

配置が子どもたちの健康や安全を守ることに対

し本末転倒にならないようにしなくてはならな

い.

4.校外学習
校外学習の看護師の引率については,どう確

保すればよいかいつも学校の悩みの種であ

る.24時間で,長ければ数日あり,親元を離れ

て完全に引き受ける,夜間も子どもの医療的ケ

アを実施する,医療機関から遠く離れたところ

に行くなど,子どもの安全と健康を守る上で,

相当の打合せと準備と協力体制が必要となる.

その重要な部分を担うことが求められているの

が看護師である.看護師は,行程のなかの医療

的ケアを必要とする子どもの参加の仕方につい

て健康上,安全上について意見を述べ,プログ

ラムの詳細からエネルギーの消耗や体温調節の

状況など予測される子どもの負担,備えるべき

ことなどを助言する必要がある.また,引率す

る看護師は夜間に吸引などがあるとほとんど睡

眠もとれない状況となったりするため,安全の

ためには交代要員も必要である.校外学習のた

めだけに臨時で雇用された看護師であれば担当

の子ども固有な状態はわからないまま関わるこ

とになるため,環境が変わって体調を崩しやす

い校外学習こそ日頃関わっている看護師が引率

することが望ましい.

5.着講師の適正配置

看護師が全国の養護学校に配置されるように

なったが,看護師の人数については学校により

まちまちである.体制整備の問題ではあるが,

医療的ケアを必要とする子どもが何人いるから,

看護師が何人必要と単純に基準を設けることは

難しいのではないかと考えている.医療的ケア

は,単純に手を動かして目に見えている手技を

実施している時間だけが必要なわけではなく,

実際には全身状態の観察 ･情報収集からアセス

メントして方法が確定していくものであり,そ

のプロセスなしにどんどん吸引して次の子ども

へと回るということはありえない.そういう意

味で,看護師の人数は,それらを加味して換算
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できるよう医療的ケアの質 (難易度 ･リスク)

と量 (所要時間,頻度)と子どもの人数などか

ら算定する方法が必要ではないかと考える.

6.感染対策,衛生環境

病院勤務をしていた看護師にとっては,学校

という場が,衛生環境として疑問に感じること

が多いようである.分泌物を常に排出している

子どものケア後の手洗いも,タオルであったり,

ときには教諭自身のポケットから出してきたハ

ンカチだったりする.医療機関では院内感染防

止のために使い捨てのペーパータオルが常識と

なっており考えられない事なのである.養護学

校は,医療機関でもなく,また家庭内でもない.

病院ではないから家庭と一緒でも良いのではな

いかという考え方を述べる人もいるが,家庭と

異なり養護学校は複数の抵抗力の弱い子どもが

同じ空間の中にいる.分泌物(吸引などにより)

を排出する子どもが同じ部屋に何人かいると,

高齢者が養護老人ホームでインフルエンザに集

団感染して死亡すると言ったことがあったよう

に,教育現場でも不用意な感染対策では子ども

同士への感染も十分考えられる.教室では,せ

めて濃厚な接触をする教諭や看護師が感染媒体

とならないよう,手洗い,合歓など十分配慮す

る必要がある.感染予防に対しては看護師自身

知識を持ち鋭敏である必要があり,他の教職員

に対し教育指導的な役割が求められる.

7.そ の 他

看護師の雇用体制は,大半は常勤でなく,雇

用先も,勤務時間も,待遇もかなりまちまちで

ある.学校に安定して看護師を配するためには,

安定した雇用制度の元での勤務でなければ,学

校にとっても教職員にとっても,子どもたちに

とっても負担の大きなものとなってしまいかね

ない.適正配置の問題もあるが,看護師の責任

の重さと待遇とに大きなアンバランスがあるこ

とは否めない.
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Ⅳ,看護師の専門性と他職種との協働とし
ての医療的ケア

1.多職種チームの3つのモデル

看護師も,これまでは病院という医療関係者

が大多数の世界の中で仕事をしており,看護師

個々が他の職種との連携に必ずしも慣れている

わけではない.したがって教育現場であるとい

うことと,これまでほとんど関わったことのな

い教育職との認識のギャップは,ケア概念を転

換せざるを得ない事態となり,学校勤務当初,

どの看護師も葛藤を経験しているはずである.

そして,どのように伝えたら分かってもらえる

のか難しいと感じている.現在は,平成16年の

文書が出てから2年が経過し,医療的ケア技術

の教諭と看護師との役割分担そのものは,それ

なりの定着を見せ始めていると思われる.いま,

養護学校の教諭や看護師から開く葛藤のほとん

どは,課外活動に出る,あるいは修学旅行先で

の活動などでの子どもの状態と活動レベルにつ

いての判断に関する葛藤が多い.概ね,看護師

側は,｢担任教諭が,子どもの今の身体の状態
を十分理解しておらず無茶をさせる｣というも

のであり,教諭側から開かれるのは,その道で,

｢看護師さんは,せっかくの教育活動の機会な

のに子どもの活動を制限しがちだ｣というもの

である.親御さんは概ね体験させたいという意

向が多い.これは,それぞれの専門性を発揮し

判断した結果ではあるが,常に生じることであ

り放置すると職種間の大きな乱舞となってしま

う.他の職種はどのような専門性を持ち役割を

果たしているのかという問いは,一緒に働いて

いても努力して知ろうとしない限り表面上しか

理解できないものである.

筆者は,多職種連携の枠組みとして,菊地和

則氏の提示したモデルを活用している4).これ

は,学校現場の教諭,養護教諭,看護師など

を,1つの協働するチームと捉えてみていく際

に有用な枠組みで,｢多職種チームの3つのモ
デル｣として示されている (表1).対人援助

サービスを行う多職種チームとは,｢分野の異
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表l 多職種チームの3つのモデル

1)マルチデイシプリナリー･モデル (multidisciplinarymodel)

アセスメント,ケアプラン作成そしてケアの提供などが個別に行われ,チームとしての協働 ･連携が十

分に行われていない.その結果,クライアントに対して何らかの不利益を生じている.

2)インターディシプリナリー･モデル (interdisciplinarymodel)

他の専門職とのコミュニケーションに重点が置かれ,アセスメント,ケアプラン作成そしてケアの提供

などに他職種による協働 ･連携が行われている.

3)トランスディシプリナリー･モデル (transdisciplinarymodel)

他職種による協働 ･連携に加えて ｢rollrelease(役割解放)｣と呼ばれる,意図的な専門職間の役割の
横断的共有の概念が含まれる.これは,ある専門職固有の領域のサービスを,意図的そして計画的に他の

専門職が行うことである.ただし,このような役割解放が成立するには少なくとも次の3つの前提が必要

と考えられる.(力専門職固有の領域が他の専門職と明確に区別されていること,②提供するサービスに何
らかの資格 ･免許が必要なものは含まれないこと,③他の専門分野の基本的な知識や技術を習得した上で,

意図的･計画的に行われること.

なる専門職が,クライエント及びその家族など

の持つニーズを明確にした上で共有 し,その

ニーズを充足するためにそれぞれの専門職に割

り当てられた役割を,他の専門職と協働 ･連携

しながら果たしていく少人数の集団｣と定義し

ている.教諭に許容される医療的ケアの3行為

の実施は,まさしくトランスディシプリナリー

モデルの意味していることであろう.これまで

の多職種連携はどちらかというと,それぞれが

それぞれの所で個々バラバラに努力をしていく

といった感じ(マルチデイシプリナリーモデル)

であったものが,医療的ケアを必要とする子ど

も達へのケアは,子どもを目の前にして,担任

と看護師がきちっと対1時してコミュニケーショ

ンをとることが大切で,養護学校では基本的に

は,インターディシプリナリーモデルを目指し

て行くことが望ましいと考える,つまり,目標

も多職種がともに考えて決め,アセスメントも,

教員だけ,看護師だけで行うのではなく全体の

状況を出し合った上で看護師 (教諭)としての

判断を述べたり,ケアの評価もチームで共有し

た りするのである.つまり,他の専門職とコ

ミュニケーションを取ることが何と言っても重

要で,その子どもの目指す方向を決めることも,

文献4)より

行事参加のあり方についても十分なコミュニ

ケーションがポイントとなって協働 ･連携が進

むのである.何をその子どもの目標点とするの

か,共に話し合うプロセスそのものが重要で,

それぞれのとらえ方考え方を知る機会となる.

ケアを行う際,ケアの意味や裏付けとなる根拠

であるアセスメントを周 りの教諭に常に話して

伝えるように,看護師には提案している.しか

し,コミュニケーションが大事であるといって

ち,話し合いはいつもしているにもかかわらず

ぶつかって将があかない部分はどのように解決

すればよいのか,について以下に述べる.

2.教諭も看護師も納得できるコミュニケー

ション方法

相手の職種が,自分が判断したことと正反対

の意見を述べ,自分の意見が通れば落ち着 くが,

何となく今後の関係性においてすっきりしない,

相手が押し切れば,納得いかない気持ちがぬぐ

えず感情面で落ち着かず,意見が通らなかった

ために自分の専門性までも踏みにじられた感が

残る.このように,それぞれの論理を主張して

も時があかない場合,｢交渉術｣5)でよく利用さ
れる手法で解決を図ることができる.これは,

勝ち負けで捉えたり下手な駆け引きをするもの



勝田 :養護学校において医療的ケアを実施する看護師の課題

ではなく,感情面でも今後の相手との関係性に

おいても良好を保ったまま,双方win-winの精

神で問題解決をする方法である.詳細は参考書

を参照されたいが,学校現場での教諭と看護師

とのやりとりを例に,より良好な葛藤解決のコ

ミュニケーション方法を以下に考えてみたい.

たとえば,吸引を必要とする児童が校外学習

に出る日に風邪を引いて吸引の回数がいつもの

倍になるような分泌物の状態になってしまい,

他の子どもと予定通り出かけるか,無理せずや

めておくか,あんなに準備して子どもも楽しみ

にし保護者も希望されていたのだから･--とい

う状況が生じた時,子どもの判断や希望,保護

者の判断,教諭の判断,養護教諭の判断,看護

師の判断が,それぞれが異なることがある.そ

のような時,よくあることだが,行くか行かな
いかの二極で議論を進めてしまい話し合いが破

局を迎えて双方共に不全感をもつ.重要なこと

は,どのようにするかを決める際には,行くか

行かないかの二極の間に,無段階の方法論が存

在すると初めから認識して,どの地点に着地す

ると日的 (みんなと楽しめる,呼吸状態が悪化

しないなど)が,そこそこ達成できるかをコ

ミュニケーションにより討議することである

(帰結点を兄いだす).綿密にみんなで討議を

して,1時間の校外学習であれば,最初の15分

で呼吸の状態をアセスメントし,その段階で次

の15分をどのように過ごすかを検討したり,分

泌物や呼吸数が増えサチュレーションが下がっ

て学校に残ることにしたとしても,みんなと楽

しみを共有する方法の工夫にも,いくつもの方

法が存在するはずである.二分法 (あっちか

こっちか)に陥らず,目指しているのは ｢子ど

もにとっての最善｣で同じなのだと互いに意識

して,帰結点をさがす調整のあり方が重要なの

である.

看護師が導入されて以降,それまでは教諭が

医療的ケアに関心を寄せていたのに,看護師に

任せられるということで関与しようとしない,

完全にお任せになってしまっているという声も

聞き,反対に危慣している.もっとも子どもの
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そばにいる時間が長いのは教諭であり,子ども

と長期間関わっているのも教諭であり,いつも

と違うと感じる子どもの少しの変化でさえも気

づくことができる存在でもある.また当然であ

るが教育活動を詳細に決めるのは教諭であり,

それと医療的ケアとをうまく調整して子どもに

よい教育環境を提供するのに看護師は担任と協

働なしに医療的ケアを実施することはできない.

子どもにとっても望ましいことはどのようなこ

とかを協議していく協働者として担任の判断は

重要だからである.

Ⅴ.看護師に対する支援

現在,日本小児看護学会の調査で,釆められ

る看護師の研修が何であるかについて調査して

おり,今後それを参考に研修内容を構成できた

らと思っている.神奈川県は,看護師の研修と

して,初任者に,養護学校や養護学校における

医療的ケアについて教育委員会の指導主事から

の講義を受けたり,また重症心身障害児の看護

の基礎として現場での実技研修を行ったり,香

護師全員に施設見学を通して障害児の生活の理

解や,保護者の理解など,合計4日間の研修が

プログラミングされている6).また一人 (少数)

配置の看護師は,悩みが生じても孤独で解決の

糸口さえ見つからず,他職種間の葛藤やケア面

での不安などでやめてしまうということもこれ

まで多くあり,現場からも看護師が続かないと

いう悩みを耳にする.それに対し,同様,神奈

川県では教育委員会内に,看護師長制度を敷き,

各学校に勤務する看護師の相談に乗ったり,医

療と教育のコーディネーター的役割をしたりし

ている.兵庫県では,インフォーマルな会であ

るが会費制で,｢医療的ケアを必要とする児童
生徒が通う養護学校派遣者講師研究会｣を年5

回開催して希望者が集まっている.テーマを決

めて,緊急時対応や教員との連携など日常的な

課題や悩みに対するディスカッションや,専門

家を招いて人工呼吸器の取り扱いや肺理学療法

などの実技研修を行ったり,特別支援教育とは

何かについての講義を受けたり,事例検討を実
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施したりしている.

養護学校に勤務する看護師は全国におり,ど

こでも共通する悩みが存在すると思われ,看護

師が学校で勤務する際に基本となるガイドライ

ンが必要ではないかと思っている.

Ⅵ.おわりに

これからは,小児看護学の基礎教育において

ち,学校で医療的ケアを必要としている子ども

の看護や,養護学校における看護師の役割につ

いて押さえていく必要があると思われる.まだ

まだ課題は山積しているが,子ども達が学校で

生き生きと教育を受け,楽しい学校生活を送れ

るよう,看護師としてどのようにサポー トでき

るかを考えながら,新しい職種の先生達との関

係性の中で互いに成長できたらよいと思う.
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国特集 養護学校における医療的ケアの実践とその課題

医療的ケアのチームアプローチと養護教諭のコーディネーション

津 島 ひろ江

川崎医療福祉大学

Team-ApproachandCoordinationofYogo-TeacherinSchoolMedicalCare

HiroeTsushima

KawasakiUniversityofMedicalWelfare

Ⅰ.はじめに

養護学校の医療的ケアを必要とする児童生徒

及び家族のニーズの把握や問題の解決には,多

くの職種,サービス,法制度,社会資源を活用

して,チームでアプローチすることの必要性が

高まっている.そのことを背景に,学校の内外

の専門職が集まり,問題解決のためにケース会

議を開いて,調整する人 (以下,コーディネー

ターとする)の存在とその機能の明確化が求め

られている.学校保健や養護教諭の職務の分野

においても,近年になって,急速にチームアプ

ローチとコーディネーションの必要性が現場の

実践から指摘されるようになった.問題の所在

により適切な人が行うのであるが,とりわけ医

療的ケアのチームアプローチには,養護教諭の

コーディネーション機能が期待されている.し

かし,期待は高まっても,養護教諭の位置づけ,

それらの機能の概念が明確化されていないこと,

能力習得プログラムが無いことから戸惑いを

もっている.そこで,チームアプローチとコー

ディネーションの機能と具体的展開について明

らかにしたい.

学校では ｢調整｣という用語を用いているが,

ここでは,多職種とのチームアプローチにおけ

る調整であるため,保健 ･医療 ･福祉の領域で
用いている｢コーディネーションCoordination｣

とし,調整する人を｢コーディネーターCoordi-

nator｣とした.

Ⅲ.地域と学校が連携した包括的支援ネッ

トワーク

退院後においても医療的ケアを必要とする子

ども達の保健 ･医療 ･福祉 ･教育をめぐる状況

はめまぐるしく変化している.近年の医学 ･医

療技術の進歩,ノーマライゼーション思想の浸

逮,医療法の改正 (1992),さらには健康保険

法 (1994)の改正により在宅医療 ･訪問看護が

法律上位置づけられ,小児在宅療養が急速に進

んでいる.在宅療養の延長線上には子どもの成

長 ･発達を保障する学校教育の問題が生じてく

る.就学すべき児童生徒の障害の程度に関する

基準や就学指導の在り方の見直し (2003)も加

え,養護学校において,日常的に医療的ケアを

必要とする児童生徒の在籍率が増加してきた.

それに対応して,国は養護学校における医療的

ケア実施体制整備事業を進め,教育の場に看護

師等の専門職が配置されるようになった.また,

｢今後の特別支援教育の在り方について (最終

報告)｣では,教育,福祉,医療,労働等が一

体となって乳幼児期から学校卒業後まで一貫し

た障害のある児童生徒とその保護者等に対する

相談支援体制の整備をめざしている.退院後に

おいても,人工呼吸器を装着して吸引,経管采

養,自己導尿などの医療的ケアが必要であり,

肢体不自由養護学校に在籍している児童生徒の

包括的支援ネットワークの一例を整理してみる

と図1のとおりの多職種の支援が必要であっ

た1㌧ まさに,保健 ･医療 ･福祉の分野のみな



414

らず,教育の分野においても多職種が協働する

時代を迎え,他の職種の専門性や他機関の内容

を十分理解して,よりよいチーム ･アプローチ

とチームを調整するコーディネーターの存在が

必要になってきた.

｢医療 ･福祉との連携｣時代を迎え,学校は

医療や福祉の分野の法 周り度や社会情勢が大き

く動いていることをキャッチし,共通の専門用

語を用いて連携することが必要である.そのた

めには,学校の教員は医療 ･福祉を学び,他方,

医師 ･看護師など児童生徒にかかわる医療職は,

学校という場と児童生徒の教育に関心をもつな

どしてお互いの情報交換が求められている.

地域ケアシステムにおけるコーディネートは,

図1に示すとおり保健所保健師が担っている.

一方,学校内外の支援システムではコーディ

ネーターとして特別支援教育コーディネーター

が配置されることになった.しかし,医療的ケ

アの支援システムに関しては,学校内で保健 ･

医療 ･福祉の素養をもった唯一の専門職である

養護教諭がコーディネーターとして期待されて

いる.

Ⅲ.多職種協働によるチーム ･アブⅢ-チ

介護保険法 (平成12年)施行により,多職種

チームによるケアマネージメントが制度化され

た.菊池やリハビリテーション看護領域で研究

されてきたチーム ･アプローチの理論2-4)を参

考に,医療的ケアにおけるチーム ･アプローチ

の特徴について,以下のとおり3分類した.実

際には最も適したモデルを組み合わせて用いる.

l,チーム ･コーディネーターが存在しないマ

ルチディシプリナリー ･モデルmultidiscト

pHnarymodel

このモデル (図2)は,さまざまな異なる分

野の専門職が連携して,人命に関わる可能性が

ある緊急な課題を達成するために,しばしば-

図2 マルチデイシプリナリー･モデル
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人のチームリーダー (たとえば医師)の指示に

より,チームの中で与えられた専門職としての

自分の役割を果たすことに重点を置いたチー

ム･アプローチの方法であり,チーム･コー

ディネーターは存在しない.

ニーズの発見 ･アセスメント･ケア計画 ･実

施 ･評価などが個別に本人 ･家族に提供されて

おり,チームとしての協働 ･連携がおこなわれ

ないままに,ケアの受け手である本人 ･家族に

アプローチするので,ケアの受け手の負担や不

利益が生じることがある.

2.2つ以上の専門職が交流するインターディシ

プリナリー ･モデルinterdiscipHnarymodel
このモデル(図3)は2つ以上の専門職がチー

ムに課せられた複合的な,しかし緊急性がなく

直接人命に関わることが少ない課題を達成する

ために,各専門職がチームの意志決定に主体的

に関与し,それぞれの役割を協働 ･連携しなが

ら果たすことに重点を置いたチーム ･アプロー

チの方法である.学校現場において医療的ケア

検討会議などを行っているのはこの方法である.

各専門職間のコミュニケーションに重点がお

かれ,チーム･コーディネーターがニーズの発

見 ･アセスメント･ケア計画 ･実施 ･評価など

を協働 ･連携して行えるようにコーディネート

しているが,本人 ･家族へのアプローチはそれ

ぞれのチームメンバーで行うので,ケアの受け

415

手の負担は軽減しない.

3.専門分野を超えて交流するトランスディシプ

リナリー ･モデルtransdiscip暮inarymodel

このモデル (図4)は,チームの課せられた

課題を達成するために,各専門職がチームの中

で果たすべき役割について,専門分野を超えて

交流し,ニーズの把握 ･アセスメント･ケア計

画 ･実施 ･評価などが協働 ･連携して行われ,

チーム ･コーディネーターによって調整される.

本人 t家族に対してバラバラに関わるのではな

く,チーム ･コーディネーター (たとえば養護

教諭)とチームリーダー (たとえば担任)が調

整してアプローチするので,ケアの受け手であ

る本人 ･家族の負担は軽減される.

またこの方法は他の専門職の固有のサービス

を意図的 ･計画的に専門分野を超えて横断的に

共有した ｢役割解放 (rolerelease)｣を行うチー

ム ･アプローチの方法である.

たとえば,専門性の低いケアに対して,令

チームメンバーのもつ本来の機能面を引き受け

て共有してもよいという意味を持つ重要な概念

である.しかし,役割解放には(∋専門職固有の

領域が他の専門職と明確に区別されていること

(参提供するサービスが何らかの資格や免許を必

要としない③他の専門分野の基本的な知識や技

術を習得した上で,意図的 ･計画的に行うこと

が前提条件になる.

図3 インターデイシプリナ一･モデル 図4 トランスディシプリナリー･モデル
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東京都を除き,多くの道府県の学校では,香

護師など医療職の導入期にあり,他の専門職と

の役割が明確に区別されるには至っていない.

チーム ･コーディネーターが養成されていない

学校の現状においては, トランスディシプリナ

リーモデルの導入は時期尚早と言えよう.しか

し,現在できることとして,我が国の他領域で

進んでいるチームケア4)から,学ぶことが今後

の課題になる.また抱えている課題として専門

職から,それぞれの領域の専門用語で話される

ため,本人や家族は｢理解することが困難｣｢自
分で調整することの精神的負担｣を訴えている.

成熟したチーム ･アプローチをめざすには,こ

のモデルと役割解放の検討が必要不可欠になっ

てくるであろう.

以上,3つのモデルについて述べたが,実際

にはチームメンバーがそれぞれの特性を理解し,

医療的ケアの内容によって最も適したモデルを

複合的に用いて,本人や家族のエンパワーメン

トを引き出す視点からの支援が必要である.

Ⅳ.医療的ケアにかかわるチームメンバー

を調整するコーディネーターの必要性

チームメンバーがもつ専門性は,その養成教

育の背景,取得免許,キャリア,スキル,ポリ

シー,教育観の違いなどに影響されて発揮され

るものである.そのためチーム ･アプローチに

馴染まない段階ではナーバスになりやすい.そ

こでコーディネートとする人の存在が必要にな

る.

1.特別支援教育コーディネーター

養護学校では医療的ケアを必要とする児童生

徒や発達障害のある児童生徒の在籍率が増加す

ることにより,教育職中心の教育から多職種と

チームで組織的に支援する教育へと変わりつつ

ある.複数の教師,職員,保護者,外部の専門

職や専門機関が協働 ･連携しながら,児童生徒

の教育ニーズに応じて適切な教育を準備するこ

とが求められ,看護師,訪問看護師,理学療法

士,作業療法士,言語聴覚士,スクールカウン

セラー,介助員などの多職種の配置が進んでお

学校保健研究 JpnJSchooIHealth48;2006

り,これらの多職種がチームアプローチを進め

てゆくためにコーディネーションが必要になっ

てきた.

｢今後の特別支援教育のあり方について (最

終報告書)｣(平成16年3月)には,コーディネー

ションが今後の特別支援教育を支える機能の一

つとして位置づけられている.そして特別支援

教育コーディネーターを誰にするのか検討する

際には,教育コーディネーターとしての高い資

質や能力を有する教員を充てることが考えられ

る.なお特別支援教育コーディネーターとなる

ことも考えられると記載されている.障害のあ

る児童生徒の理解や指導力は大切な点であるが,

より重視されるのは,コーディネートする能力

をもつ必要があることを指摘している.また学

校内に新たな役割として位置づき,研修が始

まったが,そのプログラムは,医療的ケアを

コーディネートする能力の養成には至っていな

い.安全で安心できる医療的ケアを進めていく

ために,特別支援教育コーディネーターはその

専門性をもつ養護教論と看護ケアを指導 ･実施

する看護師との密接な連携が必要不可欠である.

実際には盲 ･聾 ･養護学校のみならず,地域の

学校においても,養護教諭が特別支援教育コー

ディネーターを兼務している学校がある.しか

し,その場合には学校規模,養護教諭のキャリ

ア,複数配置などの条件整備が欠かせない.

2.養護教諭に求められる医療的ケアのコー

ディネーション

ケア ･コーディネーターとは,児童生徒及び

家族のニーズや問題の解決のために,多職種 ･

多サービス ･多制度 ･多機関との連携をとり,

それぞれの代表する専門職によるケースカン

ファレンスを行い,サービス提供の調整役割を

果たす人であり,問題の所在により適切な人が

行う.

学校保健の分野ではケア ･コーディネーショ

ンの概念は明確化されておらず,誰がその役割

を担うのか,またその能力習得プログラムを作

成するには至っていない.

以下のことから医療的ケアに関するコ-デイ
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ネ一夕-は養護教諭が適任と考えられる.

① 養護教諭の専門性としての連携 ･調整機能

学校保健のキーパーソンである養護教諭は,

保健主事と連携をとりながら,日常的に学校医,

学校歯科医,学校薬剤師,看護師,医療機関,

保健所,市町村の保健センターなど保健 ･医療

機関と連携しながら職務をすすめており,養護

教諭に求められる能力の一つとして連携 ･調整

(コーディネーション)能力が挙げられている.

② 養護教諭の特質

養護教諭は医療的ケアを必要とする児童生徒

の直接的な医療的ケアの実施者ではないが,健

康観察,健康診断などの健康管理をとおして児

童生徒の発育 ･発達,健康に関する情報をもっ

ており,医療的ケアを多面的視点から捉えるこ

とができ,コーディネーションを最も遂行しや

すい位置にいる.

③ 教育職としての位置づけ

教育職としての立場から,教育的な医療的ケ

アとその環境整備について考えることができる.

④ 組織的位置づけ

学校保健のキーパーソンとして,問題解決を

組織的に進める立場にある.

① 保健室の機能

保健室は医療的ケアを実施するために必要な

情報や必要物品が整備され,キーステーション

としての機能をもっている

日本看護協会は 『盲 ･聾 ･養護学校における

医療的ケア実施対応マニュアル』(2005)の中

で,養護教諭と看護師がお互いの専門性を尊重

し合いながら役割分担と連携方法を明らかにし

ておくことが重要であると述べ,養護教諭の役

割として,①医療的ケアに関する教職員の共通

理解の促進,(む教職員,医療側,保護者との信

頼関係の構築と調整を図る,(む医療的ケアを要

する児童生徒等のニーズにあった環境整備,(む

医療的ケアに関わる組織の十分な機能運営を挙

げている.組織の機能道営にはコーディネー

ション機能が不可欠である.

以上,特別教育支援コーディネーターと医療

的ケアのコーディネーターについて養護教諭の
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関係から述べた.しかしチームが取り組んでい

る問題や児童生徒のニーズによっては他の職種

が適任であることもある.また,養護教諭は医

療的ケアを必要とする児童生徒のみでなく,坐

校生徒の個別の障害を理解し,保健管理,保健

教育,さらには組織活動を行っているために,

初めて養護学校へ着任した養護教諭には戸惑い

は大きく,重責を担うことになる.養護教諭は

他の教員と異なり,幼稚囲,小学校,中学校,

高等学校,盲 ･聾 ･養護学校と幅広い校種と幅

広い発達段階の児童生徒に関わる職種である.

養成の中心は小学校 ･中学校の児童 ･生徒を対

象にしたものであるため,突然の養護学校への

転勤による精神的負担は大きく,転勤したばか

りの養護教諭は ｢最初は別の職種に思えた｣と

いう訴えをきくことがある.養護学校において,

その専門性を発揮するためには,養護教諭とし

ての基本的能力を身につけた段階と本人の適性

などを配慮した転勤が考えられなければ安全で

安心なケアは確保できない.

V.コーディネーションのNAPDSプロセス

地域看護5),訪問看護6)の領域で研究されてい

るコーディネーションの枠組みを参考に,学校

保健で用いることのできるプロセスを図5のと

おり図式化し,NAPDSプロセスとした.対象

のニーズ (Needs)を発見し,必要な情報を的

確に収集して査定 ･判断するなどのアセスメン

I(Assessment)を行い,問題やニーズが把

握できたら目標を設定 ･共有化する.目標に

そってケア計画を立案 (plan)する.ケア計画

を実現するためにチームでケア･アプローチや

社会資源を活用して,医療的ケアを実施 (Do)

する.目標の達成度やコーディネーションのプ

ロセスを評価 (See)し,修正,変更のフィー

ドバックが行われるというプロセスである.

Ⅵ.養護教諭が行うコーディネーション

コーディネーションは単に調整することを意

味しているのではなく,その前提として,本人

や家族のQOLの向上,意志決定の尊重,主体
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性の尊重など権利擁護の理念があることは言う

までもない.また,学校は治療の場と異なり,

児童生徒の学びの場であり,成長 ･発達を支援

する観点から医療的ケアのシステムを構築する

ことが必要である.

1.コーディネーションの具体的展開

養護教諭がコーディネーションを必要とした

事例を対象として,聞き取り調査を実施した.

コーディネーションNAPDSプロセス (図5)

を基にフォーマットを作成して分析を行った.

分析は逐語録からチーム ･アプローチにおける

養護教諭のコーディネーションに関係すること

を抽出した.修学旅行に向けてチーム ･アプ

ローチとコーディネーションが行われた一例を

取りあげて,プロセスにおける養護教諭の役割

と必要な能力の概要を以下に紹介する.

(1) 対象のニーズの発見 (Needs)

情報提供を受けて,個別 (本人 ･保護者)の

ニーズを発見し,援助を開始する段階である.

学校で吸引や経管栄養を必要とするA子

(中学生 ･脳性麻痔 ･全介助)の母親が｢1
泊2日の修学旅行に行かせたい.会話はで

きないが,珍しい景色を見ると,ア-ウ-

と反応するなど表情が変わる.是非,友達

と一緒に修学旅行を行かせて欲しい｣とい

う願いを担任に訴える.担任は泊を伴うこ

とに健康上耐えられるかどうかと保健室へ

相談に来た.養護教諭は健康面からのアプ

ローチをきっかに,担任,保護者と一緒に

面接を設定し,母親の思いを共感的態度で
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受け止めた.養護教諭は発達を支援する観

点から医療的ケアを捉え,A子の修学旅行

実現可能性を検討するために,担任,管理

職にチームでのコーディネーションの必要

性を伝えた.

この段階では,本人 ･保護者の気持ちを十分

に引き出せず,ニーズを的確に把捉できない場

合には,学校側との不協和音が生じやすい.梶

護者の気持ちを受容 ･共感できるカウンセリン

グ的対応能力が必要である.

(2) アセスメント (Assesment)

この段階の主な活動は対象に必要な情報を的

確に収集して査定 ･判断するなどのアセスメン

ト (Assessment)し,ニーズを把握する段階

である.

修学旅行の可能性を判断するために,秦

護教諭はこれまでの情報を整理した.修学

旅行を設定して,A子のヘルスアセスメン

トを行い,看護師から医療的ケアについて

のアドバイスを得た.主治医と学校医には

A子が修学旅行に行けるかどうか情報を収

集した.チームでのアセスメントの必要性

から,担任 ･特別支援教育コーディネー

タ一 ･看護師 ･学校医 ･主治医 ･保護者を

チームとして情報を収集した.旅行日程,

旅行中の環境,救急支援体制の状況を把捉

して,医療的ケア委員会で情報交換した.

その情報をコーディネートして,A子の現

在の健康状態を考えれば,感染予防が第-

Nees(ニーズの発見)- Assesment(アセスメント)- Plan(ケア計画)- Do(実施)- See(評価)

モニタ)ング

図5 NAPDSサイクル
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であり,新幹線の中やホテル内での吸引経

管栄養などのケアができる部屋の確保がで

きるかどうか,旅行中の安全な医療的ケア

を確保するためには,看護師の帯同が必要

であると判断して,管理職に新たな人的資

源の要求をした.(看護師の帯同について

は雇用条件の整備が前提になる)

この段階ではアセスメント (発達 ･フィジカ

ルアセスメント)能力と同時に他職種と連携す

るためにコミュニケーションを基本にすえた面

接とアセスメントの技法が必要になる.

(3) ケア計画 (Plan)

チームの共通の目標を設定し,個別のケア計

画をチームで話し合って,援助の方法を選び,

チームメンバーの役割を明確化する段階である.

共通の目標を設定する際に本人 ･保護者,他職

種の意見を受け入れ,尊重する姿勢が必要であ

る.

医療的ケア検討委員会は,アセスメント

の結果を受け,｢修学旅行に参加できるよ
うに準備を進めよう.ただし,A子の体調
が急変時,どの段階で受診し,帰すかにつ

いて,医師の指示を得て旅行前にラインを

決めて,保護者に伝えておく｣ことを共通

の目標として設定した.

計画の段階で看護師は看護計画を立案し,

養護教諭は担任が立案している個別支援計

画と各専門職の計画の調整を行い,A子の

目標に向けて統合した.

A子の修学旅行中の医療的ケアを安全に

実施するという立場から,以下のチームメ

ンバーが必要であることを医療的ケア検討

委員会で伝えた.ケア計画を立てるために

以下のネットワークが必要であった.

(訓参学旅行担当教員は旅行業者と相談し

ながら,全介助を必要とするA子の旅行日

程 ･行程,交通機関,宿泊施設などを確認

し,障害の有無を確認のため現場に出向い

ての調査を計画した.その際にビデオに撮
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影して情報提供に活用する②養護教諭は吸

引や経管栄養などを実施するケア環境の清

潔 ･安全性の確保や救急体制,諸資源把捉

を計画する.(参看護師は主治医と相談して

細かな指示書とケアに必要な薬品やケア物

品を確認する.担任,看蔑師,養護教諭は

学校外や夜に母親が行っているケアを確認

し,医療相談日に学校医から指導を受け,

旅行中のA子の個別研修を計画する. ?事

務部門は必要な経費を予算ノ化する.これら

の計画を共有化した.

養護教諭はチームメンバーの進捗状況を

把握しながら,計画段階でのコーディネー

トに努めた.

この段階は,チームメンバーが集まって会議

が開かれるために,ケースカンファレンスの技

法が必要である.また,フォーマル ･イン

フォーマルな社会資源に関する知識を持ってお

くことが必要である.また,他職種が計画しよ

うとしていることを理解し,代弁する能力が必

要である.

(4) 実施 (Do)

目標を達成するために社会資源を活用して,

チームで具体的な実施を行う段階である.

修学旅行のことをA子にどう伝えるか担

任教員は迷っていた.教科担任が修学旅行

前の授業で旅行先のビデオを数回見せて,

旅行への楽しみの雰囲気づくりをしたが表

情からの判断は難しかった.出発前に関係

者が集まり,学校医同席のもとシュミレー

ションを行った.修学旅行には,A子の他

に中等部の生徒 5人が参加した.中学部の

担任教員,養護教諭,管理職が引率し,看

護師が帯同した.JRと連携しながら新幹

線に乗車し,車内で吸引しながらホテルに

着いた.養護教諭はホテルの従業員の説明

を求め,引率教員,看護師とホテル内での

ケア環境について確認し,緊急時の受け入

れ病院と連絡を取った,引率教員は現状を
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適宜,引率している管理職や養護学校の管

理職に報告した.

養護教諭は他の生徒の健康管理を行い,

A子の担任教員や看護師が行う医療的ケア

が安全に安心してできるようにサポートに

努め,誰が今どう動いているかを確認した

り,保護者と主治医といつでも連絡がとれ

る体制をとり,コーディネートする役割を

果たした.

この段階では,医療的ケアを実施するために

知識と技術が必要である.また,社会資源を活

用し,多職種,多人数,多機関とチームでかか

わるので,リーダーシップやネットワークの技

法が必要になる.

(5)評価 (See)

目標がどの程度達成されたのか,また,コー

ディネーションの過程 (ニーズの発見 ･アセス

メント･ケア計画 ･実施 ･評価)の評価をチー

ムで行う段階である.インシデント･アクシデ

ント報告や問題の指摘があれば,計画の変更や

実施の修正を行うなどのモニタリングが行われ

る段階である.

養護教諭は旅行中のA子から表情を読み

取ることは難しかったが,旅行中の吸引回

数が減少したことから,心地よい風,初め

ての光景,快適なホテル生活を経験して,

楽しさを感じていたと思うと目標の達成を

評価していた.そのことを母親に報告する

と涙を流して喜ばれたという.

帰校後の反省会で,ヒヤリハットやアク

シデントには至らなかったが下記の反省事

項が確認された.

①出発前に養護教諭,引率教員が駅に出

向いてシミュレーションを行ったが実際に

は移動に時間を要した.②感染の心配があ

り,A子はホテルの部屋で過ごす時間も多

かったが,ホテルでの夕食時の経管栄養は

他の生徒と同じ席にするなどの配慮が必要

であった.③事故にはつながらなかったが,
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養護教諭がホテルに事前に送った荷物の中

に,同行中に必要な物品を入れており慌て

た.送るものと持参物品の確認方法を改善

したい.④引率教員側や看護師の体調不良

時の支援体制を考えておくことが必要であ

る.養護教諭はチームから出された意見を

整理して,医療的ケア検討委員会に報告し,

次回からの学外行事に生かすことが確認さ

れた.

2.全過程で求められること

(1) アドボカシー (権利擁護)

医療 ･福祉の分野では,インフォームドコン

セントやプライバシーの保護など対象者の権利

擁護が謡われてかなりの年数を経過したが,学

校保健の分野においてもその必要性は例外では

ない.下記の事項はコーディネーションの全過

程において配慮されなければならないことであ

る.

① 医療的ケアが教育的視点から成り立ってい

ること.

② 医療的ケアを実施する際など,人間として

の尊厳が保たれていること

③ 目標の設定には本人や保護者の希望を開き,

保護者がケア計画の立案や評価,修正,変更

に参画して,自由に意見の表明や権利の主張

ができること.

(む 個人情報の保護などプライバシーが尊重さ

れていること.

(2) 専門職の相互理解と協働

職種や経験が異なる専門職がチームでケアを

実施することにより意見の衝突が生じることが

ある.例えば養護教論は文部科学省と学校保健

法などを根拠に職務を遂行しており,看護師は

厚生労働省と保健師 ･助産師 ･看護師法を根拠

として,医療的ケアを実施 ･指導している.独

自性があるもののオーバーラップすることもあ

り,看護師導入期にはナーバスな関係がみられ

た.また,作業療法士の導入により,看護師が

指導してきたケア時の姿勢保持を否定される場

面もみられた.現在はよいモデルが築かれつつ



津島:医療的ケアのチームアプローチと養護教諭のコーディネーション

あり,成熟期に向けて現場の実践を支援する研

究が待たれる.

Ⅶ.おわりに

医療的ケアを必要とする児童生徒の発育発達

を支援するために,チームアプローチとコー

ディネーションの必要性が認められた.特に養

護教諭のコーディネーションに期待されるが,

医療的ケアに関してのコーディネーターとして

の位置づけが認知されること,条件整備,コー

ディネーション能力習得プログラムの作成,秦

護教諭養成が今後の課題となる.

参考文献が少ない中で,取り組んだテーマで

あるため,コーディネーションの具体的展開と

条件整備には検討課題が多々残されている.義

護学校における医療的ケアにおける養護教諭の

専門性確立と位置づけのための-資料として活

用されたい.
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~雇｢豪~中高一貫教育校におけるインフルエンザ予防対策

一現状と今後の対策一
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*3こころとからだの元気プラザ 女性のための生涯医療センターViVi

SchooトbasedPersonalInfluenzaPreventiveMeasuresforlntegrating

JuniorandSeniorHighSchoolStudents

-PreventiveMeasuresunderthePresentConditions-

KazueHirokane*1TakanoriMoriki*2MitsuakiTokumura*2MinakoTsujioka串2

SeiichirouNanri*2KeikoKimura*3IkuoSaito*2

"osakaUniversity,GraduateSchoolofMedicL.ne

*2KeioUfutVel.Slty,HealthCenter

*3GenkiPlazaMedicalCenterforHealthcare,ViVi:LlfetimeMedicalCareCenterforWomen

Thepurposeofthisstudywastoclarifytherelationshipbetweenthecontractionofinnu-

enzaanditspreventivemeasures,suchasinnuenzavaccinationandhealthbehavior.

Thesubjectswere983studentsfromthefirstyearofjuniorhigh schooltothesecond

yearofseniorhighschool.Asurveywasperformedusingaquestionnaire.Theincidencesof

contractinginfluenzainthesubjectsandtherateofinnuenzavaccinationwere220/0,and

24%,respectively.TheinCidenceofinfluenzainthesubjectswithinnuenzavaccination

(17%)waslowerthanthatinthesubjectswithoutinnuenzavaccination(23%),butthedif-

ferencewasnotsignificant(p-0.07).Theincidenceofin乱uenzainthesubjectsofwhom

familycontractedinmlenZa(42%)wassignificantlyhigherthanthatinthesubjectsof

whomfamilydidnotcontractinfluenza(16%)(p<0.001).

Thevaccinationratedecreasedwithage.Therefore,increasesingroupimmunitybyin-

Creasingthevaccinationrateinolderstudentswasconsideredimportantinintegratingjun-

iorandseniorhigh schools.

Topreventinnuenza,immunizationinallfamilymembersisimportant,andhealtheduca-

tionofstudentsincludingtheirfamilylnschoolmaybeeffectiveinthepreventionofinnu-
enZa.

Keywords:influenza,vaccination,preventivemeasures,healthbehavior

インフルエンザ,予防接種,予防対策,保健行動
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Ⅰ.はじめに

学校という集団におけるインフルエンザの流

行は,社会のインフルエンザ流行を増幅するも

のであることが指摘されているi)｡

そのため,集団内の個人に対する感染予防対

策を基本に,集団としての予防対策を行うこと

は,学校保健を担うものの重要な責務である｡

しかしながら,催患者数が幼児 ･児童に比べ

少なく,重症化することが少ない2)中学生 ･高

校生のインフルエンザ篠患状況と,予防接種を

含めた個人予防対策の実態に関する報告は極め

て少ない｡

一万,1997年に公立校における中高一貫教育

の選択的導入が中央教育審議会より提言され,

多くの都道府県が,中高一貫教育校の設置推進

を検討している｡そのため,今後,中高一貫教

育校が増加していくことが予測される｡

そこで,本研究では,中高一貫教育制をとる

私立中高の中学生 ･高校生を対象に,インフル

エンザ雁患状況とインフルエンザ予防接種,チ

防的保健行動との関係について分析し,中高一

貫教育校における個人の感染予防対策が集団予

防対策として持つ意味について検討したので報

告する｡

Ⅱ.研究方法

1.対象および方法

神奈川県内申高一貰教育校 (男女共学)にお

いて,インフルエンザ流行期 (平成14年12月～

平成15年2月)に登校していた1-5年生 (中

学1年～高校2年相当)全員に記名式質問紙調

査を実施した｡6年生 (高校3年相当)は,1

月～3月の登校日が数日であったため,今回の

調査対象から除外した｡質問紙は,平成15年3

月10日～11日にホームルームの時間に教室で生

徒に配布し,インフルエンザ流行期の状況につ

いて3-5年生は本人,1-2年生は保護者が

記入し,3月19日に回収した｡5学年24クラス

983人中,821人 (回収率83.5%)の回答があり,

そのうち有効回答817人 (男子379人,女子438

423

人)を分析対象とした｡

2.調査項目

インフルエンザ雁恩については,履恩の有無

を問い,雁患有りと回答したものには,その牒

患期間についても回答を得た｡雁患有りと回答

したものを鳳患群,牒患無しと回答したものを

未雁患群とした｡さらに,インフルエンザ迅速

診断の有無を問い,迅速診断を受けたものにつ

いては,その際に診断されたインフルエンザの

型について,A型,B型,不明のいずれかで回

答を得た｡37℃以上の発熱日数,38℃以上の発

熱日数,発熱期間中の最高体温,発熱以外の症

状,インフルエンザ2回以上履恩の有無,他の

同居家族のインフルエンザ履患 (以下,家族雁

忠)の有無についても回答を得た｡

予防接種については,接種の有無を問い,揺

種した場合は,1回接種,2回接種の別とその

接種日についても回答を得た｡接種有りと回答

したものを接種群,接種無しと回答したものを

末接種群とした｡

インフルエンザの治療については,薬剤の使

用の有無を問い,薬剤の使用があった場合は,

インフルエンザ治療薬リン酸オセタナビル (タ

ミフル)･塩酸アマンタジン (シンメトレル)

の内服,ザナミビル水和物 (リレンザ)の吸入,

対症療法薬 (解熱薬 ･鎮咳薬など)の内服の別

について回答を得た｡

また,インフルエンザの個人予防対策として

行った予防的保健行動について,(∋手洗い ･う

がい ②外出を控える ③暖かい服装をする

④睡眠を十分にとる ①バランスの取れた栄養

摂取と水分の補給 (むその他 から,心がけた

保健行動について複数回答で回答を得,その他

については,自由記載とした｡

その他,クラブ活動参加の有無,学校までの

交通手段についても回答を得た｡学校までの交

通手段は,①Aルートのバス (利用者が多く,

非常に混雑するバス) ②Bルー トのバス (刺

用者が比較的少なく,混雑しないバス) ③自

転車 ④徒歩から択一とした｡
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3.解析方法

医学統計解析ソフトSTAT-VIEW4.0を用い,

接種群と末接種群の割合の学年間の変化につい

てはMann-Wbitney検定を行い,雁患群と未篠

患群の2群間の割合比較については,x2独立

性の検定を行った｡接種群と未接種群の2群間

の38℃以上および37℃以上発熱日数については,

F検定で等分散性を確認したうえで, t検定を

行った｡発熱日数に対する接種の有無と各薬剤

の使用の有無の交互作用については,二元配置

分散分析で確認を行った｡

また,予防接種の有無,家族雁恩の有無,ク

ラブ活動参加の有無,女子と男子のそれぞれ2

群間で,それぞれの予防的保健行動の実施の有

無について,x2独立性の検定を行った｡

すべての結果について,危険率5%未満を統

計学的に有意であるとした｡

Ⅲ.結 果

1.曜患状況

催患者の雁患期間は,平成15年1月7日～2

月15日の範囲に渡っていた｡雁患者は,817人

中176人 (21.5%)で,そのうち,迅速診断に

よるものは83人 (47.2%),臨床診断によるも

のは93人 (52.8%)であった｡迅速診断を受け

た83人中,A型27人 (32.5%),B型25人 (30.1

0/a),不明31人 (37.3%)であった02回牒患

したものは,817人中10人 (1.2%)であった｡

2.罷憲と対象の背景

牒息は,男子379人中99人 (26.10/a)に対 し

て,女子438人中77人 (17.6%)であり,男子

の発病率が有意 (p<0.01)に高かった｡

また,学校までの交通手段と雁恩の有無に有

意差は認められなかったが,非常に混雑するA

ルー トのバス利用者の一隈恩が743人中163人

(21.9%)であったのに対して,混雑の見られ

ないBルートのバス利用者の雁恩は66人中11人

(17.5%)であった｡

クラブ活動参加の有無と曜息の有無に有意差

は認められなかったが,クラブ活動参加のある

生徒の雁恩は749人中160人 (21.4%)であった

学校保健研究 JpnJSchooIHeallh48;2006

のに対して,クラブ活動参加のない生徒の雁恩

は68人中16人 (23.5%)であった｡

3.羅憲と予防接種率

接種群の接種期間は,平成14年11月初旬から

12月下旬に渡っていた｡接種群は,193人で,

全体での接種率は23.7%であった｡1回接種お

よび2回接種を含めた接種率は,学年が上がる

ほど有意に (p<0.001)低下した (表1)｡学

年毎に接種群の1回接種と2回接種の割合を見

ると,1回接種の割合は68.8-90.5%であった

が,高校生で2回接種をしたケースもあった

(表1)｡

接種群の発病率は低い傾向であったが,統計

学的な有意差は認められなかった (p-0.07)

(表2)｡

鳳患群176人のうち,発熱状況について回答

のあった173人では,38℃以上の発熱日数は,

表1 学年別予防接種の有無と接種回数

1回接種 2回接種
(%) (%)

1 46(28.9) 13(8.2) 100(62.9)

2 38(26.4) 5(3.5) 101(70.1)

3 22(17.1) 10(7.8) 97(75.2)

4 30(14.6) 8(3.9) 167(81.5)

5 19(10.6) 2(1.1) 159(88.3)

全体 155(19.0) 38(4.7) 624(76.4)

†Mann-Whitney検定 p<0.001

注1)数億は人数

注2)Tは,接種群 (1回接種+2回接種)と末

接種群の2群問についてMann-Whitney検定

をおこなった｡

表2 予防接種の有無とインフルエンザ倦怠

雁患群(a/a) 未罷息群(%) 合計

接 種 群 33(17.1) 160(82.9) 193

末接種群 143(22.9) 481(77.1) 624

全 体 176(21.5) 641(78.5) 817

注1)数億は人数
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接種群は平均1.5日,未接種群は平均2.0日で,

接種群は末接種群に比べ有意に (p<0.05)発

熱日数が短かった (図1,表3)｡また,37℃

以上の発熱日数は,接種群は平均2.1日,未接

種群は平均3.1日で,接種群は未接種群に比べ

て有意 (p<0.001)に発熱日数が短かった (図

2,表3)0

発熱期間中の最高体温は,接種群と末接種群

で有意差は認められなかった (表3)0

雁恩群176人のうち,インフルエンザの治療

について回答のあった164人では,インフルエ

ンザ治療薬の内服ありが,接種群31人で20人

(64.5%),未接種群133人で85人 (63.9%),

インフルエンザ治療薬の吸入ありが,接種群で

表3 予防接種の有無と発熱日数

接種群 未接種群 全体平均
n-33 n-140 n-173

38℃以上発熱日数 1.5 2.0 1.9

***
37℃以上発熱日数 2.1 3.1 2.9

最高体温 38.8 39,0 38.9

注1)数億は,平均日数

注2)*:p<0.05***:p<0.001

40

人

数 30

20

1 0

0 0 1 2 3 4 5

38℃以上の発熱日数 (日)

図1 接種群と未接種群の38℃以上の発熱日数

別発熱者数
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2人 (6.5%),未接種群で10人 (7.5%),対症

療法薬の使用ありが,接種群で17人 (54.8%),

未接種群で83人 (62.4%)で,各治療とも接種

群と未接種群で使用割合に有意差は認められな

かった｡

接種群と未接種群の2群とインフルエンザ治

療薬の内服の有無について二元配置分散分析を

行った結果,38℃以上の発熱日数については,

予防接種の有無の主効果はF(1,160)-5.42

(p<0.05)で有意であったが,インフルエン

ザ治療薬の内服の有無の主効果,予防接種の有

無とインフルエンザ治療薬の内服の有無の交互

作用ともに有意ではなかった｡37℃以上の発熱

日数で も,予防接種 の有無の主効果 はF

(1,160)-16.27(p<0.001)で有意であった

が,他は,38℃以上の発熱日数の場合と同株,

有意ではなかった｡一方,接種群と末接種群の

2群と対症療法薬の内服の有無について二元配

置分散分析を行った結果,38℃以上の発熱日数

については,予防接種の有無の主効果はF

(1,160)-4.54(p<0.05)で有意であったが,

対症療法薬の内服の有無の主効果,予防接種の

有無と対症療法薬の内服の有無の交互作用とも

に有意ではなかった｡37℃以上の発熱日数でも,

予防接種の有無の主効果はF(1,160)-15.56

人 50

40

人 30

敬

20

10

0
0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

37℃以上の発熱日数 (日)

図2 接種群と未接種群の37℃以上の発熱日数

別発熱者数
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表4 本人梶恩と家族羅恩の有無

雁 患 群 (%) 末雁患群 (a/a) 合計

接種群 未接種群 計 接種群 未接種群 計

家族鳳患あり 15 55 70(42.2) 22 74 96(57.8) 166

家族鳳愚なし 18 88 106(16.3) 138 407 545(83.7) 651

全 体 33 143 176(21.5) 160 481 641(78.5) 817

x2独立性の検定 p<0.001

注1)数億は人数

注2)x2検定は,家族鳳患ありなしと風致群･未鳳患群の割合を検定した｡

(p<0.001)で有意であったが,他は,38℃以

上の発熱日数の場合と同様,有意ではなかった｡

2回発病率は,接種群と末接種群でほぼ同じ

であり,有意差は認められなかった｡

4.罷恵とインフルエンザ予防的保健行動

予防的保健行動の実施率は,うがい ･手洗い

66.1%,バランスの取れた栄養摂取と水分の補

給37.6%,睡眠を十分にとる24.2%,暖かい服

装をする21.7%,外出を控える3.7%であった｡

自由記載では,家族全員で予防接種を受けたこ

とをあげたものが4人いた｡

学年毎では,うがい ･手洗いは中学生である

1年生76.1%,2年生70.1%,3年生70.5%で

あったのに対して,高校生である4年生57.6%,

5年生60.6%であった｡バランスの取れた栄養

摂取と水分の補給は,1年生が50.3%であった

のに対して,他の学年では,29.3-41.9%と低

かった｡同様に,睡眠を十分にとるについては,

1年生が36.50/Oであったのに対して,他の学年

では17.8-26.4%であり,暖かい服装をするに

ついても,1年生が34.0%であったのに対して,

他の学年では15.1-25.0%であった｡外出を控

えることについては,1年生から3年生は4.2

-5.4%であったのに対して,4年生は2.4%,

5年生は2.2%であった｡

うがい ･手洗いは,鳳監群は未牒患群に比べ

有意に (p<0.05)実施しており,暖かい服装

をするについても,雁患群は未雁患群に比べ有

意に (p<0.01)実施していた｡バランスの取

れた栄養摂取と水分の補給,睡眠を十分にとる,

外出を控えることについて有意差は認められな

かったが,雁患群は未鳳監群に比べ実施率が高

い傾向があった｡

また,うがい ･手洗いは,接種群は未接種群

に比べ有意 (p<0.001)に,また,家族雁恩

のあった者の方がなかった者に比べ有意 (p<

0.05)に,クラブ活動参加のあった者の方がな

かった者に比べ有意 (p<0.001)に,女子の

方が男子に比べ有意(p<0.05)に実施していた｡

5.羅恵と家族羅患

家族催恩のあった生徒は166人 (20.3%)で,

そのうち,催患群70人 (42.2%),末曜患群96

人 (57.8%)であり,家族鳳藍のあった生徒は

家族催恩のなかった生徒に比べ,発病率は有意

に (p<0.001)に高かった (表4)｡鳳藍群176

人で,接種群 ･末接種群と家族雁患ありなしの

割合に有意差はなく,未雁患群641人でも同様

に有意差はなかった (表4)｡また,家族全員

で予防接種を受けた者のうち,鳳愚した者はい

なかった｡

Ⅳ.考 察

予防接種の接種日と罷恩群の鳳患期間の記載

内容,および,調査校における雁,患者の発生状

況から判断して,接種者に予防接種の効果が出

現する抗体獲得に要する期間は2週間と考えら

れ3),抗体獲得期間に問題のあるものはなかっ

た｡また,発熱状態,発熱以外の症状の記載内

容から,牒恩の有無の自己申告に矛盾するもの

はなかった｡
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i.履患状況と予防接種

接種群と未接種群で雁恩の有無に有意差は認

められなかったが,接種群は未接種群に比べ,

発熱日数が有意に短かった｡インフルエンザの

自然経過 (予防接種なし,インフルエンザ治療

薬なし)では,二峰性の熟型を示すことが多い

と言われるが,予防接種実施例では,たとえ雁

恩しても,後半の発熱の山が消失することによ

り,発熱日数が1日半から2日間短縮されるこ

とが報告されている4)｡本研究では,発熱期間

の詳細な体温の変動を聴取して対象個々の熟型

を確認することは行っておらず,単純に発熱日

数を比較しているため限界はあるが,接種群に

おいて発熱日数が有意に短かったことは,この

報告と同様である｡学校伝染病第二種に分類さ

れるインフルエンザは,解熱後2日を経過する

まで出席停止となるのが原則であるため,発熱

日数の短縮は,学校欠席日数を減らすことに直

接つながる｡なお,発熱日数に対し,接種の有

無とインフルエンザ治療薬,対症療法薬の内服

の有無に交互作用が存在しなかったことから,

接種群,未接種群2群間の発熱日数の有意な差

は,薬剤使用によって影響を受けたものではな

いと判断した｡

調査対象校においては,11月初旬にホーム

ルーム教室単位で,インフルエンザ予防接種に

関する文書を担任から配布しており,12月上旬

までの接種を推奨するとともに,予防接種に関

する情報提供が行われていた｡集団接種廃止後,

学童の接種率は10%以下に低下したことが報告

されたが5),予防接種の抗体獲得期間から逆算

して,適切な時期に予防接種の推奨を行った調

査対象校においても,接種率は23.7%であった｡

また,学年が上がるにつれ,予防接種実施率は

有意に低下し,1年生の接種率が37.1%であっ

たのに対し,4年生は18.5%,5年生は11.7%

であった｡学年が上がるほど,クラブ活動やそ

の他の活動で,接種のための医療機関受診の時

間を作ることが難しくなることがその一因と考

えられる｡インフルエンザ予防接種は,集団に

おいて一定以上の接種率があると集団免疫とし

427

ての防止効果を発揮するといわれている6)｡日

本で学童集団接種が行われていた,1970年代,

1980年代のインフルエンザによる超過死亡は,

1990年代に比べ低く,1994年の集団接種の廃止

以降,増加しており,死亡例の多くは,高齢者

と考えられ,学童接種により,高齢者の死亡が

抑えられていたと報告されている7)oまた,学

童集団接種は,高齢者以上に,学童の弟,妹で

ある乳幼児のインフルエンザを抑える効果が

あったとも報告されている8)01983年度から

1999年度までの東京都内の-小学校におけるイ

ンフルエンザ予防接種率と欠席者数,学級閉鎖

の状況調査では,接種率が90%を超えていた

1987年度以前の欠席者数,学級閉鎖数は,接種

率が低下したその後の年度に比べ明らかに少な

く,インフルエンザ予防接種による軽症化効果

が示唆された9)｡一方で,学童への集団接種が

インフルエンザによる超過死亡を減少させたと

いう報告に対しては,批判もなされている10)0

今後,私立校だけでなく,公立校においても,

中高一貫教育校が増えていくものと思われ,総

合学習やクラブ活動を含め,学校内での輿学年

交流の機会も増すことが予測される｡そのよう

な状況で,高校生の接種率の低さが学校集団全

体の集団免疫としての防止効果を低下させるこ

とがないよう,改めて,予防接種についての正

しい知識の提供を行い,学校全体としての接種

率を上げていくことが重要と考えられる｡予防

接種を勧める際には,抗体獲得期間から逆算し,

学校行事と照らし合わせて,運動会や文化祭の

代休日,期末考査後など,接種のための受診し

やすい時期を具体的に提示する配慮が必要であ

ると考える｡

2.罷患状況と家族碍患

家族雁恩のあった群はなかった群に比べ,発

病率が有意に高かった｡今回の調査では,調査

項目として,家族全員で予防接種を受けたか否

かを独立して取り上げなかったが,予防的保健

行動で心がけたことに関する自由記載に,家族

全員で予防接種を受けたことをあげたものが複

数あり,その中で鳳患したものはいなかった｡
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インフルエンザの伝播様式から考え,これは,

家族ぐるみでの接種が家族内での集団免疫とし

ての防止効果を発揮した可能性を示すものと推

察された｡予防接種は,インフルエンザ予防対

策としての有効性が唯一明確に示されているも

のであることに加え,米国と比べて日本では,

インフルエンザ予防接種を促進する因子として

家族の影響力が強いことが報告されているユ1)｡

保護者会などのさまざまな機会を利用し,生徒

だけでなく保護者に対してもインフルエンザ予

防に関する情報提供を実施する機会を設け,衣

族ぐるみでの接種を推奨するとともに,保護者

と学校が協力してインフルエンザ予防に取り組

む必要性の理解を図ることは重要と考えられる｡

今回の調査では,中学 ･高校生のいる家庭にお

ける家族ぐるみでの予防接種と生徒本人の催恩

の有無,償患時の症状の程度について詳細な検

討を行うことができなったが,今後,さらに調

査を進め,明らかにされることが期待される｡

3.罷患状況とインフルエンザの予防的保健行

動

インフルエンザ予防のための保健行動は,す

べての保健行動において,1年生の実施率が高

い傾向があったが,うがい ･手洗いと外出を控

えること以外は,2年生以上の学年から実施率

が大幅に低下した｡これは,健康管理が保護者

から本人に移行する時期と重なっており,この

点からも,中学生 ･高校生に対する健康教育は,

自律的な健康管理能力を形成するためにも非常

に重要であると考えられる｡

うがい ･手洗いは,クラブ活動参加のある者

の方が参加のない者に比べ有意に高く実施して

いたが,本研究の調査対象校は,前年度にもイ

ンフルエンザの流行による学級閉鎖,学年閉鎖

があり,その期間のクラブ活動が制限,あるい

は禁止されていた｡クラブ活動制限に対する憂

慮が予防的保健行動を惹起したことが推察され

たが,今回の研究では,それを実証することは

できなかった｡クラブ活動参加のある者の方が

予防的保健行動を高い割合で行ったことから,

いままでホームルームにおいてクラス単位に

学校保健研究 JpnJSchooIHealth48;2006

行ってきた保健指導に加え,クラブ活動毎にイ

ンフルエンザ予防に関する保健教育を行うこと

によって,その実施をより促進する可能性があ

ると考えられた｡

うがい ･手洗いは,予防接種の有無では接種

群の方が,家族催恩の有無では雁息のあった群

の方が,性別は女子の方が,有意に実施する傾

向が認められた｡この結果から,うがい ･手洗

いを実施した生徒は,予防接種を受けて予防す

ることに対して積極的である生徒や,家族雁恩

があって雁恩を身近な問題と感じた生徒であっ

たことが推察された｡

男子は女子に比べ,有意に雁恩する傾向が認

められたが,これは,男子に比べて女子の方が

うがい ･手洗いを有意に実施していた結果から,

女子の方が予防的保健行動に積極的で,それが

発病率に寄与したものと推察された｡

一方,外出を控える予防的保健行動はほとん

ど実施されておらず,中学生 ･高校生にとって

外出を控えることは,現実的には実施可能なこ

とではないことが示唆された｡

予防的保健行動は,握患群の方が未鳳患群に

比べ実施率は高かったが,この結果は予防的保

健行動を否定するものではないと考えられる｡

4.罷患状況とその他の要因

今回の調査では,バスの混雑の違いと慣恩の

有無に有意差は認められなかったが,教室空間

同様,一定時間,同じ空間を共有する混雑した

バスの中は,感染増幅の場となりやすいと考え

られる｡この検証については,詳細な研究デザ

インを用い,改めて調査する必要がある｡

家庭生活,通学条件,学校生活,および,学

校外の活動などの曝露環境の多様さから,中学

生 ･高校生におけるインフルエンザ牒恩の感染

源や伝播様式は,園児 ･児童に比べ多様である

と考えられる｡また,予防接種を受けるものが

有する治療行動や保健行動の特徴が結果に影響

を与えた可能性も考えられるが,関与する要因

の増幅 ･蔵和関係の全貌を明らかにすることに

は限界があった｡しかしながら,予防接種の接

種率や家族雁患などとの関係について分析した
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結果,一定の知見が得られ,知見に基づいた保

健管理のポイントが抽出された｡

Ⅵ.ま と め

インフルエンザ雁恩は保健行動のみで予防す

ることは難しく,鳳患した場合の発熱日数を短

くし軽症化させ,学校生活に与える影響を最小

限にするためにも,予防接種を受けることが肝

要と考えられた｡また,学年が上がるにつれ接

種率が低下したことから,中高一貫教育校にお

いては,中学生にも増して高校生の接種率を上

げることにより,欠席者数,学級閉鎖数を減ら

すことが可能であると考えられた｡

インフルエンザの感染機序や本調査の結果か

ら,予防対策として家族顧慮の防止が重要と考

えられ,家族催患防止の観点から,家族ぐるみ

の予防接種を推奨する予防接種情報を家庭に提

供することが,学校保健活動として重要である

ことが示唆された｡
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日本の高校生における危険行動の実態および

危険行動問の関連

一日本青少年危険行動調査2001年の結果-
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YouthRiskBehavioramongJapaneseHighSchoolStudents:

Resultsofthe2001NationalSurvey
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Thepurposesofthisstudyweretocomprehensivelyidentifytheprevalenceoftherisk

behaviorsamongJapanesehighschoolstudentsandcomparepartofourresultswiththose

ofthe2001nationalYouthRiskBehaviorSurveyconductedbytheCentersforDiseaseCon-

trolandPrevention(CDC)intheUS.Wealsoexaminedthecorrelationsbetweendifferent

riskbehaviorsofJapanesehighschoolstudents.Datacollectionforthisstudywascon-

ductedin2001usingananonymousselトadministeredquestionnaire.Thecategoriesofrisk

behaviorsincludedphysicalactivity,dietarybehaviors,cigarettesmoking,alcoholdrinking,

drugabuse,sexualbehaviors,trafficてelatedbehaviors,violenceandcarryingaweapon,and

selトharmbehaviors.Atotalofll,113tenth-totwelfth-gradestudentsin106highschools
participatedinthesurvey(schoolresponserate,51.2%;validresponserate,99.2%).The

mainfindingswereasfollows.
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1)Regardinggenderdifferences,malestudentswereatgreaterriskthanfemalestudents

forcigarettesmoking,alcoholdrinking,drugabuse,violence,"atevegetablesandfruits"

and"rodeabicycleafterdrinkingalcohol";whereasfemalestudentswereatgreaterrisk

thanmalestudentsforphysicalactivity,carryingaWeapon,unhealthyweightcontrol

practices,everhadsexualintercourse,rarelyorneverworemotorcyclehelmets'',
〟 〟〟

rarelyorneverworeseatbelts"and"rodewithadriverwhohadbeendrinkingalcohol".

2)T‡leprevalenceofmostoftheriskbehaviorsincreasedwithgradeformaleandfemale

students.However,theprevalenceofsomeoftheriskbehaviorsdecreasedasgradein-

creased,forexample,"rarelyorneverworemotorcyclehelmets"formaleandfemalestu-

dents,violenceformalestudents,and`̀rarelyorneverworeseatbelts"and"carrieda

weapon"forfemalestudents.

3)ComparedwiththesurveyresultsintheUS,ourresultsshowedthatmaleandfemale

Japanesestudentswereatgreaterriskfor"vigorousphysicalactivity","strengthening

exercises","rarelyorneverworeseatbelts"and`̀rarelyorneverworebicyclehelmets".

Inaddition,maleJapanesestudentsinthetwelfth-gradesmokedmorecigarettes,more

frequentlythanmalestudentsinthetwelfth-gradeintheUS."seriouslyconsideredat-

temptingsuicide","rarelyorneverworemotorcyclehelmets"and"Carriedaweaponon

schoolproperty"WeremorefrequentlyobservedinfemaleJapanesestudentsthaninfe-

malestudentsintheUS.Japanesestudentsshowedalowerprevalenceofunhealthy

weightcontrolpractices,drugabuse,violenceand"everhadsexualintercourse"thanstu-

dentsintheUS.

4)FortheoriginalquestionnaireitemsinJapan,ofthetwelfth-gradestudents,42.6% of

malesand27.2% offemalesexperienced"acutedrinkinginagulp";thesepercentages

wereapproximatelytwofoldthoseforthetenth-gradestudents.About650/oofmaleand

femalestudentshadbreakfasteverydayofthe7daysprecedingthesurvey.

5)Positivecorrelationswereobservedbetweenbehaviorsincludingcigarettesmoking,a1-

coholdrinlくing,drugabuse,trafBc-relatedbehaviors,violenceandcarryingaweapon,

self-harmbehaviors,"hadbreakfast"and"everhadsexualintercourse"formaleandfe-

maleJapanesestudents.

Thisstudyshowstheimportanceoffrequentlycarryingoutnationalsurveystomoni-

toryouthriskbehaviorsinJapan.

Keywords:riskbehavior,adolescence,Japan,nationalsurvey,random sam-

pling

危険行動,青少年,日本,全国調査,無作為抽出

I.緒 言
不足等を危険行動として包括的にとらえた研究

がみられる｡その代表的なものの一つとして,

近年,米国を中心に,青少年の交通安全上の 米国疾病管理センター (CDC)が米国の9-12

行動,暴力,喫煙,飲酒,薬物乱用,性感染症 学年の1万人以上の生徒を対象に,1990年およ

や望まない妊娠につながる性的行動,自傷行動, び1991年からは隔年で継続的に実施している全

生活習慣病等に結びつく不適切な食行動,運動 米規模の危険行動の動向調査Youth Risk Be-
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havior Surveillance(以下YRBSとする)があ

る卜 6)o
青少年におけるこうした危険行動が注目され

る理由は,まず,これらの危険行動は欧米先進

国をはじめとした国々において,青少年および

大人における傷病や死亡の直接的 ･間接的な原

因となっていることが挙げられる｡また,危険

行動の多くは青少年期に始まり,大人になるに

したがって定着,悪化していくことが懸念され

ることから,青少年期の危険行動の防止が最も

重要であると考えられる｡さらに,青少年の危

険行動を包括的に捉えることにも意義がある｡

それぞれの危険行動は相互に関連があり,単独

で出現するというより同時に複数出現すること

が予測される中で7),より詳細に危険行動間の

関連性や危険行動を助長する共通的な要因 ･背

景が明らかにされるならば,一貫した理念に基

づく継続性のある包括的な危険行動防止プログ

ラムを開発する等,より効果的な方略の構築に

資することができる｡

ところで,日本においては,近年の青少年の

死亡原因の第1位は交通事故をはじめとした不

慮の事故であり,15歳以降では自殺がそれに次

いで第2位である8)｡また,早い時期からの喫

痩,飲酒,不適切な食習慣や運動習慣は悪性新

生物,心疾患,脳血管疾患といった日本人の三

大死因につながる危険性がより高いことが指摘

されている9)10)｡さらに,青少年の暴力事件,

薬物乱用の事犯,性的行動や食生活の乱れ等は

社会的に大きな問題として,近年特に注目を集

めている｡こうしたことから,日本でもこれま

で,青少年の危険行動に関して様々の研究成果

が報告されている11)｡しかし,全国調査に基づ

く知見ということでは,喫煙,飲酒,薬物乱

用12-15),性行動16)17)等の個別の行動に限られて

いたり,また,危険行動に関して包括的な視点

から取り組む研究は緒についたばかりであった

り,未だ十分な知見は得られていないと思われ

る｡例えば,野津ら18)は1997年に,秋田県下の

全高校各学年最初のクラスの生徒6,870人を対

象に,YRBSの1995年版を参考にした大規模調

学校保健研究 JpnJSchooIHealth48;2006

塞 (AkitaYouthRisltBehaviorSurvey,以下

AYRBSとする)を試みた｡この調査では,危

険行動を避ける自信,自己肯定感,支援認知等

の心理社会的要因についても取 り上げられ

たユ9)20)｡また,Takakuraら21)が1999年に,沖縄

県下の公立高校で校長の了解が得られた7校の

高1-高3の1,317人を対象に,喫煙,飲酒,

シンナー乱用,シートベルト非着用,自殺願望,

性交,ダイエット,身体運動について学校種や

親の学歴と合わせて調査した報告等がみられる｡

いずれ,こうした先行研究は貴重であるが,対

象が特定の地域に限られている,無作為抽出で

ない,危険行動や関連要因の質問項目が限定的

である等の課題がみられる｡

そこで筆者らは,こうした課題を克服する日

本における全国規模の青少年危険行動調査 (Ja-

pan Youth Risk Behavior Survey,以 下

JYRBSとする)の実施を目指し,まず ｢青少

年危険行動とは,音少年期に始めやすく,本人

や他者の現在および将来の健康や生命に重大な

危険を及ぼす行動である｡｣と定義した上で,
前述した米国CDCの一連のYRBSおよび国内の

AYRBSを参考にしながら,日本の学校や社会

の実情を踏まえた質問項目と調査方法について

検討した1ま)ZZ)23)0

本研究では,こうして作成された日本青少年

危険行動調査票を用いて全国調査を行い,日本

の高校生における危険行動の出現状況を把握し,

主として米国CDCのYRBS(2001年)の結果と

比較して日本の特徴を明らかにすること,およ

び危険行動間の関連について検証することを目

的とした｡

Ⅱ.研究方法

1.調査対象

対象は,｢全国学校総覧2001年度版｣のデー
タベースを用いて,通信制を除く全国の高等学

校の中から都道府県を層として無作為抽出され

た207校 (抽出割合3.3%)の,原則として高1

-高3の各学年最初の1クラス (各校計3クラ

ス)の生徒である｡抽出に当たっては,いずれ
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の都道府県からも2校以上が対象となるように,

高校生の数が最も少ない鳥取県を2枚とし,各

都道府県の生徒数と鳥取県の生徒数との比に

従って,都道府県別の調査校数を切り上げて決

定した｡また,生徒数が120人未満の学校が抽

出された場合には再抽出した｡調査票が回収さ
れた学校数は106校 (公立81校 ･私立25枚 ;全

日制102校 ･定時制4枚 ;政令市,中核市,東

京特別区の都市部29校 ･その他の非都市部77

校)で,調査への参加率は51.2%であった｡な

お,母集団と比べて,公立校と私立校の割合に

ついては有意差がなく,全日制と定時制の割合

については定時制が有意に少ない｡解析対象数

は,回収された調査票11,198部の中から性別ま

たは学年が不明なものや全質問項目の50%以上

が無回答のもの等85部を無効回答として除いた

ll,113部である (回収された調査票における有

効回答率99,2%)｡

2.調査方法

調査は,自記式無記名の質問紙調査法で,

マークシート式回答用紙を用い,回収のための

密封用封筒は利用しなかった｡調査の実施者は

各校の教諭であり,保健体育科教諭が76.4%で

最も多かった｡実施にあたっては,回答者への

倫理面への配慮と調査方法の統一を図るために

作成された ｢調査にあたっての注意事項｣に基

づいて行うように依頼した｡その中で,まず調

査票の表紙の文章を読み上げて,生徒に対して

調査の目的や内容について,また学校や回答者

に迷惑がかからないこと等について説明した上

で調査を始めることや,回答中に生徒の机間を

回ったり,回答用紙を覗き込んだりしないこと

等を指示した｡調査時期は2001年10月～12月で

ある｡

3.調査内容

日本青少年危険行動調査票は,①身体運動,

②食行動,③喫煙,④飲酒,①薬物乱用,⑥性

的行動,⑦交通安全上の行動,(む暴力 .武器携

帯,⑨自傷行動の9行動に関する59間,関連要

因として健康価値観,規範意識,自己肯定感,

支援認知,危険行動回避の自己効力感,ヘルス
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ローカスオブコントロール,ストレスマネジメ

ントの自己効力感について61間,基本属性につ

いて5間,計125間で構成される｡調査内容に

ついては,指導主事,学校長,保健体育科教諭,

養護教諭等によって,日本の社会および高校生

の発達段階等の視点から検討された｡

本研究では,前述した9行動に関する59間の

中から危険行動を助長する圧力を受けた経験を

問う項目等は除き,本人における危険行動の出

現の有無に焦点を当てた質問の32項目を取り上

げた (Table1)｡これら32項目の信頼性につい

ては,予備調査時 (高1-3の108人対象)に

1週間間隔の再テスト法を行い,CohenのK統

計量を算出して回答の一致度を検討した｡その

結果,出現がみられず算出不能となった5項目

を除く27項目については.43-1.00を示し,全

て ｢中等度の一致｣24)以上であった｡なお,32

項 目の内の25項 目は,米国CDCによるYRBS

(2001年)と同一の定義による行動,または質

問文の例示が日本の実情を踏まえて部分的に修

正されたものの比較性のある同様の行動につい

ての質問である (Table2)｡

4.分析方法
各危険行動の出現状況については,米国

CDCのYRBSにできる限り倣って評価基準を設

定し,それぞれの回答について,好ましい状況

と好ましくない状況の二億に分割した上で,性

別学年別に集計しx2検定を行った｡したがっ

て,身体運動,食行動の ｢朝食摂取｣,｢野菜 ･
果物摂取｣,性的行動の ｢コンドーム使用｣に

ついては好ましい状況を,その他の項目につい

ては好ましくない状況を,それぞれ表示した｡

また,危険行動間の関連の検討では,母数の異

なる3項目 (性交経験者,この12ケ月間に自転

車に乗った者,この12ケ月間にオー トバイに

乗った者をそれぞれ母数にして出現割合を算出

した ｢コンドーム使用｣,｢自転車ヘルメット非
着用｣,｢オートバイヘルメット非着用｣)を除
いた29項目について,好ましくない状況に1点,

好ましい状況に0点を与えてスコア化 し,

Spearmanの順位相関係数を算出した｡なお,
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Tablel Criterionforprevalenceofriskbehaviors

Items Criterion

① physicalactivity

産等vigorousphysicalactlVlty

姦較 strengthemngexercises

3.Stretchingexercises

④ Dletarybehaviors

4.Hadbreakfast

5.Atevegetablesandfruits

来 wentwithouteatingfor≧24hours

鷹 vomitedortooklaxatives

芳 Tookdietpills.powders,Orliquids

③ cigarettesmoking

圭 葵Lifetimecigaretteuse

藻 currentcigaretteuse

幸箸currentfrequentcigaretteuse

祥 smoked>10Cigarettes/day

① AIcoholdrinking

蓬妾 Lifetirnealcoholuse

級 currentalcoholuse

15.Currentfrequentalcoholuse

16.Acutedrlnklnginagulp

⑤ Drugabuse

密室Lifetimethinrleruse

塚 Lifetlmemethamphetammeuse

a嘉 Lifetimemarijuanause

(む sexualbehaviors

厳 Everhadsexualintercourse

21.Condomuse詩

① Traffic-relatedbehaviors

崖整 Rarelyorneverworebicyclehelmets§

23.Rodeabicycleafterdrinkingalcohol

准 Rarelyorneverworemotorcycleheimetsq

豊栄 Rarelyorneverworeseatbelts

漸aRl霊Eorithadriverwhohadbeendrinking
⑧ Violenceandcarryingaweapon

藁圭 carriedaweapon

漸 Carriedaweapononschoolproperty

推 InaphysicaHight

当家 InaphysicaHightonschoolproperty

⑨ selトharmbehaviors

猟 Feltsadorhopeless

葉上 seriouslyconsideredattemptingsuicide

Activitiesthatcausedsweatingandhardbreathingfor≧20minuteson≧3ofthe7
daysprecedingthesurvey

On≧3ofthe7daysprecedmgthesurvey

On≧3ofthe7daysprecedingthesurvey

Everydayofthe7daysprecedingthesurvey

≧5servingsonthedaybeforethesurvey

Duringthe30daysprecedingthesurvey(Toloseweightortokeepfromgainingweight)

Durlngthe30daysprecedingthesurvey(Toloseweightortokeepfromgainingweight)

Duringthe30daysprecedingthesurvey(ToloseweightortokeepfromgalnlngWeight)

Duringthe30daysprecedingthesurvey

On≧20ofthe30daysprecedingthesurvey

Duringthe30daysprecedingthesurvey

Duringthe30daysprecedingthesurvey

On≧loofthe30daysprecedingthesurvey

Lifetime

Duringlastsexualintercourse

Duringthe12monthsprecedingthesurvey

Duringthe30daysprecedingthesurvey

Duringthe12monthsprecedingthesurvey

WhenridmglnaCardrivenbysomeoneelse

Duringthe30daysprecedingthesurvey

Duringthe30daysprecedingthesurvey

Duringthe30daysprecedingthesurvey

Duringthe12monthsprecedingthesurvey

Duringthe12monthsprecedlllgthesurvey

Duringthe12monthsprecedingthesurvey

Duringthe12monthsprecedingthesurvey

辛Amongstudentswhohadsexuaiintercourse.

§Amongstudentswhorodebicyclesduringthe12monthsprecedingthesurvey.

[Amongstudentswhorodemotorcyclesduringthe12monthsprecedingthesurvey.

器 comparableitemsWithYRBS(2001)byCDCintheUS.
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各危険行動の質問項目の欠損億については,也

現状況の性別学年別での集計では母数に含め,

x2検定および相関係数算出では母数から除い
た｡統計上の有意水準は,すべて5%とした｡

データの主な集計および解析にはSPSSll.OJ

forWindowsを用い,95%信頼区間の算出では

MicrosoftOfficeExcel2003を用いた｡

Ⅲ.結 果

l.危険行動の実態

1)身体運動

身体運動の実施については,通学,体育授業,

部活劫,地域のスポーツクラブ等を含めて回答

するよう求めた｡この7日間で3日以上の,1

回20分以上の ｢有酸素運動｣は男子55.7%,女

子36.6%,｢筋力運動｣は男子36.0%,女子
19.8%,｢ストレッチ運動｣は男子37.9%,女
子28.6%であり,3項目とも女子が男子に比し

て有意に低率を示した｡また,いずれの項目も

男女とも高学年ほど有意に低率となり,特に高

3女子の ｢筋力運動｣では14.8%を示した｡な

お一方,この7日間で行った日が ｢まったくな

かった｣と回答した者は,｢有酸素運動｣男子

13.3%,女子24.7%,｢筋力運動｣男子31.8%,
女子48.0%,｢ストレッチ運動｣男子30.5%,
女子32.4%であった｡

2)食 行 動

この7日間で,毎日の ｢朝食摂取｣は男子

63.1%,女子64.6%であり,男子では高学年ほ

ど有意に低率となり,高3では56.6%を示した｡

なお一方,｢まったく食べなかった｣と回答し
た者は,男子8.0%,女子4.2%と低率ながらみ

られ,男子では高学年ほど有意に高率となり,

高3では10.5%を示した｡昨日の5品目(種類)

以上の ｢野菜 ･果物摂取｣は男子59.1%,女子

64.6%であり,男子が有意に低率を示した｡

この30日間における,24時間以上の ｢絶食｣,

｢唯吐 ･下剤｣,｢やせ薬｣による危険なダイ

エット3項目については,男子では0.6-1.9%

であった｡また,女子では1.5-6.2%であり,

高3女子の後者2項目がやや高かった｡
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3)喫 煙

今までの ｢喫煙経験｣は男子52.5%,女子

35.2%,この30日間で1日以上喫煙した ｢月喫

煙｣は男子27.6%,女子13.4%であった｡また,

この30日間の喫煙の程度については,20日以上

の ｢多目喫煙｣は男子19.0%,女子6.6%,1

日平均11本以上の ｢多量喫煙｣は男子7.9%,

女子1.7%であった｡全4項目とも,男子が女

子に比して有意に高率を示した｡また,男子の

全4項目および女子の ｢喫煙経験｣を除く3項

目については高学年ほど有意に高率を示した｡

4)飲 酒

今までの ｢飲酒経験｣は男子78.3%,女子

73.4%,この30日間で1日以上飲酒した ｢月飲

酒｣は男子41.1%,女子35.5%であった｡また,

10日以上の｢多目飲酒｣は男子4.1%,女子2.2%

であった｡アルコールのいわゆる｢イッキ飲み｣

をしたことがある者は男子30.6%,女子20.9%

であった｡全4項目とも,男子が女子に比して

有意に高率を示した｡また,男子の全4項目お

よび女子の ｢多目飲酒｣を除く3項目について

は高学年ほど有意に高率を示した｡

5)薬物乱用

今までの薬物乱用の経験については,｢シン

ナー｣男子2.8%,女子1.5%,｢覚せい剤｣男
子0.6%,女子0.3%,｢大麻｣男子1.1%,女子
0.4%であり,3項目とも男子が女子に比して

高率を示した｡また,男子の ｢大麻｣について

は高学年ほど高率となり,高3では2.1%を示

した｡

6)性的行動

今までの ｢性交経験｣は,男子26.2%,女子

30.3%であり,女子が有意に高率を示した｡ま

た,男女とも高学年ほど有意に高率となり,高

3では男子38.5%,女子38.6%を示した｡

最近の性交時での避妊方法については,｢コ

ンドーム使用｣が性交経験者のうちの男子

62.2%,女子60.5%であった｡なお,次いで

｢何も避妊しなかった｣が男子24.6%,女子

28.1%であった｡
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7)交通安全上の行動

｢シートベルト非着用｣(ほかの人が運転する

自動車に同乗するときに｢めったに着用しない｣

と ｢まったく着用しない｣の回答の合計)につ

いては男子33.3%,女子35.3%であり,女子が

有意に高率を示した｡なお,本項日では,座席

が助手席か後部座席かについては特に限定され

ていない｡｢ヘルメット非着用｣(この12ケ月間

に ｢めったに着用しなかった｣と ｢まったく着

用しなかった｣の回答の合計)については,男

女ともに,この12ケ月間で自転車に乗った者の

うちの96.9%であった｡同様に,オートバイで

は男子36.9%,女子54.2%であり,女子が有意

に高率を示した｡この30日間での ｢自転車の飲

酒運転｣は男子17.8%,女子9.9%であり,男

子が有意に高率を示した｡また,男子では高学

年ほど有意に高率となり,高3では20.9%で

あった｡この30日間での自転車,オートバイ,

自動車等の ｢飲酒運転への同乗｣は男子18.9%,

女子21.6%であり,女子が有意に高率を示した｡

8)暴力 ･武器携帯

｢武器携帯｣については,この30日間にナイ

フ,こん棒,カミソリ,チェーン等を武器とし

て持ち歩いたことがある者が男子4.1%,女子

5.9%であり,女子が有意に高率を示した｡ま

た,女子では低学年ほど有意に高率となり,高

1では6.9%であった｡同株に,この30日間の

｢学校での武器携帯｣をみると,男子3.0%,

女子5.4%で,女子が有意に高率を示した｡

｢暴力行為｣については,この12ケ月間にけ

んかをして,ほかの人を殴ったり,蹴ったりし

たことがある者が男子18.6%,女子9.9%であ

り,男子が有意に高率を示した｡また,男子で

は低学年ほど有意に高率 とな り,高1では

21.8%であった｡同様に,この12ケ月間の ｢学

校での暴力行為｣をみると,男子10.1%,女子

1.5%で男子が有意に高 く,また男子高1が

13.2%と最も高率を示した｡

9)自傷行動

｢絶望感｣については,この12ケ月間に2週

間以上続けてほとんど毎日悲しんだり,絶望し
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たりしたことがあった者が男子20.8%,女子

30.8%であり,女子が有意に高率を示した｡ま

た,男子では高学年ほど有意に高率を示し,高

3では22.7%であった｡女子では学年間に有意

差はみられず,各学年とも30%以上を示した｡

｢自殺願望｣については,この12ケ月間に死に

たいと深刻に思ったことがある者が男子16.2%,

女子30.4%であり,女子が有意に高率を示した｡

2.危険行動問の関連

29項目間の相関係数を男女別にTable3に示

した｡

まず,身体運動3項目,食行動5項目,喫煙

4項目,飲酒4項目,薬物乱用3項目,交通安

全上の行動3項目,暴力 ･武器携帯4項目,自

傷行動2項目の8行動 (｢性交経験｣1項目の
みの性的行動は除く)の各行動内における項目

間の関連についてみると,食行動以外では男女

共に全て有意の正の相関,すなわち二項目間に

おいて一方が好ましくない状況にあると他方も

好ましくない状況にあることが認められた｡ま

た,食行動内においては,｢野菜 ･果物摂取｣
と危険なダイエットとの間の男女各1例を除く

全てに有意の正の相関が示された｡

次に,9つの行動間の関連について注目する

と,喫煙,飲酒,薬物乱用,性的行動,交通安

全上の行動,暴力 ･武器携帯,自傷行動の7行

動における計21項目の間では,有意の正の相関

が男女共にほぼ認められたが,食行動および身

体運動についてはこれらの行動とはやや異なる

傾向が示された｡

食行動に関してみると,｢朝食摂取｣と上述

の7行動21項目との間については,ほぼ全てに

有意の正の相関が男女共に認められた｡また,

危険なダイエットの3項目については,女子で

は21項目のほとんどと有意の正の相関が認めら

れた｡しかし,男子では有意の正の相関を示す

ものは多くなく,有意の負の相関が2例みられ

た｡また,｢野菜 ･果物摂取｣については,21
項目と有意の正の相関を示すものは男女共に過

半数であり,負の相関を有意に示すものはみら

れなかった｡
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身体運動の3項目についてはいずれも,男女

共に総じて,他の行動との有意の正の相関を示

すものは多くなかった｡また,男子では,身体

運動の3項目と ｢飲酒経験｣との間に,｢筋力
運動｣についてはさらに8項目(｢月飲酒｣,｢多
目飲酒｣,｢覚せい剤｣,｢性交経験｣,暴力 ･武
器携帯の全4項目)との間に,それぞれ有意の

負の相関が示された｡女子では,｢筋力運動｣
と ｢畷吐 ･下剤｣および ｢シンナー｣との間に

有意の負の相関がみられた｡

なお,全29項目の中で,他の28項目全てとの

間に有意の正の相関を示したものは,女子の

｢朝食摂取｣,｢喫煙経験｣,｢月喫煙｣,｢多目喫
煙｣,｢性交経験｣の5項目であった｡男子では
そうした項目はみられなかったものの,｢朝食
摂取｣および ｢多量喫煙｣が27項目との間に有

意の正の相関を示した｡

Ⅳ.考 察

本研究では,危険行動の包括性を重視する立

場から実態の特徴について考察する｡

まず,危険行動の出現状況に関して,男女差

および学年の傾向について述べる｡

ほとんどの危険行動の出現について男女差が

みられ,劣悪な状況は男子あるいは女子のどち

らかに一方的に偏るのではなく行動によって異

なった｡すなわち,女子に比べて男子の方が望

ましくない状況の項目は,喫煙,飲酒,薬物乱

用,暴力,｢野菜 ･果物摂取｣,｢自転車の飲酒
運転｣であった｡逆に,女子の方が望ましくな

い状況の項目は,身体運動,武器携帯,自傷行

動,｢帳吐 ･下剤｣や ｢やせ薬｣によるダイエッ
I,｢性交経験｣,｢オートバイヘルメット非着
用｣,｢シートベルト非着用｣,｢飲酒運転への同
乗｣であった｡このように危険行動の出現に男

女差が生じる原因の一つとしては,セルフエス

テイーム14),感覚刺激探求25)などの心理社会的

要因の男女差による影響が推測される｡また,

性ホルモンなどによる生物学的な男女の発達特

性の違いが,その背景にあるとも考えられる｡

なお,出現状況に男女差がみられなかった項目
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として ｢朝食摂取｣,｢絶食｣によるダイエット,
｢自転車ヘルメット非着用｣の他に ｢コンドー

ム使用｣も示され,注目された｡

学年の進行に伴う危険行動の出現については,

身体運動,喫煙,飲酒,｢性交経験｣等をはじ
めとして,男女共に総じて高1から高3になる

にしたがって悪化する傾向が示された｡ただし,

男女の ｢オートバイヘルメット非着用｣,男子

の ｢暴力行為｣,｢学校での暴力行為｣,女子の
｢シートベルト非着用｣,｢武器携帯｣の出現に
ついては,逆に学年が上がるにつれて良好な状

況を示した｡ヘルメットやシートベルトの着用

に関しては,高学年ではオートバイや自動車の

運転免許を取得する者が現れるので,そこでの

安全教育の影響かもしれない｡また,暴力 ･武

器携帯に関しては,高学年になると問題の解決

等に対してそれらに依存することが少なくなる

とも推測される｡いずれ,その原巨馴ま不明であ

り課題として残されるが,それとともにこれら

の危険行動の出現のピークについて明らかにす

ることが必要であろう｡政府関係による青少年

の非行や暴力に関する調査の結果では,高校生

より中学生の方が暴力の出現の割合が高いこと

が報告されている26-28)｡これらを踏まえると,

今後は中学生を対象にした危険行動調査も,そ

の質問内容について慎重に吟味した上で実施さ

れることが望まれよう｡

次に,本調査と同年に実施された米国CDC

によるYRBS(2001年)の10-12学年 (15-18

読)の調査結果6)と比較可能な25項目について

概観し,日本の高校生(高1-高3,15-18歳)

における危険行動の出現の特徴を述べる｡なお,

こうした日米比較では,一般的に,両国間の学

年の始まりに半年間のずれがあること,異なる

言語による質問紙調査であること等の一定の限

界があり,慎重に捉える必要がある｡また,本

調査は,青少年の危険行動の日米比較を視野に

入れながらも,日本の状況を的確に把握するこ

とを最も重視する必要から質問文における例示

の仕方等について独自に工夫した部分がある｡

こうした点を十分注意して比較してみるならば,
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両調査とも無作為抽出による大規模な全国調査

で,学校 ･クラス単位の生徒が対象である等調

査方法についての比較性も高く,ここで示され

る知見は貴重な示唆を与えると思われる｡

日米の各行動の出現率の間に95%信頼区間が

重ならない場合に有意差があると判断する

と29)30)(Table2,Table4),｢有酸素 運 動｣,
｢筋力運動｣,｢シートベルト非着用｣,｢自転車
ヘルメット非着用｣については,日本が米国に

比べて男女ともにいずれの学年も望ましくない

状況であることが示された｡なお,本調査は学

級を単位としたクラスター抽出なので,単純無

作為抽出の場合 より標準誤差が大 きくな

り,95%信頼区間の幅も広がることを考慮する

必要がある｡

身体運動に関して,例えば学年別の出現率が

日本の最も低率を示す高3についてみると,過

3日以上の ｢有酸素運動｣の実施は男子では日

本47.5%,米国66.1%,女子では日本31.1%,

米国45.4%であり,同様に ｢筋力運動｣の実施

は男子では日本28.5%,米国58.4%,女子では

日本14.8%,米国37.9%で,いずれも日本が米

国に比べて著しく低率であった｡日本の調査で

は質問文に通学,体育授業,部活劫,地域のス

ポーツ活動等を含めて回答することが明示され,

米国の調査では特にそうした例示がないという

表記上の違いがあるものの,両調査とも体育授

業や通学時等も含めた生活全体における身体運

動の状況についての結果である｡そして,日本

の高校では体育授業は週2-3時間が必修であ

り31)32),通学時に自転車を利用する者も多く,

一方米国では,体育授業は必ずしも必修ではな

く33),通学時での自転車利用もあまりみられな

いことを踏まえるならば,日本の高校生におけ

る身体運動の低調な状況はかなり危供される｡

今後は,例えば体育授業の中で個々の生徒に一

定の運動量を確保することも一つの方法かもし

れないが,それよりも ｢体育｣･｢保健体育｣の
教科を中心に,児童生徒が日常生活の中で身体

運動をもっと積極的に,主体的に実践するよう

になるための行動科学を重視した教育の充実を

学校保健研究 JpnJSchooIHealth48;2006

図ること等が肝要と思われる｡

｢シートベルト非着用｣に関しては,例えば

日本の最も高率を示す高1についてみると,男

子では日本34,8%,米国16.6%,女子では日本

37.7%,米国10.3%であり,日本が米国に比べ

て極めて高率であった｡｢自転車ヘルメット非

着用｣に関しては,米国 (男子85.0-87.7%,

女子81.5-86.2%)に比べて,日本 (男子93.5

-99.1%,女子91.7-99.6%)が男女ともいず

れの学年も10%前後の高率であった｡また同様

の項目である ｢オートバイヘルメット非着用｣

に関しても,男子の高2と高3を除き,米国

(男子高136.9%,女子25.7-33.9%)に比

べ て 日本 (男 子 高151.1%,女 子42.9-

68.20/a)が著しい高率を示した｡シートベルト

やヘルメットの着用が,このように米国に比べ

て日本の方が低調な状況にあることは社会的,

文化的違いが背景にあると思われる｡例えば,

米国では,助手席のみならず後部座席のシート

ベルト着用も過半数の州において,また自転車

ヘルメットの着用は学齢期までの子どもに対し

て20州およびコロンビア特別区において,それ

ぞれ法律で義務づけられており,日本 (後部座

席のシートベルト着用は努力義務,自転車ヘル

メットは着用義務なし等)に比べて,法的に整

備されている｡いずれにしても,これらの非着

用は事故発生時には自らの生死に直結する重大

な問題であり,日本の実態の改善は重要な課題

と言える｡

次に,男女別に前述の他に注目すべき点をみ

ると,男子では,喫煙に関して日米ともに憂慮

される状況である中で,日本の高3においては

特に重篤な喫煙がより問題であることが指摘さ

れる｡すなわち,この30日間に1日以上の ｢月

喫煙｣では日米の高1-高3の各学年間に差が

な く (日本21.7-36,8%,米国25.4-37.5%),

同程度であった｡そして,この30日間に20日以

上の ｢多目喫煙｣については,高1と高2では

日米間に差がなく,高3では米国 (22.0%)に

比べて日本 (28.6%)が有意の高率を示した｡

同様に,1日平均11本以上の ｢多量喫煙｣につ
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Table4 (Reference)PercentageofUShighschoolstudentswhoengagedinriskbehaviors:results

fromYRBS(2001)6'byCDC

loth llth 12th loth llth 12th

% 95%CI % 95%CI % 95%CI % 95%CI % 95%CI % 95%CI

1.vigorousphysicalactivity

2.StI'engthenlngeXerCISeS

6.Wentwithouteatlngfor≧24hours

7.Vomitedortooklaxatives

8.Tookdletpllls.powders,Orllquids

9.LifetimeCigaretteuse

10.Currentcigaretteuse

ll.Currentfrequentcigaretteuse

12.Smoked>10ClgaretteS/day

13.Lifetimealcoholuse

14,Currentalcoholuse

17,LlfetlmeInhalantuse

18.Llfetimemethamphetamlneuse

19.LlfetlmemarijuanatlSe

20.Everhadsexualintercourse

22.Rarelyorneverworebicyclehelmetsi

24.Rarelyorneverworemotorcyclehelmets1

25.Rarelyorneverworeseatbelts

74,071.6-76.4 72.269.i-75.3 66.161.0-71,2

63.461.2-65.6 63.059.2-66.8 58.454.0-62.8

7.6 6.0-8.2 6.5 5.0-8.0 6.4 4.7-8.1

3.4 2.2-4.6 2.2 1.4-3.0 2.3 1,3-3.3

5.24.3-6.1 5.54.4-6.6 5.13.5-6.7

65,461.1-69.7 68.264.5-71.9 72.569,1-75.9

25.421.9-28.9 32.327.3-37.3 37.532.9-42.1

12,410.0-14.8 17.513.9-21.1 22.017.8-26.2

4.7 3.3-6.1 6.44.3-8.5 7.5 5.1-9.9

60.156.5-63.7 50.847.5-54.1 45.442.4-48.4

44.741.3-48.1 39.736.0-43.4 37.935.2-40.6

21.218.6-23.8 16.314.3-18.3 16.413.6-19.2

8.5 7.1-9.9 6.6 5.4- 7.8 7.0 5.1-8.9

13.110.5-15.7 12.210.i-14.3 15.913.4-18.4

59.855.9-63.7 63.560.2-66.8 69.764.7-74.7

28.424.6-32,2 27.324.0-30.6 33.127.8-38.4

12,310,3-14.3 12.910.7-15.1 20.015.7-24.3

2.4 0.9-3.9 3.2 1.9- 4,5 5.7 3.9-7.5

75.673.3-77.9 81.477.8-85.0 84.782.1-87.3 76.974.7-79.1 79.375.6-83,0 85,583.2-87.8

46.943.8-50.0 53.649.3-57.9 56.653.5-58,2 43.540.4-46,6 45.i42.1-48.1 53.94g.6-58.2

13.6ll.3-15.9 14.8ll.7-17.9 13,710.6-16.8 14.4ll,2-17.6 12.910.4-15.4 11.3 8.9-13.7

10.58.7-12.3 9.4 6.9-ll.9 14.2ll.9-16.5 8.9 7.0-10.8 8.9 7.1-10.7 11.5 7.9-15.1

46.i42.6-49.6 51.747.5-55.9 54.251.1-57.3 37.534.9-40.1 42.639.2-46.0 48.943.5-54.3

42,238,i-46.3 54,050,4-57.6 61.056.7-65.3 39,336.2-42.4 49.745.8-53.6 60.154.7-65.5

85.080.3-89.7 87,784.8-90,6 87.183.9-90.3 81.576,8-86,2 86.282.6-89.8 85.179.5-90.7

36.930.3-43.5 44.038.1-49,9 42.337.2-47.4 30.223.5-36.9 33.925.7-42.1 25.718.4-33.0

16.614,3-18.9 17.514.6-20.4 18.615.7-21.5 10.38.1-12.5 9.7 7.9-ll.5 9.4 6.9-ll.9

26.Rodewithadmverwhohadbeendrmklngaicohol31.527.6-35.4 32.829.4-36.2 34.531.0-38,0 29.927.0-32.8 25.422,6-28.2 31,327.3-35.3

27.Carrledaweapon 28.424.4-32.4 28.123.9-32.3 25.621.5-29.7 5,4 4.2-6.6 5.9 4.5-7.3 5.3 3.6-7.0

28.Carrledaweapononschoolproperty 10.58.5-12.5 9.5 6.9-12.1 9.67.5-ll.7 2.9 2.0-3.8 2.9 2.0-3.8 2.7 1.6-3.8

29.1maphysicalfight 45.041.0-49.0 38.035.1-40.9 36.534.2-38.8 24,922.3-27.5 20.318.4-22.2 16.913.7-20.1

30.InaphysICal鞄htonschoolproperty 19.516.5-22.5 13.8ll.7-15.9 10.78.6-12.8 7.7 6.3-9.1 5.1 3.9-6.3 4.4 3.1-5.7

31.Feltsadorhopeless 19.717.6-21.8 23.421.6-25.2 20,518.6-22.4 34.631.7-37.5 33.931.5-36.3 33,228.7-37.7

32.SeriouslyconsideredattemptmgSuicide 13.8ll.6-16,0 14.1ll.9-16.3 13.712.2-15.2 24.120.6-27.6 23.620.5-26.7 18.914.7-23.1

Itemnumbers(卜32)issameasTablel▲

§Amongstudentswhorodebicyclesduringthe12monthsprecedingthesurvey.

¶Amongstudentswhorodemotorcyclesduringthe12monthsprecedingthesurvey

いても高3で米国 (7.5%)より日本 (12.7%) 年の喫煙をなくすことを目標にしている｡因み

が有意の高率を示した｡周知のように,日本で に,米国のHealthyPeople2010では9-12学

は丁健康日本21｣34)の中で,2010年までに未成 年の月喫煙を160/Oまで減少させることを目標と
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している35)｡日本ではより一層,青少年の喫煙

を助長する社会環境の改善や喫煙防止教育の充

実等の対策が強力に推進されることが求められ,

その成果が期待されるところである｡

女子では,先に述べた ｢オートバイヘルメッ

ト非着用｣に加えて,高1-高3の｢自殺願望｣

および高1と高2の ｢学校での武器携帯｣にお

いて,日本が米国に比べて有意に高率を示した｡

特に ｢自殺願望｣に関しては,米国の20%前後

に対して日本は30%前後と高い割合であり,注

目される｡実際の15-19歳女子の自殺による死

者については,日本は10万人当たり3.9人36)で

あり,米国の2.4人37)よりも多 く,こうした状

況を裏付ける結果と言える｡また,武器携帯に

ついては,その質問文において,米国では ｢銃,

ナイフ,こん棒など｣が,日本では銃を除いて

｢ナイフ,こん棒,カミソリ,チェーンなど｣

がそれぞれ武器の例として示されている｡日本

の高校生女子の武器携帯が米国と同程度あるい

はそれ以上の割合 (｢学校での武器携帯｣高1:

日本6.3%,米国2.9%,高2:日本5.5%,莱

国2.9%,高3:日米間に有意差なし,｢武器携
帯｣高1-高3いずれも日米間に有意差なし)

を示した本結果については,この例示の違いを

考慮して慎重に受け止める必要があるものの,

いずれ武器携帯は無視できない問題であると言

えよう｡

この他の項目,すなわち危険なダイエット,

薬物乱用,性交経験,暴力等に関しては,日本

の高校生は米国との比較において有意に劣悪で

はなかった｡しかしながら,本調査結果が示す

現状は米国のような状況に陥っていないとして

ち,深刻に受け止めるべきであることは言うま

でもない｡これらの危険行動については,特に

今後の出現状況の動向に注意すると共に,防止

教育の一層の充実,強化を図り,今以上の悪化

を抑制するのみならず更なる改善に努めること

が肝要であることが強調されなければならない｡

ここでさらに,日本の特徴的な課題として取

り上げた項目に関して,特筆すべき二点につい

て述べる｡
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その一つは,アルコールの ｢イッキ飲み｣に

関して,その経験者が高1から高3にかけて2

倍以上に急増し,高3の男子では42.6%,女子

では27.2%に昇っていることである｡近年,大

学生の急性アルコール中毒による犠牲者が多発

したことから,イッキ飲みをはじめとして飲酒

に対する厳しい対策を講じる大学が増えたが,

高校においても重大な問題になっていると思わ

れる｡学校では,飲酒防止教育の中でイッキ飲

みの防止も十分視野に入れて,その推進を図る

ことが望まれる｡また,家庭や地域との連携の

充実,強化が不可欠であり,少なくとも未成年

に対して周囲の大人がアルコールを提供しない

ことやアルコールの販売禁止を徹底することが

急務であろう｡

もう一つは,｢朝食摂取｣に関して,この7
日間で毎日食べた者が男女共に65%前後に留

まっていることである｡｢健康日本21｣34)におい

ては,中学生 ･高校生の朝食を食べない者をな

くすという目標が示されている｡朝食の欠食は,

就寝前に夜食を食べたり,昼食前に間食したり

することになる等の生活リズムに合わない食生

活の問題を含んでいる｡2005年に施行された食

育基本法は,こうした状況を改善する大きな推

進力になることが期待される｡

以上,日本の高校生における危険行動の実態

について述べてきたが,これらの今後の動向に

ついても注目していくべきである｡その際の課

題として,諸外国の青少年の危険行動との比較

の視点や日本社会のニーズ等を考慮しながら,

質問項目をさらに検討する必要があろう｡なお

本調査では,｢野菜 ･果物摂取｣については,1
日に野菜と果物を合わせて5品目 (種類)以上

食べた者の割合を把握した｡世界がん研究基金

米国がん研究財団では,がん1次予防のための

食物 ･栄養に関する勧告の一つとして,種々の

野菜と果物を年間通じて1日当たり400-800グ

ラムを食べることを示している38)｡1991年から

米国で始められ,現在では多くの国々において

展開されつつある ｢ファイブ ･ア･デイ (｢5

ADay｣)｣運動では,野菜と果物を1日当たり
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400グラム (5 Servings)以上摂取することを

提唱している39)｡本調査の ｢野菜 ･果物摂取｣

の項目は,これらの考え方に基づいており,

｢400グラム (5Servings)｣を｢5品目 (種類)｣

と表した｡その後2005年に,日本の厚生労働省

と農林水産省の ｢フードガイド(仮称)検討会｣

によって作成された ｢食事バランスガイド｣で

は,Servingsを ｢1つ｣,｢2つ｣と数えて表す
単位と解釈され,｢つ (SV)｣と示された｡ま
た,日本では果物は食後や間食のデザートとし

て食べられることが多い等の理由から野菜と分

けて,それぞれの摂取の量的な目安が提示され

た40)｡今後はこうした考え方を踏まえて質問項

目を再検討し,その動向を把握することも有意

義と思われる｡

最後に,危険行動間の関連について考察する｡

諸外国の先行研究をみると,青少年の喫煙,飲

酒,薬物乱用の出現の間に関連があること411 3)

や,喫煙と性的行動44),飲酒と性的行動45),飲

酒と交通安全行動46)等のように,喫煙,飲酒,

薬物乱用と他の特定の危険行動との間に関連が

あることが示されている｡また,喫煙47)48),学

校での武器携帯49),自殺の試み経験50),不健康

な食行動51)等に注目し,それぞれの危険行動と

その他の多くの危険行動の出現との関連が検討

され,青少年の危険行動の出現において包括的

な関連性があることが示唆されている｡日本で

は,川畑ら川による高校生の月喫煙,月飲酒,

薬物乱用経験についてのもの,和田ら52)53)によ

る中学生の喫煙経験,飲酒経験,シンナー乱用

経験についてのもの等がみられ,青少年の喫煙,

飲酒,薬物乱用の出現の間に関連があることが

指摘されている｡また,Takakuraら21)が沖縄

県の高校生の月喫煙,月飲酒,シンナー乱用経

敬,シートベルト非着用,自殺願望,性交経験,

喧吐 ･下剤使用によるダイエット,有酸素運動

不足の8行動間の関連について検討した報告が

ある｡その結果では,全28例中,男子13イ札 女

子18例で有意の正の相関が示され,特に月喫煙

と月飲酒,月喫煙と性交経験,月飲酒と性交経

験の各関連が強いことが指摘された｡なお,秦
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力や武器携帯については取り上げられておらず,

それらとの関連については不明である｡

本研究では,暴力 ･武器携帯を含めた9つの

行動についてそれぞれ複数の項目 (性的行動は

1項目)を取 り上げ,全406例の項目間の関連

を検討した｡その結果,男子では,喫煙,飲酒,

薬物乱用,交通安全上の行動,暴力 ･武器携帯,

自傷行動のそれぞれの全項目,｢朝食摂取｣,
｢性交経験｣の計22項目の間で,好ましくない

状況の出現について有意の正の相関が明らかに

認められた｡また,女子ではこれらの22項目に

危険なダイエット3項目を加えた項目間におい

て,有意の正の相関がほぼ認められた｡その他

については,すなわち男女の身体運動および

｢野菜 ･果物摂取｣,男子の危険なダイエット

においては,他の危険行動と限定的に正の相関

が示された｡これらの結果については,対象が

大数であることから,相関係数の債が小さくて

も有意になりやすいことを考慮しなければなら

ないが,身体運動などの一部を除くほとんどの

危険行動について,同時にあるいは連鎖的に複

数出現するという予測を支持したと言える｡

青少年の危険行動の出現においてこうした関

連性が認められることは,その背景に共通する

要因があると考えられる｡生物学的要因,心理

社会的要因,環境的要因等の様々な因子が複雑

に絡み合って,青少年の危険行動の出現に関与

していると思われる｡ところで,これまでの国

内外における危険行動の関連要因についての研

究では,セルフエステイーム等の特定の心理社

会的要因に焦点を当てた報告が目立つ14)54卜56)0

こうした知見は,効果的な教育的介入アプロー

チを明らかにする上で貴重である｡今後はそれ

と共に,より効果的な対策を講じるために様々

の関連要因を包括的に捉えて,各要因の関連を

構造的に明らかにすることが望まれよう｡例え

ば,Irwinらによる生物心理社会的因果モデ

ル57)やMcCabeらによる生物社会的モデル58)等

の理論モデルも参考になる｡大学生については,

生物心理社会的因果モデルの要因を部分的に検

証した報告59)がみられ,このような研究成果が
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日本の青少年の危険行動について蓄積されるこ

とが期待される｡

なお,男女の身体運動や男子の危険なダイ

エットについては,他の一部の危険行動との間

に負の相関もみられ,特に男子の筋力運動では

顕著であったが,その背景の解明も注目に億す

る今後の課題である｡

V.ま と め

本研究の目的は,全国調査により日本の高校

生における危険行動の出現状況を把握し,主と

して米国CDCのYRBS(2001年)の結果と比較

して日本の特徴を明らかにすること,および危

険行動間の関連について検証することであった｡

調査は自記式無記名の質問紙調査法で,2001年

10月より12月にかけて実施した｡解析対象は参

加した106校の高1-高3の11,113人であった

(学校参加率51.2%,有効回答率99.2%)0

主な結果は次の通りであった｡

1)危険行動の出現状況については男女差が多

くみられた｡すなわち,女子に比べて男子の

方が望ましくない状況のものは喫煙,飲酒,

薬物乱用,暴力,｢野菜 ･果物摂取｣,｢自転
車の飲酒運転｣であった｡一方,女子の方が

望ましくない状況のものは,身体運動,武器

携帯,自傷行動,｢唯吐 ･下剤｣や ｢やせ薬｣
によるダイエット,｢性交経験｣,｢オートバ
イヘルメット非着用｣,｢シートベル ト非着
用｣,｢飲酒運転への同乗｣であった｡
2)危険行動の出現は,男女共に総じて高1か

ら高3になるにしたがって悪化する傾向が示

された｡ただし,男女の ｢オー トバイヘル

メット非着用｣,男子の暴力,女子の ｢シー

トベルト非着用｣,｢武器携帯｣については,
逆に学年が上がるにつれて良好な状況を示し

た｡

3)米国に比べて日本の高校生は,｢有酸素運
動｣,｢筋力運動｣,｢シートベルト非着用｣,
｢自転車ヘルメット非着用｣について,男女

ともにいずれの学年も劣悪な状況であった｡

また,男子では高3において重篤な喫煙が,

学校保健研究 JpnJSchooIHealth48;2006

女子では ｢自殺願望｣や ｢学校での武器携帯｣
等が,それぞれ米国よりも憂慮される状況で

あった｡危険なダイエット,薬物乱用,｢性
交経験｣,暴力等に関しては,日本の高校生

は米国のような劣悪な状況ではなかったが,

今後の動向に特に注意していく必要がある｡

4)日本の特徴的な課題として取り上げた,ア

ルコールの ｢イッキ飲み｣に関しては,その

経験者が高1から高3にかけて2倍以上に増

加 し,高3の男子 では42.6%,女子 では

27.2%に達した｡また,｢朝食摂取｣に関し
ては,この7日間で毎日食べた者が男女共に

65%前後に留まっていた｡

5)危険行動間の関連については,男女共に,

喫煙,飲酒,薬物乱用,交通安全上の行動,

暴力 ･武器携帯,自傷行動のそれぞれの全項

目,｢朝食摂取｣,｢性交経験｣の間で,好ま
しくない状況の出現について有意の正の相関

が認められた｡

今後は,諸外国の青少年の危険行動との比較

の視点や日本社会のニーズ等を考慮しながら質

問項目をさらに検討し,全国調査を継続して行

うことによって,これらの動向を把握していく

ことを課題としたい｡また,危険行動間の関連

性については,本研究の知見等を踏まえて,そ

の背景にある関連要因を構造的に明らかにする

ことが重要な課題である｡

稿を終えるに当たり,本調査にご協力頂いた

学校長はじめ教職員並びに生徒の皆様に深甚な

る謝意を表します｡

本研究は平成12-13年度文部科学省科学研究

餐 (基盤研究(C)(1)課題番号12837001研究代表

者 :野津有司)の補助を得て行われた｡

荏)本稿では,①身体運動,②食行動,③喫煙,

④飲酒,①薬物乱用,⑥性的行動,①交通安全
上の行動,(参暴力･武器携帯,⑨自傷行動の9

行動における各項目については,｢｣で示した｡
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重 き 二 2次健康診断での脈波伝播速度計測導入の試み
一禁煙指導,生活習慣病予防を目的に一

田 中 繁 宏紙 *2･*3,垂 井 彩 末*3

*1武庫川女子大学保健センター

*2武庫川女子大学生活習慣病オープン･リサーチ ･センター

*2武庫川女子大学文学部健康スポーツ科学科

AttempttoEmploythePulseWaveVelocityMeasurement

intheSecondMedicalExamination

-ForthePurposeofCessationofSmokingand

ofPreventionofLifestyleRelatedDiseases-

ShigehiroTanaka*1･*2･*3saimi Tarui*3

*-HealthCenter,MLLkogawaWomen'sUm'versity

*2TheOpenResearch-CenterProjectofMukogawawomen'SUniversL'tyforSludyingLlfestylelMatedDE'seases

*3MukogawawomeT{sUm'versity,DepartmentofHealthandSportsScT'ences,SchoolofLletfers

Cessationofsmoltingisneededsameasotherschoolsamonguniversities,anditiswell

knownthatsmokingisharmfulforhealth,howeveritisnotsowellknOwnthattobaccouse

isanexacerbationfactorofarteriosclerosisobliterans.Weemployedthepulsewavevelocity

(PWⅤ)measurementinthesecondexamination.ByusingthePWVinthesecondmedical

examination,medicalpersonnelwereabletobetterinformpatientsoftheirpersonallevelof

arteriosclerosis.Andmedicalpersonnelalsoweremoresuccessfulinencouragingpatientsto

useexercisetherapy,dietcure,cessationofsmokingorvariousmedicalfacilities.

Inconclusion,employingPWVinthesecondmedicalexaminationappearstobesuccess-

fulinaidingpatientstorealizetheneedforthemtochangetheirlifestyleincludingcessか

tionofsmoking.

Keywords:cessationofsmoking,medicalexamination,lifestylerelateddis-

eases,afterwardstep,pulsewavevelocity

禁煙,健康診断,生活習慣病,事後措置,脈波伝播速度

Ⅰ.はじめに

近年,学内禁煙とする短期大学や大学が増加

しているま)2).それに伴い,教職員も学内禁煙が

必要であるが100%達成されている訳ではない.

一方,定期健康診断は健康管理を目的として,

労働安全衛生法に基づき施行され,必要に応じ

事後措置が行われる.一般に職場の健康診断で

レントゲン写真異常などを無視する者はほとん

どいないが,高血圧の2次健康診断が必要とさ

れた場合,結果的に連絡を無視したり,放置す

る者が少なくない.高血圧症の中には喫煙者も

含まれ,閉塞性動脈硬化症を発症している場合

もある.

高血圧症はsilentkillerと呼ばれ,放置すると

脳卒中,心血管疾患などの動脈硬化性疾患へと
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進展しやすく,予防および治療を要する.一方,

脈派伝播速度 (PWV:PulseWaveVelocity)

は動脈硬化の指標となり3)4),冠血管疾患患者で

は高値を示す5)6).pwvは簡便かつ容易な検査

で,その再現性は良好である6)7).従来は頚動脈

と大腿動脈にプローブを装着して計測されてい

たが,最近は四肢にカフを巻いて上腕動脈と足

首動脈 間のPWV (baPWV:brachialanltle

PWV)が容易に測定できるようになった.さ

らに,足関節/上腕血圧比 (Ankle-Brachial

pressureIndex:ABI)が測定され,閉塞性動

脈硬化症の診断にも有効である.閉塞性動脈硬

化症は50歳以上の男性に多くみられ,喫煙,糖

尿病,肥満などによって悪化する8).一般に喫

煙が肺癌の原因となる可能性があることはよく

知られているが,閉塞性動脈硬化症の増悪因子

となることはあまり知られていない.本学では,

これまで高血圧2次健康診断要受診者は,本人

に健康診断結果を文書で通知し,医療施設など

の受診は個人任せにしてきた.今回,初めて

PWV導入による高血圧2次健康診断で,具体

的に医療機関への紹介,閉塞性動脈硬化症の発

見など有用性が確認できたので報告する.

Ⅲ.対象と方法

平成16年度,本学の職員健康診断 (総対象者

数587名,総受診者数516名 (受診率 :87.9%))

の内,高血圧の2次健康診断対象者136名 (敬

縮期血圧140mmHg以上または拡張期血圧90

mmHg以上)(男性 :94名,女性 :42名)の中

で受診者100名 (男性 :68名,女性 :32名)(衣

1)を対象とした.

上記136名に対し,学内案内文書および大学

保健センター看護師からの電話で,血圧の再測

定,PWVを測定することと,それらの結果と

1次健康診断の結果との総合的な説明を2人の

医師のどちらかが行うことを連絡した.PWV

および脈拍数は血圧脈派検査 (form PWV/

ABI:日本コ-リン社製,Tokyo,Japan)を用

いて,5分間,安静臥床の後に測定 した.

PWV測定を含め2次健康診断は,平成16年度

449

に初めて行った.

得られた結果は身長,体重,年齢を含め平均

(標準偏差 :SD)で示した.平成15年と平成16

年の内科未受診者および血圧未測定者の比較は

SPSS(DrSPSSII)によりx2検定を使用した.

Ⅲ.結 果

定期健康診断での内科検診は文書および電話

による受診推奨を平成14年度から行っており,

未受診者数は減少傾向にあった (表2).今回

初めて内科検診を予約制にしたことで,受診者

数が増加した (表2).平成15年と平成16年の

内科末受診者および血圧未測定者の比較 (x2
検定)では,Pearsonのx2値は48.61で,有意

差を認めた (表3).

高血圧2次健康診断受診者の内,至適 ･正

常 ･正常高値血圧者28名 (表1:白色部分).

その内PWV値正常者 (測定機器に記載された

健常人での平均値±SD以内の者)は計6名,

岳催者 (測定機器に記載された健常人での平均

値±SDを超える者)は計22名であった.軽度 ･

中等症 ･重症高血圧は72名 (表1:灰色部分).

それらの内,PWV億正常者は計5名,高僧者

は計67名であった.PWV億および血圧再測定

が正常で,事後処置が必要なしと判断された者

は,11名中1名であった.PWV億は高値だが,

再測定血圧および約1ケ月の血圧測定も正常で,

体組成,日常生活活動でも問題が見つからず,

事後処置は必要なしと判断された者は,89名中

1名だった (表4).14名は高血圧の治療の継

続を指導され,9名は高血圧要治療者として医

療施設への受診をすすめられた (表4).生活

習慣の指導をされたのは63名で,運動をすすめ

られたのが33名,減量をすすめられたのが20名

だった.禁煙4名,節酒6名などの指導がなさ

れた.これらの内3名に閉塞性動脈硬化症の疑

いがあり,専門病院へ紹介となり,うち1名は

閉塞性動脈硬化症であった.

今回,高血圧2次健康診断対象者のPWV値

は,器機に示されている健常人平均値を大きく

上回っていた.PWV億正常者は11名,高値者
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表 1 1次健康診断対象者数および受診者数,2次健康診断対象者数および受診者数,2次健康診断受診

者のうちの血圧値に関する内訳

性 別 男 女 計

次 対 象 者 244 343 587
受 診 者 211 305 516

戻 二次対象者 94 42 136

受 診 者 …身長(cm)巨69.7(6.2) ∃身長(cm)巨55.4(5.4) 100
68≡体重(kg)巨0.0(10.6)L J 32妻体重(kg)巨9.5(10.6)L ｣

暮≡牛齢(歳)i58.1(10.2) 1ぎ年齢(歳)…52.0(10.5)

受 診 率 86.50% 88.90% 87.90%

至適血圧(mmHg) ∃ pwV億I PWV億 … pwV値I

収縮期 い20未満l 6萱正常者 … 2し 3 正常者 … lI 9｢ ｢∃正常者 妻 3L l

拡張期 …85未満 至高使者 ⊇ 4 高値著 書 2 j高値著 書 6

正常血圧(mmHg) I'i PW V値 PWV億 Iti PWV値

収縮期 日30未満I 1 正常者 圭 o ー 10…正常者 … o} 1 ｢正常者 妻 oI

拡張期 …80未満 高値者 … 1 --一一一-------1---------------高値者 ぎ o 高値者 萱 1

正常高値血圧(mmHg) PWV値 PWV億 PWV値

T収縮期 日30-139 9 ｢:正常著 書 1i l '19 …正常者 妻 2 18 ◆1:正常者 … 3

拡張期 …85-89 :高値者 … 8 1:高値者 ぎ 7l :高値者 喜 15

は89名だった (表 4).PWV測定後直ちに印刷 年齢の健常人のPWV億の平均値および標準偏

される報告書には,健常者の加齢に伴い増加す 差とともに自分の測定結果が視覚的に明確に示

るPWV値の平均値 と標準偏差のラインが示 さ されているため,高いPWV億は動脈硬化が遮

れてお り,そのグラフ上に年齢および性別に応 んでいる可能性が高いという自覚をもたらした

じて,個人の測定結果が2つの点 (左側および と考えられる.

右側の測定値) として,それぞれ示された.同
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Ⅳ.考 察

職場での高血圧 2次健康診断は,本学では今

まで個人任せにされてきたが,PWV測定導入

で職員らの健康管理の意識も高まり,今回初め

て施行した高血圧 2次健康診断によって,これ

までより密度の高い健康管理ができた.さらに,

閉塞性動脈硬化症を発見できた.本疾患は喫煙

により増悪すること8)が以前から知 られてお り,

予防するためには,喫煙者は禁煙することが第

-である.

1次健康診断での内科検診の受診者が多かっ

たのは,電話で連絡し,予約制にしたためと考

えられる.平成16年の内科未受診者および血圧

未測定者は36名であった (表 2)が,平成15年

に比 し,有意に減少 した (x2検定)(表 3).
高血圧 2次健康診断も予約制にし,PWV測定

も受診者にアピールしたが,受診率への寄与に

関しては内科検診と同株に,予約制にしたこと

が大きな安園であると推察している (注 :1次

健康診断での内科末受診者数と,高血圧 2次健

康診断の末受診者数との数値が一致しているが,

全 くの偶然である).

今回,2次健康診断でPWVを導入 したのは,

表2 平成13年度からの内科未受診者および血圧

未測定者数

年 度 13年 14年 15年 16年

内科未受診および血圧未測定者数 213名 161名 118名 36名

高血圧2次検診対象者 108名 134名 128名 136名

表3 平成15年と平成16年の内科未受診者および

血圧未測定者の比較 (x2検定)

平成15年 平成16年 x2

健診 内科未受診および血圧未測定者 118 36 *l
(数字 :人数)(*:p<0.01)
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健康診断で高血圧を指摘されながら,放置され

ていることが多すぎるという保健センターの看

護師らの悩みが,発端となっている.つまり高

血圧症という病気を再認識し,高血圧症で医療

施設を受診する必要のある人は,きちんと受診

して欲しいという看護師らのactiveな気持ちか

らである.自覚症状があるような病気の場合,

患者は医療施設を受診するが,自覚症状のない

生活習慣病などの場合は,健康管理する立場の

人はactiveになる必要がある9)ことを再認識さ

せられた.

高血圧症は,糖尿病などと同様に生活習慣病

表4 2次健康診断受診者のうちのPWV億正常者

および高値者に対する事後措置

PWV催 処 置

正常者 ll 男 6 特になし 1

定期的血圧測定 2

生活習慣指導 2

治療継続 0

医療機関紹介 1

女 5 特になし 1

定期的血圧測定 3

生活習慣指導 0

治療継続 1

医療機関紹介 0

高値者 89 罪 62 特になし 0

定期的血圧測定 2

生活習慣指導 43

治療継続 9

医療機関紹介 8

女 27 特になし 1

定期的血圧測定 1

生活習慣指導 18

治療継続 4
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のうちの一つで,初期にはほとんど症状がない

ため注意を要する.治療に関しては,運動療法

単独,運動療法と薬物療法との併用などがすす

められている10).今回,診察時に2人の医師に

よって20名に食事指導が,33名に運動指導が行

われた.

喫煙者は,高血圧や他の循環器系疾患のみで

なく,肺癌,食道癌,胃痛,勝脱癌などの予防

のためにも是非禁煙する必要がある.最近,これ

らのタバコの有害性が広 く認知され,学内禁煙

としている大学が急増している.したがって今

まで以上に教職員も禁煙に努力する必要がある.

V.結 語

1次健康診断での内科受診に関しては,予約

制にすることで受診率が向上した. 2次健康診

断にPWV測定を導入することで,閉塞性動脈

硬化症の発見,さらに高血圧を放置することで

動脈硬化が進行するということを受診者に印象

づけることができた.今まで個人任せにされて

いたが,医療施設を紹介するなど健康診断事後

措置が,より丁寧にできた.以上,2次健康診

断へのPWV測定の導入が禁煙指導を含めて有

用であることを報告した.
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報 告 大学生の血液性状

-BMIで分類した "やせ"との関連一

建 部 貴 弘車1,中 川 武 夫*2,田 中 豊 穂 *2

*1中京大学大学院体育学研究科
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CharacteristicsofBloodTestinUniversityStudents:

AssociationswithUnderweightClassiaedbyBodyMasslndex

TakahiroTatebe*lTakeoNakagawa革2ToyohoTanaka2)

"chukyoUniversityGraduateSchoolofHealthandSportSciences

虫2chukyoUfu-versE'tySchoolofHealthandSportsSciences

BACKGROUND:Althoughtherearemanyresearchesontheassociationsbetweenover-

weightandphysicalcharacteristicssuchasbloodtests,thephysicalcharacteristicsofun-

derweightarenotdiscussedsofrequently.Thepurposeofthisreportistodescribethe

characteristicsofbloodtestsoftheunderweightamonguniversitystudents.

METHODS:Subjectswere2450universitystudents(1584males,866females)whoentered

auniversityinAichiPrefecturefrom1995to1997.Bodytypeswerecategorizedasfollows,

accordingtothestandardofbodymassindex(BMI)bytheJapanSocietyfortheStudyof

Obesity(2000):underweight<18.5,normalrange18.5≦-<25.0,obese25.0≦.TheBMI
werecalculatedbyusingtherecordsoftheperiodicalhealthexamination.Thebloodtest

wasconductedduringthehealthexaminationintheuniversity.Wecomparedtheunder-

weightgroupwiththenormalrangegrouponbloodtestdata.Thehealthexaminationre-

cordswereusedunderthepermissionoftheStudentOfBceoftheUniversity.

RESULTS:Thecommoncharacteristicsofbloodtestsamongtheunderweightgroup,in

bothmaleandfemale,andbothfreshmenandsophomore,were,(1)Totalcholesterolwas

low,HDL-cholesterolwashigh,andtheprevalencerateoflowtotalcholesterollevelwas

high,(2)theserumcreatininewaslow.Furthermore,therewasacleardifferenceonthere-

lationshipsbetweenphysiqueandbloodtestsbetweenmaleandfemale.

CONCLUSIONS:Althoughtherearesomeproblemssuchasconditionsofbloodsampling

anddefmitionofunderweight,weconsiderthattheseresultsindicatethecharacteristicsof

bloodtestsamongtheunderweightdefinedbyBMIwhichdidnotshowcleargrowthsup-

pression.

Keywords:underweight,bodymassindex,bloodtest,universitystudents

やせ,BMI,血液検査,大学生



454

Ⅰ,緒 言

｢やせ｣や ｢月巴滴｣は生活習慣に強く依存し

た健康問題の1つである.近年,中高年のみな

らず若年者においても肥満の増加が指摘され,

生活習慣病との関連で重要な健康問題であると

の認識が広まってきた.肥満の増加が指摘され

る一方,やせ,とくに若年女性のやせの増加を

指摘する報告もある1).

若年女性の痩身願望は顕著で,実測体型より

自己の体型を太っていると考えている者が多

い2~8).若年男性においても体型の誤認識があ

るとの報告がある9)が,これら体型意識に関す

る研究は主に女性が対象である.これまでの報

告lo-ユ3)によると,かなりの若年者が適正体重あ

るいはやせにもかかわらず,やせ願望を持ち,

減量を行っている.過度な減量は過食や拒食な

どの摂食障害はもとより,抑うつ状態などの精

神症状と関連することもある,

肥満に関しては,体脂肪,血圧,血液性状,

長期予後など様々な側面から多くの研究が行わ

れている.これに対して,｢やせ｣に関しては,
摂食障害などの ｢やせ｣に関わる精神的な問題

や ｢やせ｣の体型意識の調査報告は多いが,舵

満と比較して,血液性状などの身体的特徴につ

いて検討した報告は少ない.

本研究では,大学生を対象として ｢やせ｣と

血液検査億の関連について検討を行った.

工.対象 ･方法

C大学で学舎の1995-97年度入学生全員

3,488名を対象にした.そのうち1年次および

4年次の血液検査 ･身長 ･体重のどれかに欠測

項目がある者,1年次の年齢が25歳以上の者お

よび検査項目値に極端な外れ億がある者を除い

た2,450名が分析対象である.外れ値として除

外した例は,GPTが1,000以上の肝機能不全の

疑いのある者 (1名),身長が100cm以下の者

(1名)である.2,450名の内訳は社会学部768

名,情報科学部444名,体育学部1,238名であった.

身体計測および採血は3月下旬から4月上旬
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の午前 9時から12時および午後2時から4時に

行われた.採血は前腕静脈から行った.身体計

測および採血にあたっては,飲食,身体活動な

どの事前の制限は行っていない.

この血液検査はC大学数学部の許可を得て,

健康診断時に行われた.入学時および4年次の

ガイダンスにおいて,健康調査 (血液検査およ

び生活習慣などの質問調査)の主旨および健康

調査と健康診断結果とを結びつけて分析するこ

とを説明して,血液検査および質問調査への協

力を依頼した.質問調査票の回収は血液検査時

に行った.

血液検査は㈱生命情報分析センター (LIAC)

に依頼し,判定基準も同社の基準を使用した.

検討した血液検査項目の判定基準は表1の通り

表 1 血液検査項目の判定基準

項 目 異常値 男 女

GOT 高 40以上

GPT 高 40以上

γ-GTP 高 70以上 30以上

A/G比 低 1.2未満

血清総蛋白 低 6.7未満

血清アルブミン 低 4.0未満

総コレステロール 低 150未満
高 220以上

HDLコレステロール 低 41未満

中性脂肪 高 150以上

血清尿酸 高 7.7以上 5.5以上

血清尿素窒素 高 20.1以上

血清クレアチニン l叫 1.31以上 1.01以上

白血球 低 3,900未満 3,500未満
高 9,801以上 9,101以上

赤也球 低 427未満 376未満
高 571以上 501以上

ヘモグロビン 低 13.5未満 ll.3未満



建部ほか:大学生の血液性状一BMIで分類した"やせ"との関連-

である.

体型の分類は,日本肥満学会 (2000)の基準

に従って,BMI18.5未満を｢やせ｣,18.5-25.0

未満を｢標準｣,25.0以上を｢肥満｣と分類した.

比較は,① 1･4年次別々に｢標準｣群と｢や

せ｣群,② 1年次から4年次の体型変化を考慮

した群の間で行った.①については1年次,4

年次それぞれ前述のBMI基準を適用し3群に分

け,｢標準｣群と ｢やせ｣群で比較を行った.
(参については前述のBMIの基準に従って,1年

次と4年次の体型がともに ｢標準｣であった者

を｢標準-標準｣群,両年次とも｢やせ｣であっ

た者を ｢やせ-やせ｣群とし,4年次の血液検

査億について比較を行った.相関係数は肥満群

を含めた全例を対象として検討した.

統計手法については,BMIと血液検査億の相

関にはPearsonの相関係数,平均値の比較にはt

検定,および異常値出現率の比較にはx2検定

またはFisherの直接確率計算法を用いた.なお,

統計解析にあたっては,正規分布からのずれの

大きかったGOT,GPT,γ-GTP,中性脂肪に

ついては対数変換億を用いた.統計解析には

SPSS12.0forWindowsを使用し,確率5%未

満を有意とした,

Ⅲ.結 果

1.対象者の体格

対象者の体格を表2に示した.｢やせ｣群の
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方が ｢標準｣群より身長がやや低い傾向を示し

たが,その差は女性の4年次を除いて有意では

なかった.4年次女の両群の身長差は1.3cmで

あった.

2.BMlと血液検査項目の相関 (表3)

男性では1年次,4年次ともにGOT,GPT,

γ-GTP,総コレステロール,中性脂肪,血清

尿酸,白血球などで有意な正の相関,HDLコ

レステロールなどで有意な負の相関がみられた.

女性では1年次,4年次ともに血清クレアチニ

ンなどで有意な正の相関,HDLコレステロー

ルなどで有意な負の相関がみられた.女性より

男性の方が有意な相関を示す項目が多く,相関

係数も高い項目が多かった.男女とも両年次で

有意な相関がみられた項目は,血清アルブミン,

HDLコレステロール,中性脂肪,血清尿酸,

血清クレアチニン,白血球であった.

3.rやせ｣群と ｢標準｣群の血液検査平均値
の比較 (表4)
1年次では,男性が女性に比べて ｢やせ｣群,

｢標準｣群の間に有意差のある血液検査項目が

多く,血清総蛋白,血清アルブミン,HDLコ

レステロールではやせ群が有意に高値,中性脂

防,血清クレアチニン,赤也球,ヘマトクリッ

トではやせ群が有意に低値であった.女性では

有意差のみられた血液検査項目は男性に比べて

少ないが,γ-GTPでやせ群が有意に高値,中

性脂肪,血清クレアチニンでやせ群が有意に低

表2 対象者の体格

1年次 4年次

男 (Mean±SD) 標準 (1310) やせ (113) 標準 (1293) やせ (98)

身長 (cm) 171.9±5.80 171.4±6.24 172.3±5.82 171.8±5.92

体重 (kg) 63.7±6.48 52.0±4.26* 64.3±6.54 52.3±4.34*

BMⅠ 21.5±1.58 17.7±0.66* 21.6±1.60 17.7±0.70*

女 (Mean±SD) 標準 (751) やせ (64) 標準 (716) やせ (92)

身長 (cm) 159.1±5.35 158.2±4.78 159.6±5.37 158.3±5.07*

体重 (kg) 53.9±5.66 44.6士3.01* 54.2±5.88 44.3±3.63串

車は標準群との間に有意差のあるもの p<0.05
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表3 BMIと血液検査項目の相関

項 目 名 男 女
1年次 4年次 1年次 4年次

GOT 0.139* 0.299* 0.039 -0.034

GPT 0.383* 0.391* 0.074* -0.018

㍗-GTP 0.378* 0.334* -0.009 -0.021

A/G比 -0.047 -0.070* -0.045 -0.053

血清総蛋白 -0.056* -0.029 -0.047 -0.038

血清アルブミン -0.099* -0.099* -0.090* -0.098*

総コレステロール 0.218* 0.282* 0.065 0.108*

HDLコレステロール -0.217* -0.217* -0.088* -0.141*

中性脂肪 0.273* 0.262* 0.142* 0.164*

血清尿酸 0.204* 0.238* 0.155* 0.166*

血清尿素窒素 -0.015 0.024 -0.052 -0.059

血清クレアチニン 0.116* 0.131* 0.219* 0.184*

白血球 0.157* 0.240* 0.085* 0.149*

赤血球 0.129* 0.106* -0.012 0,011

ヘモグロビン 0.110* 0.084* -0.048 -0.012

ヘマトクリット 0.102* 0.073* -0.041 -0.005*

表4 血液検査倍の体型別比較

項目名(Mean±SD) 男 女
1年次 4年次 1年次 4年次

(n警莞10日 ne=713) 碧 (n=1293) (書 8) 警標準 標準 (書 4) 碧(n=752) 潤 7) (書 2) 望

GOT 19.8 17.9 20.5 18.5 17.2 17.5 18.5 19.4
±16.1 :た5.94 ±6.78 ±4,78 ±4.75 ±4.40 ±5,60 ±5.16

GPT 15.0 11.4 19.5 15.1 ** 9.62 10.3 13.5 14.0
±14.0 ±9.41 ±11.7 ±6.13 ±7.11 ±8.04 ±7.48 ±6.55

γ-GTP ll.8 11.0 18.4 15.4 8.12 8.78 * 12.0 14.1 **±5.85 ±5.15 ±10.9 ±5.87 ±4.42 ±4.93 ±5,72 ±8.43

A/G比 1.67 1.69 1.78 1.77 1.57 1.60 1.64 1.71 *±0.19 ±0.18 士0.27 ±0,27 ±0.17 ±0,18 ±0.25 ±0.23

血清総蛋白 7.68 7.82 ** 7.53 7.66 ** 7.71 7.72 7.53 7.53±0.39 ±0,36 ±0.39 ±0.39 ±0.40 ±0.38 ±0.40 ±0.37

血清アルブミン 4.80 4.91 ** 4.83 4.90 ** 4.71 4.76 4.70 4.77 **±0.23 ±0,22 ±0.27 ±0.25 ±0.24 ±0.20 ±0.26 ±0.28

稔コレステロール 166.0 161.1 171.4 162.9 ** 181.3 176.3 183.3 177.8±27.8 ±27.1 ±26.9 ±28.0 ±28.2 ±27.3

HDLコレステロール 54.0 57.6 ** 53.6 56.7 * 64.8 66.5 64.9 68.8 *
±11.9 ±13.5 ±12,0 ±13.2 ±13.9 ±14.2 ±14.1 ±14.2

中性脂肪 86,2 64.1 * 102.1 83.3 ** 68.7 62.7 ** 75.3 66.8 *±51.4 ±31.4 ±62.2 ±39.4 ±38.5 ±41.5 ±42.5 ±34.6

血清尿酸 5.66 5,51 5.68 5.45 * 4.11 4.00 4.17 4.05
±1.08 ±1.08 ±1.08 ±1.19 ±0.80 ±0.78 ±0.82 ±0.75

血清尿素窒素 13.3 13.1 13.2 12.9 12.6 12.5 12.2 12.1±3.33 ±3.30 ±3.23 ±3.13 ±3.31 ±3.41 ±3.39 ±3.16

血治クレアチニン 0.93 0.86 ** 0.99 0.97 0.73 0.68 ** 0.79 0.74 **±0.12 ±0.12 ±0.12 ±0.13 ±0.12 ±0.12 ±0.11 ±0.12

白血球 6094 5858 5914 5684 6189 5908 5972 5497 **±1502 ±1651 ±1539 ±1340 ±1487 ±1564 ±1518 ±1472

赤血球 524=ヒ32 513±24 ** 523±29 518±28 453±30 455±32 456±28 457±30

ヘモグロビン 15.5 15,4 15.7 15.6 13.2 13.3 13.3 13ー3
±0.95 ±0.72 ±0.87 ±0.71 ±1.01 ±0.96 ±1.07 ±0.91

ヘマトクリット 45.9 45.4 * 47.0 46.9 39.8 40.1 40.9 40.9
±2.48 ±1.93 ±2.27 ±2.05 ±2.57 ±2.51 ±2.74 ±2.51

** p<0.01 串 p<0.05



建部ほか :大学生の血液性状-BMIで分類した "やせ"との関連-

億であった.4年次は,有意差のある項目数に

男女差はなく,男性では血清総蛋白,血清アル

ブミン,HDLコレステロールでやせ群が有意

に高値,GPT,総コレステロール,中性脂肪,

血清尿酸でやせ群が有意に低値であった.女性

で はツ-GTP,A/G比,血清 アル ブ ミン,

HDLコレステロールでやせ群が有意に高値,

中性脂肪,血清クレアチニン,白血球でやせ群

が有意に低値であった.男女および学年を通し

て比較的安定した傾向の認められた特徴は,血

清アルブミンとHDLコレステロールがやせ群

で高いことおよび中性脂肪と血清クレアチニン

がやせ群で低いことであった.
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4.｢やせ｣群と ｢標準｣群の異常値出現率の
比較 (表5)

1年次,4年次の血液検査の異常値出現率を

男女別に ｢やせ｣･｢標準｣群間で比較した.1

年次は,男女とも ｢やせ｣群の白血球低値異常

率が ｢標準｣群より有意に高いという特徴を示

した.また,有意ではないが,総コレステロー

ル低値異常率もやせ群の方が高い億であった.

4年次では,男性は総コレステロール低値異常

翠,女性はγ-GTP高値,白血球低値 ･高値異

常率で ｢やせ｣群が有意に高かった.また,育

意ではないが女性も総コレステロール低値異常

率は ｢やせ｣群で高い値であった.

表5 やせ群と標準群の血液検査項目別にみた異常値出現率の比較

1年次 4年次

項(P%f 意 志 (1423…せ 望 女 (816) 男 (1390) 女 (809)檎標準 やせ 定 檎標準 やせ 定 檎標準 やせ 定
(n=1310) (n=113) (n=751) (n=65) (n=1291) (n=99) (n=717) (n=92)

GOT 高値 2.0 0.9 0.3 1.3 1.3

GPT 高値 3.1 0.9 0.7 1.6 5.2 1.0 1.5

γ-GTP 高値 0.7 1.6 0.5 1.3 5,4 *
A/G比 低値 0.1 0.4 0.9 1.8

血清総蛋白 低値 0.2 0.8 1.6 0.7 I.5

血清アルブミン 低値 0.1 0.1

低値 28.5 38.1給コレステロール 高値 3.7 3.5 ll.7 15.6 21.2 34.7 ** 10.6 16.38.8 4.7 4.4 4.1 * 10.6 6.5

HDLコレステロール 低値 10.2 5.3 2.0 12.8 7.1 2.7 1.1

中性脂肪 高値 9.4 0.9 ** 4.4 4.7 15.8 9.2 6.8 2.2

血清尿酸 高値 2.9 1.8 5.3 3.1 * 3.4 2.0 6.1 2.2

血清尿素窒素 高値 2.8 4.4 2.5 1.6 2.6 3.1 2.1 2.2

血絡クレアチニン 高値 0.4 0.2 1.0 0.3 2.2

低値 2.8 7.1 *白血球 高値 2.0 1.8 1.2 6.3 * 4.4 4.1 2.0 7.6 *3.3 1.6 * 2.0 3.1 3.3 *

低値 0.2赤也球 高値 6.5 0.9 * 0.7 0.45.1 7.8 5.6 4.1 5.3 9.8

ヘマトクリット低値 1.1 1.5 1.6 0.5 1.8

**p<0.01 *p<0.05
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5.1年次と4年次の体型を考慮した比車交(義

6)

1年次,4年次ともに体型が標準であった

｢標準一標準｣群と両年次ともやせであった｢や

せ-やせ｣群の4年次の血液検査の平均値を比

較した.｢標準-標準｣群と比較して ｢やせ-

やせ｣群は,男性では血清総蛋白,血清アルブ

ミン,HDLコレステロールが有意に高値,紘

コレステロール,中性脂肪,白血球が有意に低

値であった.女性では,γ-GTP,HDLコレス

テロールが有意に高億,血清クレアチニンが有

意に低値であった.男女ともに ｢標準-標準｣

群より ｢やせ-やせ｣群のHDLコレステロー

ルが高いという特徴を示した.
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Ⅳ.考 察

自分の身体がどのようにみえるかということ

は青年期の学生にとって重要な問題であるが,

健康状態の客観的指標の一つとしての体型の持

つ意義もまた大きい.これまで青年期の体型に

ついては体型意識に関する報告は多いが,｢や
せ｣と血液検査億に関する報告は少ない.

本研究における,｢やせ｣群の血液性状の第
1の特徴は血清脂質の変化である.それは ｢や

せ｣群の方が中性脂肪と総コレステロールが低

いこと,HDLコレステロールが高いこと,お

よび総コレステロール低値異常率が高いことな

どであった.

BMIが総コレステロールや中性脂肪と正の相

表6 体型変化群別の4年次血液検査値の比較

男 女

(蕊 an±Bs,, 標準-標準 やせ-やせ 碧 標準-標準 やせ-やせ 碧
(n-1205) (n-69) (n-681) (n=46)

GOT 20.5±6.82 18.7±5.15 18.6±5.66 19.6士5.15

GPT 19.6±11.8 1.5.0±6.27 13.5±7.56 13.9±6.15

γ-GTP 18.4±11.0 15.0±5.84 12.0±5.82 14.0±6.45 **
A/G比 1.78±0.28 1.78±0.28 1.64±0.25 1.67±0.23

血清総蛋白 7.52±0.39 7.66±0.42 ** 7.53±0.40 7.56±0.40

総コレステロール 171.6±27.1 164.4±29.8 * 183.3±29.6 179.0±25.0
HDLコレステロール 53.6±12.0 56.7±13.7 * 64.9±14.2 69.5±15.2 *

中性脂肪 102.6±63.3 82.1±34.5 * 75.4±43.2 67.9±35.7

血清尿酸 5.68±1.09 5.50±1.24 4.16±0.81 4.07±0.75

血清尿素窒素 13.2±3.23 12.8±3.15 12.2±3.42 12.7±3.13

血清クレアチニン 0.99±0.12 0.97±0.12 0.79±0.11 0.73±0.10 **

白血球 5923±1536 5465±1326 * 5970±1526 5798±1518

赤血球 523±29 516±28 457±28 459±33

ヘモグロビン 15.7±0.88 15.6±0.73 13.3±1.08 13.3±1.09

串* p<0.01 * p<0.05



建部ほか :大学生の血液性状-BMIで分類した `̀やせ''との関連-

関を示し,HDLコレステロールと負の相関を

示すことはよく知られている13-17).｢やせ｣群の
HDLコレステロールが高いことはその生理機

能から考えて,一般的には問題となる状態では

ないが,総コレステロールの低値異常率が高い

ことなどは問題かもしれない.日本脂質介入試

験 (I-LIT)lS)19'によれば(1)総コレステロールは

高くても低くても死亡危険が高くなり,(2)がん

死亡率は総コレステロール億が低いほど高くな

る (総コレステロール180ml/dl未満のがん死亡

率は280ml/dlの約5倍).Isoら20)も同様の報告

をしている.これらの報告は中高年者を対象に

したもので,若年者における低コレステロール

の影響を評価した報告は見当たらない.さらに,

成人を対象として設定されている判定基準を20

歳前後の年齢層に適用してよいかという疑問も

ある.しかし,コレステロールは細胞膜やホル

モンの成分として重要な生理機能を担ってい

る21)22㌧若年者の ｢やせ｣は,低コレステロー

ルの影響が十分には実証されていないとはいえ,

看過すべきではないと考える.

結果の第2の特徴は ｢標準｣群より ｢やせ｣

群の方が血清アルブミンの高いことおよび血清

クレアチニンの低いことであった.血清クレア

チニン健は筋量,蛋白代謝などと関連があ

る21)23).｢やせ｣群の血清クレアチニンが低いこ
とは筋量の少ないことによって説明可能である.

しかし,｢やせ｣群の血清アルブミンの高いこ
とが何によるのかは解らない.

第3の特徴は血液性状の性差である.男催の

方が女性よりBMIと血液検査億の相関の高い項

目が多いこと,および ｢標準｣群と ｢やせ｣群

の間の有意差のある項目も4年次には男女差が

なくなるものの1年次は男性の方が多いことな

どの特徴を認めた.Phillip Bら24)の大学生を対

象とした報告では,総コレステロールに男女差

はないが,女性より男性の方が有意にHDL-C

が低 く,LDIノーCが高い.思春期の女子ではエ

ス トロゲンの作用により総コレステロールや

HDL-Cは男子に比べ高値を示す傾向がある25).

高崎ら26)は,中学生男子において血清コレステ
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ロールと身長,皮脂厚,体脂肪率,脂肪量の間

に有意な相関を認め,女子においては血清コレ

ステロールと体格の相関が低く,有意な項目は

BMIのみであったと報告している.男女差がみ

られた理由として,高崎らは最大発育を迎える

時期が男女により異なることをあげている.本

研究の対象は大学生であるが,脂質に関する結

果は高晴らの報告と同株である.4年次になる

と ｢やせ｣群と ｢標準｣群の間で有意差のある

項目数に差がなくなるが,BMIとの相関係数は

多くの項目で男性の方が女性より高い.血液性

状の男女差,とりわけBMIなどの身体特性との

関連の差は思春期の一時的な現象というよりは

さらに長期にわたる現象と考えられる.

本研究にはいくつかの問題点がある.第1に

BMIと血液検査項目の相関係数は有意ではあっ

ても0.4,項目によっては0.1以下といずれも弱

い相関だったことである.したがって,有意な

項目でも,血液検査億の変動をBMIの変動で説

明できる割合は小さい.第2に採血条件のコン

トロールが行われていないことである.採血は

春の定期健康診断の期間を利用して行ったもの

で,事前の食事や運動の制限は行っていない.

食事に関しては,とくに中性脂肪は大きな影響

を受けるので,今回の結果は参考程度の値と解

釈すべきである.しかし,｢やせ｣群と ｢標準｣
群の間に食事時刻の系統的な違いがあるとは考

えにくいので,他の項E]の比較は可能であると
考える.身体活動に関しては,｢やせ｣の割合
は社会 ･情報科学部の方が体育学部より多いの

で,｢やせ｣群と ｢標準｣群の間に事前の身体
活動の差がある可能性が大きい.その影響をみ

るために社会 ･情報科学部と体育学部を分けた

検討を行ったが,全体の結果と大きな違いを認

めなかった.したがって,採血前の運動が血液

性状に強い影響を与えているとは考えられない

が,運動の急性影響を受けやすい血清蛋白,尿

酸,白血球,赤血球,ヘモグロビン,ヘマトク

リットなどの結果の解釈は慎重にすべきであろ

う.
次の間題は対象集団と標本数である.対象と
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した大学は名古屋市近郊の私立大学である.体

育学部は比較的全国各地から学生が集まってい

るが,社会 ･情報科学部は東海地方出身の学生

が多い.したがって,結果は東海地域の私立大

学学生の特徴を表すものと考える.また,全体

の標本数はある程度の大きさであるが,｢やせ｣
群の標本数は大きくない.とくに異常値出現率

の検討には小さすぎるので,統計的な検出力は

低い.

もう1つの問題は ｢やせ｣群の定義である.

この研究ではBMI億のみで ｢やせ｣群を定義し

た.男女ともに ｢やせ｣群の身長がやや低い傾

向を認めた.しかし,これは平均身長の高い体

育学部が社会 ･情報科学部に比べて ｢やせ｣の

割合が低かったことによるもので,｢やせ｣群
の発育が抑制されていることを示すものとは考

えられない.国民栄養調査報告27~30)の同年齢層

と比較しても,対象者の身長に男女ともに大き

な差は認められなかった.したがって,身長か

らみるかぎり,｢やせ｣群は成長が強く抑制さ
れた集団とは考えられない.さらに,｢やせ｣
群の多くはやせ以外の健康障害を有しない ｢単

純性やせ｣と考えられるが,いわゆる ｢症候性

やせ｣が含まれている可能性は否定できない.

したがって,本研究の結果はあくまでもBMIの

みで定義された,成長抑制が起こるほどではな

い ｢やせ｣集団の特徴と解釈すべきである.

V.ま と め

大学生の定期検診結果および同時に行われた

血液検査結果を利用して,｢やせ｣と血液性状
の関連を検討した.対象者はC大学丁学舎の

1995-1997年度入学生,2,450名である.体型

は,日本肥満学会 (2000)のBMIによる基準に

従って,やせ<18.5,標準18.5≦-<25.0,舵

満25.0≦に分類した.血液検査僧の平均および

異常値出現率などを,｢やせ｣群と ｢標準｣群
の間で比較した.

男女および1･4年次に共通に認められた

｢やせ｣群の血液検査値の特徴は,(1)総コレス

テロールが低いこと,HDLコレステロールが
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高いことおよび総コレステロール低値異常率が

高いこと,(2)クレアチニンの低いことであった.

さらに,体型と血液検査値の関連には明瞭な性

による違いを認めたが,その差は4年次になる

と小さくなっていた.なお,中性脂肪に関して

は,食事の影響を受けるため,食事のコント

ロールを行っていない今回の結果は参考程度の

値と解釈すべきである.

採血条件および ｢やせ｣の定義などに問題は

あるが,これらの結果は,BMIで定義された,

成長抑制が起こるほどではない ｢やせ｣の集団

の特徴を示していると考える.

文 献

1)宮崎美千子,橋本貴美子,真壁香ほか:女子

大学生における低体重の現状.CAMPUS

HEALTH 41(2):57-62,2004

2)粟岩瑞生,鈴木里美,村松愛子ほか:思春期

のボディ･イメージと体型に関する縦断的研究.

小児保健研究 59(5):596-601,2000

3)福永茂,小林聾歩:女子大学生の体重認識.

学校保健研究 35:396-404,1993

4)木村連窓:女子大学生の減量行動と生活習慣

および体脂肪率との関係.学校保健研究 42:

496-504,2001

5)柘植光代,岩田香,佐藤文代ほか:若年女性

におけるやせ志向と月経発現について.保健の

科学 44(7):527-533,2002

6)池田千代子,遠藤伸子 :栄養指導の現場から

一女子大学生のボディ･イメージの意識調査.

保健の科学 40(7):567-572,1998

7)今井克己,増田隆,小宮秀一ほか:青年期女

子の体型誤認と "やせ志向"の実態.栄養学雑

誌 52(2):75-82,1994

8)牧野茂:本学女子短大生の体型に関する認識

調査.駒浮大学保健体育部研究紀要 10:9-57,

1991

9)浦田秀子,福山由美子,田原靖昭ほか:男子

学生の体型と体型認識に関する研究.学校保健

研究 43:275-284,2001

10)溝口全子,松岡緑,西田真寿美ほか:女千大



建部ほか:大学生の血液性状-BMIで分類した "やせ"との関連-

学生のダイエット行動に及ぼす影響要因.日本

看護科学会誌 20(3):92102,2000

ll)山浮和子,飛岡信子,水野泰子ほか :女千大

学生の痩身願望と日常生活状況の関連.数育医

学 47(4):307-319,2002

12)青田精作,田中千栄,吉川秀樹ほか :女子短

大生の減量意識と健康(3).大阪府立公衛研所報

38,59-63 2000

13)杉山文宏,渋谷聡,広川龍太郎ほか :本学学

生の健康生活における調査研究-その1 体脂

肪率と体型認識および生活習慣との関連-.東

海大学紀要体育学部 29:1-8,1999

14)ChrisR,MargaretA,Bermingham D and

Katherine,S∴Coronaryheartdiseaseriskfac-

torsinmaleadolescentswithparticularrefer-

encetosmokingandbloodlipids.Journalof

AdolescentHealth 25(1):68-74,1999

15)FernandezRA,andUlateMG:Riskfactors

forcoronaryheartdiseaseinuniversitystu-

dentsaged17to19.RevlnvestClin50(6):

457-462,1998

16)KikuchiDA,Srinivasan SR,HarshaDW,

WebberLS,SellersTW andBerensonGS:Re-

lationofserumlipoproteinlipidsandapolipopro-

teinstoobesityinchildren;TheBogalusaHeart

Study.PrevMed,21:177-190,1992

17)TobeK,OguraT,TsukamotoC,etal.:Rela-

tionshipbetweenserumleptinandfattyliverin

Japanesemaleadolescentuniversitystudents.

AMJGastroentero194(ll):3328-3335,1999

18)叔倉弘重,桧揮佑次,北徹ほか :J-LIT-日本

における大規模疫学試験からわかったこと.

TheLipid12(3):239-247,2001

19)板倉弘重 :十LIT-シンパスタテンによる大規

模臨床疫学調査- (馬測宏編)別冊 ･医学のあ

ゆみ 高脂血症と動脈硬化,9-14,医歯薬出版,

461

東京,2002

20)IsoH,NaitoY,KitamuraAetal∴Serumto-

talcholesterolandmortalityinaJapanese

population.JClinEpidemioISep47(9):961-

969,1994

21)猪刈浮,中原一彦編 :標準臨床検査医学 第

2判,148161,医学書院,東京,2000

22)第一出版編 :厚生労働省策定 日本人の食事

摂取基準 2005年度版,50-68,第一出版,東京,

2005

23)伊藤朗編著 :図説 ･運動生化学入門-生理 ･

生化学から運動処方まで-,57-70,医歯薬出版,

東京,1987

24)SparlingPB,SnowTK,BeaversBI):Serum

cholesterollevelsincollegestudents:Opportu一

mitiesforeducationandintervention.∫Ameri-

canCollegeHealth48:123-127,1999

25)五明紀春,渡迫早苗,小原郁夫ほか :最新栄

養科学シリーズ2 応用栄養学,94-103 朝倉

書店,東京,2005

26)高崎裕治,大村外志隆 :中学生における血圧

および血清総コレステロールと形態的特徴との

関連性.学校保健研究 35:476-483,1993

27)健康 ･栄養情報研究会 :国民栄養の現状2002,

第一出版,東京,2002

28)健康 ･栄養情報研究会 :国民栄養の現状1997,

第一出版,東京,1997

29)健康 ･栄養情報研究会 :国民栄養の現状1998,

第一出版,東京,1998

30)健康 ･栄養情報研究会 :国民栄養の現状1999,

第一出版,東京,1999

(受付 06.04,04 受理 06.09.10)

連絡先 :〒470-0393 愛知県豊田市貝津町床立

101

中京大学大学院体育学研究科健康科学系 (建部)



学校保健研究 JpnJSchooIHealth48;2006

平成18年度

第 1回 日本学校保健学会 ･理事会議事録

〇日 時 平成18年6月3日(土) 13:00-16:00

0場 所 愛知学院大学附属病院商館7階 ･講義室1

0出席者 (理事長)賛成文彦

(常任理事)佐藤祐造 ･松本健治 ･数見陸生 ･照屋博行

(理事)天野敦子 ･家田重晴 ･石川哲也 ･石原昌江 ･植田誠治 ･岡田加奈子 ･鎌田尚子 ･

後藤ひとみ ･佐藤 理 ･高橋浩之 ･瀧揮利行 ･武田最太郎 ･津村直子 ･中安紀美子 ･

三木とみ子 ･宮尾 克 ･村松常司 ･横田正義 ･渡遵正樹 ･和唐正勝

(監事)村田光範 ･出井美智子

(オブザーバー)大沢 功 (事務局)鈴江 毅 ･図本政子 (書記)梶岡多恵子

※理事32名中25名が出席し (他委任状提出7名),理事会は成立

l.理事長挨拶

(1) 前回議事録の訂正および確認と今回議事録著名人 (高楠氏,瀧揮氏)の確認

2.審議事項

(1) 執行体制の見直しと今後の方針について

･委員会の位置づけ,各委員会幹事の設置,常任理事と理事長との選出方法等に関し,会則,規定,

内規等の改訂案について庶務委員会で検討することとなった.

(2)名誉会員について

･名誉会員については各地区からの推薦を地区代表理事がとりまとめ,庶務担当常任理事に連絡する

こととなった.

(3) 各委員会の委員長の任期について

･各委員会の内規案において委員長の任期についても検討することとなった.

(4) 日本学術会議に関わる件について

･理事長より ｢日本学術会議｣の新体制について説明がなされ,本学会としては今後の動向を見なが

ら方針を検討することとなった.

(5) 第54回日本学校保健学会 (平成19年度)について

･理事長より平成19年度年次学会長のオブザーバーとしての理事会参加が提案され,全員の承認を得

た.以後,年次学会長は年次学会開催年の前年の9月頃 (プログラム確定前)より理事会出席を要

請することとなった.

(6)平成20年度の学会開催について

･東北/北陸地区で相談し,本年7月末までに開催場所と年次学会長の候補を理事長に連絡し,次回

理事会に諮ることとなった.

3.報告事項

(1) 第53回日本学校保健学会 (平成18年度高松)について

･賛成年次学会長より学会特別行事 ･関連行事 (莱)および準備状況が説明された.

･鈴江事務局長より発表形式 (口演 ･ポスター),発表時間等が説明された.

(2)庶務関連事項･-庶務担当佐藤常任理事より,以下の事項について報告がなされた.

･学会ホームページのリニューアルと名簿公開の範囲を理事長 ･常任理事 ･理事までとする.
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(大沢庶務委員より補足説明)

(3)学術関連事項-･学術担当数見常任理事より,以下の事項について報告がなされた.

･年次学会と学会活動委員会との連携について

･学会賞と学会共同研究の応募と選考状況

･学会奨励賞の選考状況

･学会活動の活性化と会員の意見を反映した学会活動を図るためのアンケート実施

(4)編集関連事項-編集担当松本常任理事より,以下の事項について報告がなされた.

･投稿論文の状況

･『学校保健研究』第2号の概要

･宮尾編集委員からは 『学校保健研究』をホームページで公開するための予算計上を求める意見が,

石川理事からは 『学校保健研究』のデータベース化を求める意見が出された.

(5) 国際交流関連事項-国際交流担当照屋常任理事より,以下の事項について報告がなされた.

･英文誌への投稿論文 ･掲載論文等の状況

･東アジア地域との交流企画

(6)事務局より-鈴江事務局長より,以下の事項について報告がなされた.

･平成17年度補正予算の執行状況と決算書作成スケジュール

･名誉会員へ推戴状に相当するものを差上げたい旨が提案され,全員の承認を得た.

※次回理事会は9月10日(日) 14:00-17:00
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会 報~第54回日本学校保健学会開催のご案内 (第1報)
年次学学長 大津 一義 (順天堂大学)

副学会長 高橋 浩之 (千葉大学)

【学会メインテーマ】

ヘルシースクールの推進一学校 ･家庭 ･地域との連携-

【主 催】 日本学校保健学会

【共 催】 千葉県学校保健学会

【期 日】
2007年9月14日 (金)

9月15日 (土)

9月16日 (日)

【内容 (概要)】

学会長講演,特別講演,シンポジウム,教育講演,学会フォーラム,一般口演,ポスター発表,ラウ

ンドセッション,ワークショップ,自由集会,ランチョンセミナー,市民向け講座等

【会 場】 和洋女子大学

〒272-8533 千葉県市川市国府台2-3-1

【交通案内】

圏JR総武線快速 市川駅下車 【東京駅から20分】-

京成バス8分 :北口1番一枚戸車庫行 (和洋女子大前下車)
こうのだい

闘京 成 線 国府台駅下車 (京成上野駅から30分)-徒歩10分

国JR 常 磐 線 松戸駅下車,,-I+京成バス20分 :西口3番-市川駅行 (和洋女子大前下車)

【年次学会事務局】

事務局長 塩田 瑠美 (千葉大学 教育学部)

〒263-852 千葉市稲毛区弥生町1-33

FAX 043-290-2638 E一mail:shiota@faculty.chiba-u.jp
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~蚕.葡~機関誌 ｢学校保健研究｣投稿規定 (平成17年7月2日改正)

1,本誌への投稿者 (共著者を含む)は,日本

学校保健学会会員に限る.

2.本誌の領域は,学校保健およびその関連領

域とする.

3.原稿は未発表のものに限る.

4.本誌に掲載された原稿の著作権は日本学校

保健学会に帰属する.

5.原稿は,日本学校保健学会倫理綱領を遵守

する.

6.本誌に掲載する原稿の種類と内容は,次の

ように区分する.

原稿の種類 内 容

総 説 学校保健に関する研究の総括,文献解題

論 説原 著報 告会 報 学校保健に関する理論の構築,展望,提

言等学校保健に関して新しく開発した手法,
発見した事実等の論文
学校保健に関する論文,ケースレポ-
ト,フィールドレポート
学会が会員に知らせるべき記事

会員の声その他 学会誌,論文に対する意見など (800字
以内)
学校保健に関する貴重な資料,書評,袷

ただし,｢論説｣,｢原著｣,｢報告｣,｢会員
の声｣以外の原稿は,原則として編集委員会

の企画により執筆依頼した原稿とする.

7.投稿された論文は,専門領域に応じて選ば

れた2名の査読者による査読の後,掲載の可

否,掲載順位,種類の区分は,編集委員会で

決定する.

8.原稿は別紙 ｢原稿の様式｣にしたがって書

くこと.

9,原稿の締切日は特に設定せず,随時投稿を

受付ける.

10.原稿は,正 (オリジナル)1部にほかに副

(コピー)2部を添付して投稿すること.

ll.投稿原稿には,査読のための費用として

5,000円の定額郵便為替 (文字等は一切記入

しない)を同封して納入する.

12.原稿は,下記あてに書留郵便で送付する.
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〒682-0722

鳥取県東伯郡湯梨浜町長瀬818-1

勝美印刷株式会社 内

｢学校保健研究｣編集事務局

TEL:0858-35-4441 FAX:0858-48-5000

その際,投稿者の住所,氏名を書いた返信

用封筒 (A4)を3枚同封すること.

13.同一著者,同一テーマでの投稿は,発行す

る投稿原稿が受理されるまでは受付けない.

14.掲載料は刷り上り8頁以内は学会負担,追

過頁分は著者負担 (-頁当たり10,000円)と

する.

15.｢至急掲載｣希望の場合は,投稿時にその

旨を記すこと,｢至急掲載｣原稿は査読終了
までは通常原稿と同一に扱うが,査読終了後,

至急掲載料 (50,000円)を振り込みの後,磨

則として4ケ月以内に掲載する.｢至急掲載｣

の場合,掲載料は,全額著者負担となる.

16.著者校正は1回とする.

17.審査過程で返却された原稿が,特別な事情

なくして学会発送日より3ケ月以上返却され

ないときは,投稿を取り下げたものとして処

理する.

18.原稿受理日は編集委員会が審査の終了を確

認した年月日をもってする.

原稿の様式

1.原稿は和文または英文とする.和文原稿は

原則としてワードプロセッサを用いA4用紙

30字×28行 (840字)横書きとする.ただし

査読を終了した最終原稿はフロッピーディス

ク等をつけて提出する.

英文はすべてA4用紙にダブルスペースで

タイプする.

2.文章は新仮名づかい,ひら仮名使用とし,

句読点,カッコ (｢,『,(,[など)は1字分
とする.

3.外国語は活字体を使用し,1字分に半角2

文字を収める.

4.数字はすべて算用数字とし,1字分に半角
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2文字を収める.

5.図表,写真などは,直ちに印刷できるかた

ちで別紙に作成し,挿入箇所を論文原稿中に

指定する.

なお,印刷,製版に不適当と認められる図

表は書替えまたは割愛を求めることがある.

(専門業者に製作を依頼したものの必要経費

は,著者負担とする)

6.和文原稿には400語以内の英文抄録と日本

語訳,英文原稿には1,500字以内の和文抄録

をつけ,5つ以内のキーワード(和文と英文)

を添える.これらのない原稿は受付けない.

英文抄録および英文原稿については,英語

に関して充分な知識を持つ専門家の校正を受

けてから投稿する.

7.論文の内容が倫理的考慮を必要とする場合

は,研究方法の項目の中に倫理的配慮をどの

ように行ったかを記載する.

8.正 (オリジナル)原稿の表紙には,表題,

著者名,所属機関名,代表者の連絡先 (以上

和英両分),原稿枚数,表および図の数,希

望する原稿の種類,別刷必要部数を記す.

(別刷に関する費用はすべて著者負担とする)

副(コピー)原稿の表紙には,表題,キーワー

ド (以上和英両分)のみとする.

9.文献は引用順に番号をつけて最後に一括し,

下記の形式で記す.本文中にも,｢-知られ
ている1).｣または,｢- 2)4),- 1--5)｣のよう
に文献番号をつける.著者が4名以上の場合

は最初の3名を記し,あとは ｢ほか｣(英文

ではetal.)とする.

[定期刊行物] 著者名 :表題.雑誌名 巻 :質

一頁,発行年

[単行本] 著者名 (分担執筆著名):論文名.

学校保健研究 JpnJSchooIHealth48;2006

(編集 ･監修著名).書名,引用頁

一頁,発行所,発行地,発行年

[定期刊行物]

1)高石昌弘 :日本学校保健学会50年の歩みと

将来への期待一道骨組織と活動の視点から-.

学校保健研究 46:5-9,2004

2)川畑徹朗,西岡伸紀,石川哲也ほか :青少

年のセルフエスティ-ムと喫煙,飲酒,薬物

乱用行動との関係.学校保健研究 46:612-

627,2005

3)HahnEJ,RayensMK,Rasnake氏etalJ

Schooltobaccopoliciesinatobacco-grow-

ingstate.∫SchHealth75:219-225,2005

[単行本]

4)鎌田尚子 :学校保健を推進するしくみ.

(高石,出井編).学校保健マニュアル,129

-138,南山堂,東京,2004

5)HedinD,ConradD:Theimpactofexperi-

entialeducationonyouthdevelopment.In:

KendallJCandAssociates,eds.Combining

ServiceandLearning:AResourceBookfor

CommunityandPublicService.Vol1,119-

129,NationalSocietyforlnternshipsand

ExperientialEducation,Raleigh,NC,1990

[インターネット]

6)AmericanHeartAssociation:Responseto

cardiacarrestandselectedlife-threatening

medicalemergencies:themedicalemer-

gencyresponseplanforschools.2004.Avail-

able at:http://circ.ahajournals.org/Cgi/re-

print/01.CIR.0000109486.45545.ADvl,pdi

AccessedApril6,2004
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く参 考)

日本学校保健学会倫理綱領
制 定 平成15年11月2日

日本学校保健学会は,日本学校保健学会会則第2条の規定に基づき,本倫理綱領を定める.
前 文

日本学校保健学会会員は,教育,研究及び地域活動によって得られた成果を人々の心身の健康及び社会

の健全化のために用いるよう努め,社会的責任を自覚し,以下の綱領を遵守する.

(責任)

第1条 会員は,学校保健に関する教育,研究及び地域活動に責任を持つ.
(同意)

第2条 会員は,学校保健に関する教育,研究及び地域活動に際して,対象者又は関係者の同意を得た上
で行う.

(守秘義務)

第3条 会員は,学校保健に関する教育,研究及び地域活動において,知り得た個人及び団体のプライバ
シーを守秘する.

(倫理の遵守)

第4条 会員は,本倫理綱領を遵守する.
2 会員は,原則としてヒトを対象とする医学研究の倫理的原則 (ヘルシンキ宣言)を遵守する.

3 会員は,原則として疫学研究に関する倫理指針 (平成14年文部科学省 ･厚生労働省)を遵守する.

4 会員は,原則として子どもの権利条約を遵守する.

5 会員は,その他,人権に関わる宣言を尊重する.
(改廃手続)

第5条 本綱領の改廃は,理事会が行う.
附 則 この倫理綱領は,平成15年11月2日から施行する.
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地方の活動 第49回東海学校保健学会総会開催報告

第49回東海学校保健学会が平成18年 9月16日(土)に三重県鈴鹿短期大学において小林寿子学会長のもと
に開催されましたので報告 します.一般口演として20演題が発表されて,記念講演,シンポジュウムが行
われました.一般口演の中から4演題 (演題番号 5, 7,16,17)に佐藤祐造理事長より学会奨励糞が授
与されました.その概要を下に記 します.

午前の部 〈一般口演)

1.HelloAngelで過程支援 した長期不登校園児例
稲垣伸里子,松浦典子 ,川瀬昌宏

2.｢生まれてこなければよかった｣と叫んだ 6歳女子-甘えられない,よいこの叫び-
市川厚予,伊達ともみ,中瀬弾正,志村浩二,川蘭昌宏

3.看護学生に見る社会不安障害
森田めぐみ,田川真実,川瀬昌宏,藤井加代子

4,小児期の社会不安障害-小 6女子の不登校例-
小川ふみ,福岡友子,服部富久子,高田麻衣子,川瀬昌宏

5.大学生のしつけ経験 ･ス トレス対処行動と攻撃受動性の関係 (学会奨励賓)
服部洋兄,金子恵一,村松常司

6.高校生の社会的スキルと攻撃性に関する研究
金子恵一,服部洋兄,村松常司

7.教育現場における ｢ソーシャ)レスキ)i,トレーニング｣
一骨定的メッセージの有効性 と社会的スキルの獲得- (学会奨励賞)

永石喜代子,小川弥生,大野泰子,野口真里,米田綾夏
8.若者の性意識 ･性行動と性教育の考察

岡本陽子,重森加奈恵
9.工業高校における生徒の生活全般と疲労の関係

遠藤園子,近藤まゆみ
10.｢キャンパス敷地内禁煙化｣禁煙を支えるプロジェク ト
-禁煙教室 ･学生保健委員活動 ･禁煙授業 ･個人指導一

野口真里,永石喜代子,大野泰子,米田綾夏
11.児童の生活習慣病を考える-肥満指導における個別面談の有効性-

池田絹代,富樫健二,音 滴里,大野泰子,笠井ひろ子,田岡清美,鳥井嘉世子
12.HQC手法を使ったタイ王国農村部における子 どもの生活習慣改善プログラムの成果報告

中野蛍博
13.小学校 3年生における生活習慣 とう歯との関連について

田中晴子
14.K高校における ｢生活実態調査｣結果からの一考察

樋口尚美
15,健康相談活動一養護教諭の子どもへの関わりについて-

高島勢津子,近藤まゆみ,御村ひさ子,山中千聡,疋田由美子,山下満起
土井靖子,小池裕美,岡井美登里

16.ピア ･サポー トをとり入れた生徒保健委員会活動-保健委員会活動の活性化をめざして-(学会奨励賞)
近藤充代

17.養護教諭の立場で取 り組んだスクールカウンセラー制度活用の試み (学会奨励賞)
秋山志津子

18.高学年児童における日常身体活動量及び,体力,体格の関連
戸田粋子,渡辺丈真,膚誌隊

19.弱視児童生徒支援のための拡大教科書製作法について
高柳奏せ,宮尾 蒐

20.保健体育科の教育実習に関する研究
-学生の教育実習指導(保健授業の指導)に対する評価及び保健授業実習に対する自己評価について一

大窄貴史,家田重暗,多朗笑松,勝亦紘一

午後の部 く記念講演 ･シンポジュウム)
○記念講演 ｢目で見るものと心で観るもの｣-最新宇宙論の視座から生 きることを考える-

講師 :鈴鹿短期大学学長 理学博士 佐治晴夫
座長 :鈴鹿短期大学 小林寿子

○シンポジウム ｢社会が支える子どもの育ち｣-子どもたちの危機を考える-
コーディネーター 吉備国際大学助教授 岡本陽子
シンポジス ト (彰 子 どもの声から--･鈴鹿高等学校 2年生 樋元美音

② 教育現場から-･･-･南伊勢和一立五ヶ所小養護教諭 河俣磨智子
③ 家庭地域から---津市PTA連合会会長 清水正澄
④ 行政関係から---鈴鹿市教育委員会参事 佐野克三
① 専門機関から･---三重県健康福祉部小児科医 西口 裕

学会の連絡 ･問い合わせ先
鈴鹿短期大学 〒513-8520 三重県鈴鹿市庄野町1250 TEL:059-378-1020,FAX:059-379-4693
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地方の活動 第63回北陸学校保健学会の開催報告
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第63回北陸学校保健学会は,平成18年11月18日(土),金沢大学教育学部において開催されました.

午前の部

座長 :岩田 英樹 (金沢大学 助教授)

1.遊動部活動顧問における熱中症予防対策に関する現状

○森 亮太 (金沢大学大学院教育学研究科)

2.生徒の保健研究テーマにみる健康課題の変遷

石川県高等学校保健会生徒保健推進講習会研究発表テーマより

○水上 洋子 (石川県教育センター)

3.自分のからだをみつめ,意欲的に実践する子をめざして一健康な口腔内づくり

○贋樺 裕巳 (石川県珠洲市立宝立中学校)

4.小規模中学校における性に関する指導実践

～養護教諭と各学級担任による連携指導を通して～

○飯島 忍 (富山市立音川小学校)

座長 :長峰 伸治 (金沢大学 助教授)

5.保健指導における授業の効果と評価の検討一心の健康の授業実践を通して

○小畠 尚美 (石川県珠洲市立緑ヶ丘中学校)

6.体の健康への関心を高めるとともに心の健康づくりを目指した取り組み

○大野 郁子 (敦賀市立敦賀北小学校)

7.軽度発達障害児童の対応について-ADHD児の事例から

○山本 寿美 (富山県教育委員会スクールカウンセラー)

吉田 秀義 (吉田内科 ･心療内科医院)

8.不登校児の新しい視点-PDD&PDDNOS

O吉田 秀義 (吉田内科 ･心療内科医院)

坂井 朋子 (吉田内科 ･心療内科医院)

午後の部

理事会

総 会

特別講演 :ライフスキル教育 :考え方と進め方

○西岡 伸紀 (兵庫教育大学 教授)

閉 会

(連絡 ･問い合わせ先)

〒920-1192 金沢市角間町 北陸学校保健学会事務局 金沢大学教育学部保健教室 (岩田)

TEL:076-264-5566 FAX:076-23414117

E-mail:iwata@ed.kanazawa-u.ac.jp
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編 集

松本編集委員会が発足して1年が経過しました.
私も-投稿者として投稿しながら,また,編集を
担当しながら ｢ずいぶん変わったな｣と思ってい
ます.

一番の変化は,編集委員が査読者として加わら
なくなってから公平な立場で総合的な判断が出来
るようになったことです.

以前は,私の投稿論文も,研究分野では素人と
見まがうような編集委員の査読に,怒りがこみ上
げ頂点に達したものでした.その結果,3回再査

読を受けましたが,内容を全くさわらずに掲載さ
れました.また,私が第1査読をした論文の第2
登読者 (編集委員)のコメントもひどいものだっ
たため,第2査読者を変えるよう編集委員長に

迫ったこともあります.その時も編集委員が査読

学校保健研究 JpnJSchooIHealth48;2006

後 記

をすることの弊害を強く指摘をしましたが,｢編
集委員が査読をしないと査読が確実に遅れる.｣
と取り合ってもらえませんでした.

査読者が,その分野の専門家になっただけでも
ずいぶんの改良です.

その他,編集委員会において,査読者の意見が
分かれた場合の調整が円滑に出来るようになりま
した.

しかし,投稿者の中には ｢まだずいぶんハード
ルが高いな｣と感じておられる方や私のように

怒っておられる方もおられると思いますが,率直
なご意見を編集委員宛に下さい.
検討しながら改善をしていこうと思っています.

(石川哲也)

｢学校保健研究｣編集委員会 EDITORIALBOARD
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